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はじめに

悪臭に係る全国の苦情件数は、昭和４７年度をピークに概ね減少傾向にあったが、平成

９年度及び１０年度は急激に増加し、平成１１年度には若干減少したものの未だ約１万９

千件と数年前までに比べて依然として相当に多い状況にある。

悪臭防止法は昭和４６年に制定されたが、工場・事業場に対する規制は当時の状況から

悪臭物質を指定して行う方式とされた。その後、平成７年に嗅覚測定法に基づく臭気指数

規制が導入されるまでの間、特定悪臭物質として２２物質が指定され、物質濃度規制によ

り一定の効果を上げてきた。これは、法制定当時は畜産農業が全苦情件数の約３割を占め

るなど特定の悪臭原因物に的を絞った規制が有効に機能する状況にあったことである。し

かし、平成５年度に悪臭苦情件数が１万件を若干下回った後は増加傾向に転じており、苦

情発生業種にも変化がみられるなど、新たなる対応が求められるようになってきた。

このような状況から、平成７年に悪臭防止法の一部改正が行われ、住民の被害感とより

合致し、複合臭や未規制物質に対応できる臭気指数規制が導入された。ところが、臭気指

数規制基準の整備がされていない等の理由により悪臭防止法による臭気指数規制の導入が

進まなかった。

このため、臭気指数規制の本格的導入を目指し、平成１０年度から臭気指数規制ガイド

ライン作成に必要な調査を行ってきた。

その後、平成１２年６月に排出水に係る臭気指数規制基準の設定方法が定められたこと

により全ての規制基準が整ったこと、平成１２年５月の悪臭防止法の一部改正により臭気

測定の業務に従事する者に関する制度が法律に位置づけられたこと等により諸条件の整備

が図られた。

このことから、本年度はこれまでの臭気指数規制ガイドライン作成に係る調査結果を踏

まえた取りまとめを行うため、地方公共団体職員からなる検討会を開催し鋭意検討を行っ

たうえ、この度、臭気指数規制ガイドラインを策定した。

本ガイドラインが、地方公共団体において臭気指数規制導入の手引書として活用される

ことにより、臭気指数規制の導入が促進され、臭気対策の一層の推進が図られることを期

待している。

なお、本ガイドラインは、臭気指数規制を導入するにあたっての環境省としての技術的

な助言として作成、提示したものであり、基本的な考え方、導入の手順等を参考として示

しているものであることに留意して、活用いただきたい。

平成１３年３月

環境省環境管理局
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１ ガイドラインの目的

（ 「 」 。） 、 （ 「 」 。）悪臭防止法 以下 法 という は 工場その他の事業場 以下 事業場 という

における事業活動に伴って発生する悪臭について必要な規制を行い、その他悪臭防止対

策を推進させることにより、生活環境を保全し、国民の健康の保護に資することを目的

としている。

法では、第４条第１項に基づく、アンモニア、メチルメルカプタンその他の不快なに

、 「 」おいの原因となり 生活環境を損なうおそれのある物質で政令で定める 特定悪臭物質

による規制（以下「物質濃度規制」という ）と第４条第２項に基づく、気体又は水に。

係る悪臭の程度に関する値であって、環境省令で定めるところにより、人間の嗅覚でそ

の臭気を感知することができなくなるまで気体又は水を希釈した場合における、その希

「 」 （ 「 」 。）釈倍数を基礎として算定される 臭気指数 による規制 以下 臭気指数規制 という

のどちらかを選択することができることとされている。

このうち、臭気指数規制については、複合臭等の問題に対して住民の悪臭の被害感と

より合致することから、平成７年４月の法改正で新たに導入された。しかし、改正法が

平成８年４月に施行されてから５年が経過したが、法に基づく臭気指数規制地域の指定

は６地域のみとなっている。

この原因としては、

①臭気指数に係る規制基準の一部が定められていなかったこと

②臭気指数規制に係る規制地域の指定に厳しい条件等が付されていたこと

などが考えられる。

環境省はこれらに対して、平成１１年３月の第２号規制基準の設定に続き、平成１２

年６月の第３号規制基準の設定を行うなどの条件整備を行ってきた。

本ガイドラインは、これらの環境省が実施してきた条件整備を踏まえ、地方公共団体

が臭気指数規制を導入する際の規制地域、規制基準の設定方法、その他必要事項につい

て取りまとめたものである。

これによって、地方公共団体が苦情の現状に対応した臭気指数規制の導入を促進し、

臭気対策の一層の推進が図られることを目指すものである。
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２ 臭気指数規制導入の経緯・現状

臭気指数による規制は、昭和４０年代に東京都が嗅覚測定法の一つである三点比較式

臭袋法を開発して以来、地方公共団体において広く採用されてきている。

本章では、法に臭気指数規制が導入されるまでの経緯と現状について概説する。

２－１ 臭気指数規制導入の経緯

嗅覚測定法は、欧米においては古くからにおいの測定法として用いられている。

約１００年前にツワーデマーカーが固体香料の濃度を数値化しようとオルファクト

メータを作ったのが最初といわれており、悪臭測定の分野でもセントメータ法やＡＳ

ＴＭ（ ）注射器法、オルファクトメータ法をAmerican Society for Testing and Materials
公定法として採用している国がある。

わが国では、宮城県が魚腸骨処理場からの悪臭に対応するため、いち早く「食塩水
※ １

平衡法」を昭和４１年に公害防止条例に採用した。その後、東京都で開発された嗅覚
※ ２

測定法（ 三点比較式臭袋法 ）による規制は、複合臭に対する苦情に的確に対応で「 」

きること、未規制物質にも対応しうること等様々な利点を持っていたことから、昭和

５０年頃から地方公共団体の条例・要綱等に採用されてきた。

現在では、嗅覚測定法による規制基準または指導基準を設定している地方公共団体

は、条例が１１都県市、要綱等が３６道県市である。

嗅覚測定法を採用している地方公共団体の現況は、参考資料「４ 地方公共団体の

条例、要綱等」に示す。

法においては、昭和４６年の制定時には特定悪臭物質の濃度を機器によって測定す

る方法が採用されたが、機器分析法と嗅覚測定法のいずれを採用するかについては、

随分議論がなされている。嗅覚測定法は、様々な検討を経て平成７年の法改正で臭気

指数規制として導入が図られたが、その経過について簡単にまとめると次のとおりで

ある。

（１）昭和４１～４６年

法令等に最も早く位置付けられたものが昭和４１年の宮城県公害防止条例による

「食塩水平衡法」である。また、海外ではＡＳＴＭ注射器法やオルファクトメータ

法等の嗅覚測定法が広く用いられていたが、これらの官能試験法は測定精度・誤差

等に問題があるとして昭和４６年の法の制定時には採用が見送られた。

（２）昭和４７～５０年

昭和５０年に環境庁は悪臭評価法調査委員会を設置し、行政に適用できる悪臭の最

適評価法の検討を行うとして、次の理由により三点比較式臭袋法を取り上げている。

①判定の客観性及び安定性の確立のための顕著な改良（注射器法の問題点に対す
※３

るもの）がされたこと。

②国内の測定例が相当数あること。

③操作が簡単で、測定機材の整備に要する費用が安価なこと。
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（３）昭和５１～平成６年

環境庁における検討の結果、昭和５３年３月に三点比較式臭袋法が行政的評価方

法として最も優れているとして官能試験法調査報告書を取りまとめて地方公共団体

に示した。その後、全国の地方公共団体に委託した実態調査等による検証を経て、

昭和５７年６月に「昭和５６年度官能試験法調査報告書について（環境庁特殊公害

課長通知 」として望ましい臭気濃度の考え方とともに改めて示された。）

（４）平成７年～現在

昭和５７年に示された方法により、全国の地方公共団体で条例、要綱等の制定の

、 、動きが活発化し 臭気指数の測定件数も平成７年までに１万件を超える状況となり

これらのデータを基に法改正が行われ、臭気指数規制が導入された。

昭和４６年に法が制定されて以来、機器分析法による規制を行ってきているが、

国民の日常生活に伴う苦情の割合が増加傾向にあり、これへの適切な対応が課題で

あったこと、嗅覚測定法が長年の研究により確立されたこと等により、平成７年４

月２１日付けで公布された改正法（平成７年法律第７１号）において、臭気指数に

よる規制が新たに導入された。改正前の法では、悪臭の原因となる特定の物質に着

目した排出規制を唯一の規制手法とし、これを中心とした法体系をとっていたのに

対し、改正後の法では、これに加えて臭気指数による規制がその手法として位置づ

けられた。

臭気指数に係る規制基準は特定悪臭物質と同様に悪臭原因物の排出形態に応じ、

敷地境界線・排出口・排出水の３種の規制基準を定めることができるとしており、

法改正時には敷地境界における規制基準しか定められていなかったが、平成１１年

３月１２日付けで排出口における規制基準の設定方法等が定められた。残る排出水

における規制基準の設定方法については、平成１２年６月１５日に公布された「悪

」 、 、臭防止法施行規則の一部を改正する総理府令 によって定められ この改正により

臭気指数規制に係るすべての規制基準が定められた。

また、事業場の事故時の措置の強化と臭気指数等の測定の業務に従事する者（臭

気判定士免状を有する者）に関する制度の法律への規定を内容とする「悪臭防止法

」 （ ）の一部を改正する法律 が平成１２年５月１７日に公布 平成１２年法律第６５号

され、平成１３年４月１日に施行されることによって、臭気指数測定に係る体制も

整備された。

平成１２年４月には、悪臭防止法施行令第２条が改正され、従来中核市の長まで

の事務となっていた規制地域の指定、規制基準の設定等の事務が特例市の長にまで

拡大され、また、地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律によ

り、これまで都道府県知事への機関委任事務とされていた改善命令や立入検査等の

業務が市町村長の自治事務となった。なお、平成１２年５月１７日に公布された法

の一部改正に伴い、以前に発出されていた臭気指数規制に関する大気保全局長通知

は廃止された。
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２－２ 臭気指数規制導入地方公共団体の現状

法に基づく臭気指数規制は、これまで茨城県下館市、北海道札幌市、三重県尾鷲市

の３市と静岡県の３町の６地域で導入されている。その指定状況を表－１に示す。

表－１ 法に基づく臭気指数に係る規制地域の指定状況

臭気指数に係る規制 臭気指数の

地方公共団体名 地域の指定年月日 規制基準 規制地域

( )（施行年月日） 敷地境界線

茨城県下館市 平成８年３月２１日 １２ 市街化区域

(平成８年４月１日)

北海道札幌市 平成１０年５月２５日 １０ 都市計画区域全域

(平成１０年７月１日)

A (A )三重県尾鷲市 平成１０年７月１０日 区域 １５ 従来の規制地域 区域

B (B )(平成１０年８月１日) 区域 ２１ 新設の規制地域 区域

静岡県御前崎町 平成１２年９月２９日

金谷町 (平成１３年４月１日) １８ 町全域

菊川町
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３ 法の基本構成

法の体系は図－１に示すとおりである。本章では、法の基本構成について概説する。

３－１ 規制方式

、 、本法によって規制されるのは 事業場における事業活動に伴って発生する悪臭であり
※ ４

具体的には次のいずれかの規制基準によって規制される。

「特定悪臭物質濃度 （法第２条第１項）」
又 は

「臭気指数 （法第２条第２項）」

臭気指数とは、平成７年環境庁告示第６３号「臭気指数及び臭気排出強度の算定の

方法 （以下「嗅覚測定法」という ）により、あらかじめ嗅覚が正常であることの検」 。

査（以下「嗅覚検査」という ）に合格した被検者（以下「パネル」という ）が臭気。 。

を感じなくなるまで試料を無臭空気で希釈したときの希釈倍率（臭気濃度）を求め、

その常用対数値に１０を乗じた数値である。

臭気指数＝１０×Ｌｏｇ（臭気濃度）

この方法は、においそのものを人の嗅覚で測定するため、周辺住民の悪臭に対する

被害感（感覚）と一致しやすい面で優れている。

３－２ 規制地域の指定と規制基準の設定

都道府県知事は、関係市町村長の意見を聴取（法第５条）して事業場から発生する

悪臭を防止すべき地域を規制地域に指定（法第３条）する。

規制地域の指定は、規制基準とともに都道府県知事、指定都市の長、中核市の長及

び特例市の長（以下「都道府県知事等」という ）が定めることとされており、規制基。

準は特定悪臭物質の濃度（法第４条第１項）又は臭気指数（法第４条第２項）のいず

れかで設定することとされている。

表－２ ６段階臭気強度表示法

臭気強度 内 容

０ 無臭
１ やっと感知できるにおい（検知閾値濃度）

（ ）２ 何のにおいかがわかる弱いにおい 認知閾値濃度
２ ５ （２と３の中間）（ ． ）
３ 楽に感知できるにおい
３ ５ （３と４の中間）（ ． ）
４ 強いにおい
５ 強烈なにおい

においの強さを表－２のように、６段階に分け０から５までの数値で表示したもの

を６段階臭気強度表示法といい、敷地境界線の規制基準の範囲は、この臭気強度の考

え方を基にして定められている。具体的には、規制基準は臭気強度２．５から３．５
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(法2.1)(令1)

都道府県の公示 (法6)(規則7)

特定悪臭物質

の指定

悪臭防止法 工場・事業場 規制地 規制基 特定悪臭物質規制 報告徴収 改 改 罰

から排出され 臭気指数 域の指 準の設 ｏｒ 善 善

による規制 る悪臭の防止 定 定 臭気指数規制 立入検査 勧 命

(法2.2) 告 令 則

(法3) (法4) (法20)

規制基準の (法8-1) (法8-2) (法25)

範囲の設定 市町村長の意見聴取

(法4)(規則2～4,6) (法5) 悪臭の測定 測定の委託

※臭気測定業務従事者 (法12)

等に委託できる

特定悪臭物質の測 臭気指数の算定 規制地域内 (法11)

定の方法の設定 の方法の設定 事業者の規制 臭気測定業務従事者に (法13)

基準遵守義務 係る試験等

(規則5)告示 (規則1)告示 (法7)

（法14） 事故時の措置

国民の責務 【日常生活に伴う悪臭発生の防止】 ①市町村長への通報義務

②応急措置命令

悪臭が生じる物 (法15) ③命令違反者に対する罰則

悪臭防止対 の焼却の禁止 【野外での多量焼却の禁止】

(法10)

策の推進 水路等における (法16)

悪臭の防止 【水路等管理者の悪臭防止の適切管理】

国及び地方公共 (法17)

団体の責務 【住民への支援等の地方公共団体の責務】

【啓発普及その他の総合施策実施等の国の責務】

：国が行う事務 ：平成12年法改正に係る規定 (注)

１．図にあげた項目以外に、条例との関係等について定めてある。

：都道府県、指定都市、中核市 ：市町村長が行う事務 ２．事務の実施主体は「地方分権の推進を図るための関係法律の整備等に関する法律」

及び特例市の長が行う事務 （平成11年法律第87号）の施行（平成12年４月１日）以降のもの

図－１ 悪臭防止法の体系
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に相当する特定悪臭物質の濃度や臭気指数として、３つの規制基準の基礎となる敷地

境界線における基準値の範囲を定めている。

臭気指数の規制基準には、以下に示す敷地境界線の規制基準（以下「第１号規制基

準」という 、気体排出口の規制基準（以下「第２号規制基準」という ）及び排出水。） 。

（ 「 」 。） （ ）。の規制基準 以下 第３号規制基準 という の３つの規制基準がある 法第４条

この規制基準を概念図で示すと図－２のとおりである。

図－２ 規制基準の種類

（１）第１号規制基準（敷地境界線の規制基準）
※ ５

、 。第１号規制基準は 第２号規制基準及び第３号規制基準の基礎となる基準である

概ねすべての業種の臭気強度と臭気指数の関係を調査した結果を基に悪臭防止法

施行規則（以下「規則」という ）第６条で定められた第１号規制基準の範囲は１。

０～２１とされている。

（２）第２号規制基準（煙突等の気体排出口の規制基準）
※ ６

規則第６条の２で定める算定方法に基づき第１号規制基準を基礎として算定され

る。

法では、都道府県知事等が定める気体排出口における第２号規制基準は、事業場

の第１号規制基準を基に、気体排出口からの臭気の拡散状況を勘案して、気体排出

（ ）口における臭気排出強度 排出ガスの臭気指数及び流量を基礎として算出される値

又は臭気指数の許容限度として定めることとされ、これに基づき、具体的には次の

ような方法で、第２号規制基準が定められる。
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第１号規制基準との関係

、 、第２号規制基準は 気体排出口から拡散した臭気の地表上での最大着地濃度が

第１号規制基準を超えないように定める。

施設の形状を反映した許容限度の算出

気体排出口の高さによって臭気の大気拡散が異なるため、気体排出口の高さが

、 。１５メートル以上の施設と未満の施設とに分けて 次のように設定方法を定めた

① 気体排出口の高さが１５メートル以上の場合

・指標 ：臭気排出強度
・大気拡散式：建物の影響による拡散場の乱れ（ダウンドラフト）

を考慮した大気拡散式

悪臭発生施設は一般的に小規模施設が多く、臭気の拡散に対する建物の影響も
※７

大きいことから、建物の影響などを考慮した算出式を用い、これに建物条件や排

出ガスの流量等をあてはめることにより、気体排出口からの臭気の排出量（臭気

排出強度）を求める。

② 気体排出口の高さが１５メートル未満の場合

・指標 ：臭気指数
・大気拡散式：流量を測定しない簡易な方法

気体排出口の高さの低い施設については、精度の面から見て、流量を測定しな

い簡易な算定方法を用いることも許容されると考えられ、また、小規模な施設に

ついてまで流量の測定を行うことは実際上困難であることから、流量の測定を行

わず、臭気指数の測定のみで規制する方法とされた。

（３）第３号規制基準（排出水の規制基準）
※８

規則第６条の３で定める算定方法に基づき第１号規制基準を基礎として算定され

る。

① 排出水に係る臭気指数の算定の方法は、環境庁告示「臭気指数及び臭気排出強

度の算定方法」に定める三点比較式フラスコ法とする。

② 排出水に係る臭気指数規制基準は、次のとおり排出水から拡散した臭気の地上

１５ の高さでの最大濃度が、事業場の敷地境界線における規制基準を超えな. m
いよう、排出水の臭気指数の許容限度を定める。

Iw＝Ｌ＋１６
Iw：排出水の臭気指数

（ ）Ｌ：事業場の敷地境界線における規制基準 第１号規制基準
として定められた値
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３－３ 措置・その他

規制地域内に工場その他の事業場を設置する者は規制基準を遵守する義務（法第７

条）があり、次の両方に該当する場合、市町村長は改善勧告（法第８条第１項）を発

動することができる。

（ ） 、この改善勧告に従わない場合は改善命令 法第８条第２項 を発動することができ

命令に違反した者には罰則が科せられる。

規制基準 市町村長が住民
に適合し ＋ の生活環境が損 → 改善勧告 → 改善命令

※ ９ ※９

ていない なわれていると
認める

規制地域内の事業場において事故が発生した場合、事業者には事故の復旧（法第１

）、 （ ） 、 、０条第１項 市町村長への通報 法第１０条第２項 が義務づけられ 市町村長は

引き続く悪臭原因物の排出の防止のための応急措置命令（法第１０条第３項）を行う

ことができることとされた。この命令に違反した者には罰則が科せられる。

住民の生活環境
規制地域 → 市町村長への通 → が損なわれる → 応急措置
内の事故 報及び応急措置 又は損なわれる 命令

・復旧 おそれがある

市町村長が行う改善勧告（法第８条第１項）に必要な測定及び法第１１条の規定に

よる測定を委託する場合は次の者に委託しなければならない（法第１２条 。）

特定悪臭物質の測定 → 計量法に基づく計量証明事業者

・臭気測定業務従事者
臭 気 指 数 の 測 定 → ・臭気測定業務従事者に臭気指数の

測定業務を行わせる法人

また 本法においては 悪臭の防止についての国民及び国・地方公共団体の責務 法、 、 （

第１４条、法第１７条）の他、悪臭が生ずる物の焼却の禁止（法第１５条 、水路等）

における悪臭の防止（法第１６条）等の規制措置以外の悪臭防止対策の推進について

も規定されている。これらの規定に違反した場合の行政処分、罰則の適用等はない。

各地方公共団体は、法第１７条の規定に基づき、より快適なにおい環境の実現に向

けて積極的な住民啓発等を進めることが望まれる。
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４ 臭気指数規制の必要性

４－１ 悪臭苦情の現状

悪臭に係る苦情件数はここ数年は増加傾向にあり、平成１１年度は前年度に比べて

１，３６０ 件(６．８％)減少したものの１８，７３２件であり、数年前までに比べ

依然として相当に多い状況にある（図－３ 。これは、前年度大幅に増加した野外焼）

却に係る苦情が未だ増加していること等が要因と考えられる。

また、図－４に平成元、６及び１１年度の業種別苦情割合を示したが、これによれ

ば、最近の苦情の傾向は、物質濃度規制では対応が難しいとされる飲食店などサービ

ス業からのものが増加している。

苦情等の状況の詳細は、参考資料「２ 平成１１年度悪臭防止法施行状況調査」で

示す。

資料：環境庁「平成１１年度悪臭防止法施行状況調査」

図－３ 苦情件数の推移

資料：環境庁「平成１１年度悪臭防止法施行状況調査」

図－４ 業種別苦情割合の推移
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４－２ 臭気の測定法

臭気を測定する方法として、人間の嗅覚を用いてにおいを総体として把握する嗅覚

（ ）測定法とアンモニアや硫化水素といった悪臭の原因となる個々の物質 特定悪臭物質

を機器で測定する機器分析法がある。

これらの測定法の長所・短所をみてみると表－３のとおりである。

各測定法は、各々長所・短所をもっているが、においはほとんどの場合、様々な物

質が混合した複合臭として存在していることから、生活環境に影響を及ぼす悪臭の程

度を的確に表す手法として、欧米では嗅覚測定法が主流となっている。

わが国で採用された嗅覚測定法（三点比較式臭袋法）は、機器分析法や他の嗅覚測

定法と比べ、高価な機器を必要としない等の利点がある。

機器分析法による規制は特定悪臭物質を指定して行っているが、全ての悪臭物質を

指定するのは困難であり、未規制物質については対応できない。また、複数の物質が

混合した複合臭への対応が難しい。このため、法で臭気指数規制が制定される以前か

ら嗅覚測定法を条例等で採用する地方公共団体が多くあるなど、我が国においても嗅

覚測定法が多く採用されている。

表－３ 測定法の長所・短所

嗅覚測定法 機器分析法

長 所 ・数十万種あるといわれるにおい物 ・精度を確保するのが原理的に容易

質に対応できる。 である。

・法則性のない複合臭の相乗・相殺 ・ガスクロマトグラフ質量分析計を

作用についても評価ができる。 用いればある程度主要成分の定性

・嗅覚を用いているということで、 分析も可能である。

結果の数値にイメージがわきやす ・物質によっては連続測定が可能で

い。 ある。

・人の嗅覚に対応するだけの検出下 ・多数の検体を短時間で測定できる。

限が得られる。 ・物質の種類毎の濃度が定量できる。

・設備費が安価である。

短 所 ・標準となるにおいがなく、精度管 ・単一物質以外の場合には、感覚量

理に技術を要する。 との相関関係が得られない。

・主要成分の寄与率の推測には不向 ・あるにおいを構成する未知のにお

きである。 い物質をすべて定性・定量するの

・連続測定ができない。 は不可能な場合が多い。

・試験実施者（オペレーター）の知 ・物質によっては人の閾値に比べて

識や経験が必要である。 測定下限が高く、測定自体が困難

である。

・設備費が高価である。
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４－３ 業種別事業場分類調査

地方公共団体において臭気指数規制の導入を検討する場合、各種調査を実施してい

る。このうち宮城県においては、平成１０年度に法の指定地域に所在する事業場を業

種毎に分類調査したので、この結果を以下に示す。

宮城県における法の指定地域である９市２町（仙台市を除く）に立地する事業場を

業種別に分類し 「平成７年９月１３日付け環大企第２８６号環境庁大気保全局長通、

知（平成１２年１１月１７日付け環大企第３３７号で廃止 」で示された別表１に基）

づき、物質濃度規制では十分な規制効果が見込まれない業種に該当する事業場を分類

集計した。この結果を表－４、図－５に示す。

この結果によれば、物質濃度規制では十分な規制効果が見込まれない業種に該当す

る事業場数は、３５,９６７件と総事業場数（３９，０４６施設）の９２％を占めて

いた。

また、これら事業場をすべて住宅地図上にプロットした分布状況は、調査を行った

すべての市町について、物質濃度規制では対応が困難であるとされる事業場が全体的

に立地している状況にあり、物質濃度規制で対応可能な事業場は、その中に点在する

形となった。

このことから、規制地域の指定にあたって、２つの規制方式を用いて実情に応じて

区域毎に区分し、細かく指定することは困難であることが判明した。また、調査した

事業場の立地地域のほとんどが、物質濃度規制による規制地域よりも臭気指数による

規制地域として相当の比率をもった区域であることが明らかとなった。

表－４ 物質濃度規制で十分な規制効果が見込まれない業種分類件数

「 」資料：宮城県 平成１０年度発生源分布調査結果

物質濃度規制では十分な規制効
果が見込まれない業種の件数業種・施設区分 調査対象事業場件数
（全事業場に対する割合）

畜産農業 １６０ ５（ ３％）

飼料・肥料製造業 ２９ ２３（７９％）

食料品製造工場 １，２１１ １，１７６（９７％）

化学工場 １０５ ４９（４７％）

その他の製造工場 ２，６９０ ７４０（２８％）

サービス業・その他 ３４，８５１ ３３，９７４（９７％）

合 計 ３９，０４６ ３５，９６７（９２％）
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図－５ 物質濃度規制対応可否事業場の割合

４－４ 悪臭発生事業場実態調査結果

環境省では、平成１０～１１年度において４県市の悪臭発生事業場の敷地境界線及

び臭気発生源における試料を採取し、臭気指数と特定悪臭物質濃度を測定する実態調

査を実施した（調査結果は、参考資料「６ 実態調査（臭気測定）結果」に示す 。）

、 （ 「 」調査した結果から 物質濃度及び臭気指数を各々臭気強度に換算 以下 換算臭気強度
※１０

という ）した結果を表－５に示す。ただし、本データは、平成１０～１１年度に実。

施した臭気指数規制ガイドライン策定事業実態調査から事業場の敷地境界線で臭気指

数が１０以上を示したデータを使用した。臭気指数からの換算臭気強度は、昭和５８

年～平成４年までの全国データを基に求めた回帰式（平成６年度悪臭防止対策検討調

査報告書）により、物質濃度からの換算臭気強度は「悪臭防止行政ガイドブック（平

成８年環境庁 」による換算式から算出した。）

この結果から、調査対象事業場を６つの業種に分類し、各事業場毎に臭気指数の換

算臭気強度と物質濃度の換算臭気強度の最大値を比較して図－６に示す。これによれ

ば、畜産農業の１事業場（Ｂ県のＢ養鶏場）以外どの業種も臭気指数が上回るか、あ

るいは同値を示す結果となった。

また、平成７年９月１３日付け環大企第２８６号環境庁大気保全局長通知において

物質濃度規制で十分規制効果が見込まれるとされていた鋳物工場、ここではＣ県Ｄ鋳

物工場をサンプルとして、換算した臭気強度の結果を図－７に示す。これによれば、

アルデヒド系の４物質は物質濃度として検出されているものの、換算臭気強度は各々

「２」程度で、最大でもアセトアルデヒドの「２．３」である。一方臭気指数からの

換算臭気強度は「４」を示し、この結果、換算臭気強度では、臭気指数からの方が特

定悪臭物質濃度からの換算臭気強度をより大きく上回っていることが分かる。

このように、臭気指数が人の嗅覚による感度すなわち、臭気強度としては、高い値

で捉えることができることを示しており、感覚公害である悪臭の指標としては物質濃

度よりも臭気指数が優れていることが示された。

物質濃度規制で
対応可能な
事業場
8%

物質濃度規制
では

十分な効果が
見込まれない
事業場
92%
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表－５ 実態調査での換算臭気強度

物 質 濃 度 の 換 算 臭 気 強 度実 臭気指

ア ン モ メ チ ル 硫 化 水 硫 化 メ 二 硫 化 ト リ メ ア セ ト プ ロ ピ ノ ル マ イ ソ ブ ノ ル マ イ ソ バ イ ソ ブ 酢 酸 エ メ チ ル ト ル エ ス チ レ キ シ レ プ ロ ピ ノ ル マ ノ ル マ イ ソ 吉施 数の換
ニア メル 素 チ ル メチ チル アル オン ルブ チル ルバ レル タ ノ チル イソ ン ン ン オン ル酪 ル 吉 草酸事業場業種 カプ ル アミ デヒ アル チル アル レル アル － ブチ 酸 酸 草

タン ン ド デヒド アルデヒ デヒド アルデヒ デヒド ル ルケトン 酸自 算臭気
ド ド

強度治

体

Ｂ養鶏場 － － － － － － －3.3 1.6 2.12.4

2.5 2.5Ｆ養豚場 － － － － －3.2 2.0 1.9 2.4

4.3 1.2 2.1 1.9 2.1 2.3Ａ Ｈ飼料肥料工場 － － － － 2.4

2.8Ｉ化製場 － － － － － －3.0 1.8 1.1 2.4
県

Ｊｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ工場 － － － － － － － － －3.4 2.1

3.3 1.4 1.6Ｋ塗装業 － － －1.7

Ａ養鶏場 － － － － － － － － － － － － －2.9 1.9 1.1 2.2

2.9 3.2 1.3 2.1 1.9Ｂ養鶏場 － － － － － － － － － － － 3.3
－ － － － － － － － － － － － －2.6 2.3 1.1 2.6

Ｂ Ｃ養豚場 － － － － － － － － － － － － －2.8 1.2 1.4 2.2
－ － － － － － － － － － － － －2.8 1.2 1.5 2.8

Ｄ下水処理場 － － － － － － － － － － －5.0 1.2 1.4 2.0 1.92.8
県

－ － － － － － － － － － － －3.7 1.2 1.6 1.4 1.8

Ｅ印刷・塗装業 － － － － － － － － － － － － － － － － －2.7 1.3 1.0 2.1

Ｆ鋳造業 － － － － － － － － － － － － － － － － －3.3 2.2
－ － － － － － － － － － － － － － －2.7 1.5 1.72.2

Ａ塗装業 － － － － － － － － － －2.4 1.3 1.5
Ｃ

Ｄ鋳物工場 － － － － － － － －4.0 1..4 1.2 2.12.3
県
Ｆ菓子工場 － － － － － － － － － － － － － －2.9 1.51.8

Ａ自動車部品製造業 － － － － － － － － －3.1 1.3

Ｂ鋳物工場 － － － － － － －4.4
Ｄ

Ｄ樹脂含浸化学工場 － － － － － －2.6
市

5.0 2.0 2.6 1.8 2.5Ｅ養鶏場 － － － － －3.9

Ｆ塗装業 － － － － － － － － － － －2.0 1.3

資料：環境庁「平成１０～１１年度ガイドライン策定実態調査結果」（注）換算結果で５以上の値は「５０ 、１未満の値は「－」で示した。. 」
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※ 物質濃度は、各事業場毎の換算臭気強度の最大値

図－６ 各業種における臭気指数及び物質濃度の換算臭気強度

図－７ 鋳物工場における臭気指数及び物質濃度の換算臭気強度
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４－５ 臭気指数規制の優位性

これらの調査結果から、臭気指数規制の主な優位性を整理すると、次のとおりであ

る。

（１）においはほとんどの場合、様々な物質（低濃度多成分）が混合した複合臭と

して存在しており、このようなにおいの指標として適切であること。

（２）機器分析法と比べ高価な機器を必要としないこと。

（３）機器分析法による規制は、特定悪臭物質を指定して行っているが、すべての

悪臭物質を指定するのは困難であり、物質濃度規制では未規制物質については

対応できないこと。

（４）嗅覚測定法は、においそのものを人の嗅覚で測定するため、周辺住民の悪臭

に対する被害感（感覚）と一致しやすいこと。

（５）最近の悪臭苦情件数は、飲食店などのサービス業の割合が多く、複合臭への

対応が必要なこと。

（６）物質濃度規制では十分な規制効果が認められない業種が、立地する事業場の

９割以上を占めるとの実態調査結果もあり、物質濃度規制では対処できにくく

なっていること。

（７）実測データに基づく物質濃度と臭気指数から換算臭気強度を算出すると、ほ

とんどの場合、臭気指数の換算臭気強度の方が大きい結果となった。また、今

まで物質濃度で十分対応ができるとされた業種についても臭気指数換算強度が

上回った。このことから臭気指数は、人間の嗅覚に近く、苦情により良く合致

する指標であること。

このように臭気指数規制には、物質濃度規制と比較した場合には種々の優位性が

あり、また、実際の苦情形態からも臭気指数規制の必要性が高まっている。

また、アメリカ（セントメータ法やASTM注射器法）やフランス、オランダ（オル

ファクトメータ法）で嗅覚を用いた規制手法が採用されており、世界的には嗅覚測

定法が主流となっている。
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５ 臭気指数規制の導入方法

５－１ 臭気指数規制導入フロー

市町村の苦情調査の結果、悪臭の発生原因が究明され、それにより地域の生活環境が

損なわれていると認められる場合、改善対策を指示・指導して一刻も早い解決を目指す

必要がある。その対応についての例を図－８に示す。

本図では、苦情に対して対応すべき事項を示し、臭気指数規制の導入を検討するまで

のプロセスを例示した。

苦 情 受 付

将来的に苦情発生が指定都市・中核市・特例市 調 査

予想される地域を除く市町村長が対象

規制地域

指定済 未指定

臭気指数規制 物質濃度規制 必要に応じて

指導、当事者間での

話し合い等の実施

測 定 測 定

基準判定 基準判定

解 決 未解決

適 合 不適合 適 合 不適合

注 意

注 意未改善

改善勧告

未改善改善命令

告 発

解 決

解 決 未解決 解 決 未解決

規制基準設定の再検討 規制基準設定の再検討

（Ⅰ） （Ⅱ） （Ⅲ）

臭気指数規制導入の検討知事への要望

図－８ 苦情対応と臭気指数規制導入の検討までのプロセス
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臭気指数規制を導入する主な場合としては、次のⅠ～Ⅲが挙げられる。

Ⅰ 物質濃度規制を実施しており、測定値が規制基準内であるにもかかわらず、

その苦情が解決しない場合

Ⅱ 未規制地域で苦情が発生し、その苦情が解決しない場合

Ⅲ 将来的に苦情が発生すると予想される地域が存在する場合

図－８のプロセスによって、臭気指数規制導入を検討し、物質濃度規制から臭気指

数規制へ規制方式を変更する場合（ケース１として後述する）や新たに臭気指数規制

を導入する場合（ケース２として後述する）には、調査、手続き等が必要である。そ

こで、導入時の手順（指定都市、中核市及び特例市長の場合は一部該当せず）につい

てのフローを図－９に示す。

臭気指数規制導入の検討

事前調査（市町村に対する導入意向調査 （ 参照）） 5-2-1

導入予定市町村へのヒアリング（ 参照）5-2-2

実態調査（ 参照）5-3

現状把握調査（ 参照）5-3-1
臭気測定調査（ 参照）5-3-2

規制地域の指定（ 参照）5-4-1
市町村長の意見

規制基準の設定（ 参照）5-4-2

公 示 （ 参照）5-4-3

図－９ 臭気指数規制導入時の手順フロー
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５－２ 市町村に対する事前調査及びヒアリング

５－２－１ 事前調査（市町村に対する導入意向調査）

都道府県知事（ここでは、指定都市、中核市及び特例市長は除く）が臭気指数規制

の導入を行う場合は、事前に該当市町村の意向等を調査することが必要である。この

方法としては、アンケートによる方法が一般的であるが、市町村の意向等が把握可能

であれば他の方法で代用しても構わない。

、 、アンケートでは 以下に示すような内容で市町村の臭気指数規制の導入希望の有無

悪臭苦情の有無等について調査し、導入が望ましい市町村を選定する。

① 規制の導入について

導入の時期、対象とする地域、規制基準設定の考え方等

② 規制実施の問題点について

体制の整備、測定技術の修得、事業者に対する指導等

③ 国や都道府県に対する要望

なお、平成１１年度に環境庁において都道府県、指定都市、中核市に対して実施し

た「悪臭防止法に基づく臭気指数規制等に関する自治体アンケート調査」に各地方公

、 （ 、共団体の法に基づく臭気指数規制の導入予定 問題点等が示されている 調査結果は

参考資料「５ 臭気指数規制導入に関する実態調査」に示す 。）

５－２－２ 導入予定市町村へのヒアリング

アンケート調査で規制導入の意思を示した市町村へのヒアリングは、以下に示す目

的のため実施する。

個別ヒアリングによる意思確認

① 臭気指数規制導入における必要性の確認

② 臭気指数規制のメリット・デメリットの説明

③ 市町村における臭気指数規制導入に係る合意形成（関係各課

等との意見調整）の確認

意向調査で選定された市町村については、実態調査を行う前に、ヒアリングを実施

することが望ましい。ヒアリングは、アンケートの内容の確認に加え、物質濃度規制

との違い（ ４－２ 臭気の測定法」で示す）や、臭気指数導入後の対応（ ６ 臭気「 「

指数規制導入後の対策」に示す）等など、臭気指数規制の詳細説明が必要である。こ

れは、誤解や不十分な理解によって臭気指数規制導入の中止等を未然に避けるためで

ある。

また、対象市町村内での関係他部署（商工、農林等）と導入することについて合意

を図るための意見調整の状況を確認することが望ましい。
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５－３ 実態調査

５－３－１ 現状把握調査

現状把握調査は、以下に示す目的のため実施する。

導入予定地域の関係情報の把握

① 気象・地理等自然環境概況調査

② 社会・歴史・土地利用等地域の特殊性調査

③ 悪臭苦情の現状調査

④ 臭気指数規制を導入した場合の地域的問題点の調査

導入の意向を確認し、予定する市町村が決定したら、地域の地理的状況や、土地利

用状況などを把握しておくことが望ましい。これは、その後の臭気測定調査や臭気指

数規制地域・規制基準を検討する時の参考資料となる。具体的には、以下のとおりで

ある。ただし、地域特性や特異的な事業場について等必要な事項について調査を実施

、 、するものとし 本ガイドラインに掲載する実態調査結果等参考となるデータがあれば

これに代えてもよい。

各地域の現状把握調査（必要な事項について実施）

① 悪臭発生工場・事業場と住居との位置関係の把握

適切な規制のための調査。

・都市計画地域(市街化区域においては用途地域)、農業振興地域等区分状況

・工場、事業場立地状況

・住宅、学校、病院設置状況

・住居の密集する地域、工場と住居が隣接する地域等の状況

② 悪臭問題の現状把握

悪臭問題の現状を適切に把握し、対策を講じる基礎資料であり、悪臭が周辺

地域に与える影響を把握するための調査。

・山間盆地、平野部等地形条件

・風向、風速、気温、逆転層発生等気象状況

・主要工場、事業場からの悪臭物質排出状況

・悪臭苦情事業場分布

・苦情事業場の業種（臭気指数規制の適否）

③ 物質濃度規制と臭気指数規制との相関関係を求める調査

物質濃度規制では適切な指導が困難である場合の説明資料となるべき調査。

・２２物質以外の未規制物質を排出する事業所分布
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④ その他参考となる調査

・各地域における発展の形態

・強い臭気を発生する事業場や高い排出口を持つ事業場分布

・その他地域指定に必要な事項

５－３－２ 臭気測定調査

臭気測定調査は、以下に示す目的のため実施する。

① 発生源周辺地域と一般環境における臭気指数の把握(バックグラウンドの

設定)。

② 苦情発生事業場における臭気指数の把握（規制基準の目安 。）

区域内の関係事業場からの悪臭につき想定される臭気強度と臭気指数との関係につ

いては、表－６を参考とし、操業状態が同業種の他の事業場と著しく異なると考えら

れる事業場や表－６のいずれにも該当しない事業場については臭気測定調査を行う

等、所要の補完的な調査を行ってこれを求める。

また、測定地点は、次のような基準で選定する。

① 苦情発生事業場

現に苦情が発生している事業場については、規制基準を定める場合、測定

が必要である。

② 苦情発生事業場以外の同業種の事業場

苦情発生事業場との発生臭気指数値の差異を把握することにより苦情のボ

ーダーラインを把握する。

③ 悪臭を発生しやすい業種の事業場

苦情は発生していないものの、苦情発生事業場になる可能性のある業種、

ばい煙発生施設を持つ大規模事業場、その他の事業場等。

④ 事業場から離れた地域

一般環境測定の主な目的は、その地域におけるバックグラウンドの把握で

あり、悪臭に対する順応状況を調査する等の目的がない限りは、省略して差

し支えない。

これらの調査結果を都市計画区域等の区域別にプロットして分布図を作成すること

により、規制地域指定や規制基準設定のデータとしても利用することが可能となる。

臭気測定調査は、特異的な業種や操業形態が特殊な事業場等が対象となっている地

域で、規制基準を定める場合は重要な調査となるが、一般的な業種については表－６

のほか、本ガイドラインに掲載する実態調査結果等を参考にしてもよい。
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表－６ 業種別の臭気強度と臭気指数の関係

各臭気強度に対応する臭気指数

業 種
２．５ ３．０ ３．５

畜産農業 養豚業 １２ １５ １８
養牛業 １１ １６ ２０
養鶏場 １１ １４ １７

飼料・肥料 魚腸骨処理場 １３ １５ １８
製造業 獣骨処理場 １３ １５ １７

複合肥料製造工場 １１ １３ １５

食料品 水産食料品製造工場 １３ １５ １８
製造工場 油脂系食料品製造工場 １４ １８ ２１

でんぷん製造工場 １５ １７ １９
調理食料品製造工場 １３ １５ １７
コーヒー製造工場 １５ １８ ２１
その他 １２ １４ １７

化学工場 化学肥料製造工場 １１ １４ １７
無機化学工業製品製造工場 １０ １２ １４
プラスチック工場 １２ １４ １７
石油化学工場 １４ １６ １８
油脂加工品製造工場 １１ １６ ２０
アスファルト製造工場 １２ １６ １９
クラフトパルプ製造工場 １４ １６ １７
その他のパルプ・紙工場 １１ １４ １６
その他 １４ １６ １８

その他の 繊維工場 １１ １６ ２０
製造工場 印刷工場 １２ １３ １５

塗装工場 １４ １６ １９
窯業・土石製品製造工場 １４ １７ ２１
鋳物工場 １１ １４ １６
輸送用機械器具製造工場 １０ １３ １５
その他 １４ １７ ２０

サービス業 廃棄物最終処分場 １４ １７ ２０
・その他 ごみ焼却場 １０ １３ １５

下水処理場 １１ １３ １６
し尿処理場 １２ １４ １７
クリーニング店・洗濯工場 １３ １７ ２１
飲食店 １４ １７ ２１
その他 １３ １５ １８

最大値 １５ １８ ２１

最小値 １０ １２ １４

（注）昭和５８年～平成４年の全国地方公共団体の測定結果から、臭気強度２．０以上

４．０以下のものを使用。

資料：平成８年３月環境庁「悪臭防止行政ガイドブック」業種別悪臭の臭気強度

と臭気指数の関係
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５－４ 規制地域の指定及び規制基準の設定方法

５－４－１ 規制地域の指定

都道府県知事等が規制地域として指定すべき地域は法第３条に「住民の生活環境
※１１ ※１２

を保全するため悪臭を防止する必要があると認める住居が集合している地域
※１３

その他の地域」であることが規定されている。これらの地域における悪臭問題は、
※１４

当事者間の相隣関係に基づく自主的な解決、公害問題として公法上・行政上の規制

を行うことにより公益的な見地から解決する必要があると認められる地域である。

規制地域の指定の範囲は、その地域の住民の生活環境の保全という見地から決定

される。住居の集合している地域や学校等の立地する地域が規制地域として指定さ

れるべきであるが、その際、規制地域としては、その周辺の地域であって、その中

に立地する工場その他の事業場からの悪臭が住居の集合している地域や学校等の存

するその他の地域の住民に不快感を与えるおそれのある地域も当然指定されること

になる。したがって、工業専用地域については、その特殊性に鑑み、原則としては

規制地域として指定しない地域例としてもよいが、当該地域内事業場からの悪臭に

よって当該地域外の規制地域内の住民の生活環境が損なわれていると認められる場

合においては、所要の区域を規制地域として指定するのが適当である。

この指定地域として指定されるべき周辺地域は、その地域の地形、気象などの条

件や悪臭発生源から悪臭が到達する距離などによって定まる。

規制地域指定の方法の具体例は、次の２つのケースのとおりである。

ケース１ 物質濃度規制から臭気指数規制に変更する場合

本ケースは、以下の変更手法がある。

① 物質濃度規制地域の全域を変更
② 物質濃度規制の一部地域を変更

予定する指定地域が生活環境を保全すべき地域であるかどうかを再確認する必

要がある。

物質濃度規制地域に隣接する地域を指定する場合は、両地域の臭気強度を同一

化するなど物質濃度規制地域との調整を図る必要がある。
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ケース２ 新たに臭気指数規制地域を指定する場合

本ケースは、以下の指定手法がある。

① 市町村単位で全域を指定
② 物質濃度規制で対応困難な業種の所在する地域のみを指定
③ 市街化区域（都市計画区域）等特定する地域を指定
④ 工業専用地域等特定する地域以外を指定

予定する指定地域が生活環境を保全すべき地域であることが必要であり、住居

地域及び住居の集合する地域に悪臭が飛散する可能性のある地域を包括した地域

とする必要がある。

また、将来的に生活環境を保全する必要がある地域として認められる場合は、

指定地域に加えるべきである。

特定する地域を指定する場合には、用途区域によって住居系～工業系等の細分

化（表－７参照）も可能であり、苦情のある限られた狭い範囲に地域指定するこ

とも可能である。

工業専用地域等特定の地域を指定しないこととする場合には、規制地域に指定

しなくても問題がないかどうかを十分に検討した上で、規制地域の指定を行うこ

ととする。

第１号規制基準を設定した例は表－８のとおりである。

表－７ 地域の細分化例 表－８ 規制地域の区分例

第一種低層住居専用地域 規 制 地 域

第二種低層住居専用地域 住居・商業系地域

第一種中高層住居専用地域 Ａ市 工業系地域

住居系 第二種中高層住居専用地域 市街化調整区域

市 第一種住居地域 住居系地域

街 第二種住居地域 Ｂ市 商業系地域

化 準住居地域 工業専用地域を除く工業系地域

区 近隣商業地域 市街化区域

域 商業系 商業地域 Ｃ市 市街化調整区域

準工業地域 その他の地域

工業系 工業地域 Ｄ町 市街化区域

工業専用地域 市街化調整区域

市街化調整区域 Ｅ村 全域

（注）各地域は、表－７に示す地域である。農業振興地域

臨港地域等

その他の地域
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５－４－２ 規制基準の設定

規制基準の設定に当たっては、においの強さを０から５までの数値で６段階に分け

て表示した６段階臭気強度表示法を基に、臭気強度２．５から３．５に相当する臭気

指数を敷地境界線における基準の範囲として地域の自然的、社会的条件を考慮して定

めるとされている。

また、臭気指数と臭気強度の関係は、おおむねすべての業種を網羅した調査から表

－６の結果が得られており、臭気指数を用いた規制基準として設定する場合には、こ

の表の関係を参考にして設定することが適当である。

これによれば、同じ臭気強度でありながら、業種によって異なった臭気指数を示し

ているが、これは、においを構成する物質の違いによって広 性（においが遠くま播

で漂う性質）が異なるため、一つの臭気強度の値に対応する臭気指数の値は、業種

ごとの臭気の質の違いを反映して一定の幅を持つことになるためである。

この表では、臭気強度が２．５の臭気指数の最小値は１０であり、臭気強度３．

５の臭気指数の最大値は２１であることが示されており、この結果により、法施行

規則が定める第１号規制基準は１０～２１の範囲で定められている。

また、既に物質濃度規制基準が設定されている地域においては、各地方公共団体

における現在の物質濃度規制基準が、悪臭発生施設の立地状況及び自然的・社会的

条件の違い、地方公共団体毎の悪臭対策の歴史等を踏まえて設定されたものである

ことから、臭気指数に係る規制基準の設定に当たっても同様な考え方を基本として

規制基準を設定することが肝要である。このため、既に定められている特定悪臭物

質の規制基準との整合を図ることにより、ある程度の判断基準を示すことができる

と考えられる。

新たに規制基準を設定する地域に関しては、表－６の業種別悪臭の臭気強度と臭

気指数の関係や「臭気測定調査」によって、当該区域において目標とする臭気強度

に対応する臭気指数の範囲を求め、その中から第１号規制基準を設定する。

規制基準の設定は、図－１０に示した手順を踏まえ物質濃度規制から臭気指数規

『 』 『 』 、制に変更する ケース１ と新たに臭気指数規制を設定する ケース２ に分けて

作業を行うことが望ましい。
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臭気指数規制基準の設定

ケース１ ケース２

物質濃度規制から臭気指数規制に変更 新たに臭気指数規制を設定

濃度規制の臭気強度 （１）目標とする臭気強度の設定

対象事業場が表－６の業種

そのまま適用 変 更

既に実施した実態調査、臭気 該 当 該当しない

測定調査等のデータを検討

既に実施した実態調査、臭気

（１）目標とする臭気強度の設定 測定調査等のデータを検討

（２）パターン及び規制基準（仮）の設定

（３）関係市町村長の意見聴取

規制基準の決定

図－１０ 規制基準設定フローの例

（１）目標とする臭気強度の設定

臭気指数規制は、物質濃度規制と異なり、同一の臭気強度でも臭気指数に幅があ

ることから、臭気指数の規制基準決定に先だって目標とする臭気強度設定作業を行

う。

『ケース１』物質濃度規制地域を臭気指数規制地域に変更

現行の物質濃度で設定されている規制基準が６段階臭気強度のどのレベルに基づ

いているのか確認しておく必要がある。新たに設定する臭気指数規制基準は、物質

濃度規制基準に対応する臭気指数に係る規制基準を当てはめることを原則として考

えるべきであるが、臭気測定調査結果や実態調査結果のデータ等を十分検討して臭

気強度を変更することも可能である。

『ケース２』新たに臭気指数規制地域を指定

周辺の規制地域（臭気指数規制、物質濃度規制に係わらず）において設定されて

いる臭気強度や実態調査結果等のデータを十分に検討して臭気強度を設定する。

また、大規模のばい煙発生施設及び悪臭を含む排水を多量に排出する事業場にあ
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っては、気体排出口においてどの程度の臭気排出強度や臭気指数を示しているか、

あるいは排出水の臭気指数を踏まえて第１号規制基準に反映させることも、規制基

準設定の際の検討事項の１つとなるものである。

（２）パターン及び規制基準の設定

（ ） 、 。１ で決定した臭気強度を基にし 全域若しくは地域毎に臭気指数を設定する

臭気指数を決定するためには、３つのパターンが基本的な考え方で、そのパター

ンに対応する第１号規制基準の例とともに表－９に示す。

ここでは、パターン及び規制基準の設定について一例を示したが、各パターンか

ら規制基準を定める際には、地域特性、表－６、その他の事項を参考として、１０
※１５

～２１までの範囲の中から整数値で定める。

また、規制基準を定める場合には、関係事業者への周知、事業場の技術的な対応

の可能性等への配慮と農林水産、商工、衛生、下水道等関係担当部局と調整を図る

ことが必要である。

表－９ パターンに対応する第１号規制基準の一例

設定臭気強度
パターン 臭気強度に対する規制基準

２．５ ３．０ ３．５

１ 最大値を採用 １５ １８ ２１

２ 最小値を採用 １０ １２ １４

３ 最大値と最小値の中間値を採用 １２ １５ １８

※ 内は臭気指数を示す。

（３）関係市町村長からの意見聴取

都道府県知事は、規制地域の指定及び規制基準を定めようとするときは、当該規

制地域を管轄する市町村長（特別区長を含む ）の意見を聞かなければならない。。

また、都道府県知事等は、必要があると認めるときは、規制区域の周辺地域を管轄

する市町村長の意見を聞くものとする。

関係市町村長の意見を聞いた上で、規制地域及び規制基準を決定する。

５－４－３ 公示

規制地域、規制基準を定めた後、都道府県等の公報に掲載しなければならない。

なお、規制地域の範囲を公示する場合には、行政区画又はそれに準ずるものによっ

て表示するか、または個々の事業場若しくは住居がどの地域に存するかが明らかに

されている図面によって表示することが適当である。

公示する一例を表－１０に示す。
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表－１０ 都道府県知事等の公示の例

○○県告示第○○号

悪臭防止法（昭和４６年法律第９１号 ）第３条の規定に基づく工場その他の事業。

場における事業活動に伴って発生する悪臭原因物（特定悪臭物質を含む気体又は

水その他の悪臭の原因となる気体又は水をいう ）の排出（漏出を含む ）を規制。 。

する地域及び第４条第２項の規定に基づく臭気指数の規制基準を次のように定め

る。

平成○年○月○日

○○県知事 ○○○○

１ 規制地域の範囲

○○町の全域

２ 規制基準

( )悪臭防止法第４条第２項第１号に定める規制基準1
臭気指数 １２

( )悪臭防止法第４条第２項第２号に定める規制基準2
悪臭防止法第４条第２項第１号に定める規制基準を基礎として、悪臭防止法

施行規則（昭和４７年総理府令第３９号）第６条の２に定める方法により算出し

た臭気強度又は臭気指数とする。

( )悪臭防止法第４条第２項第３号に定める規制基準3
悪臭防止法第４条第２項第１号に定める規制基準を基礎として、悪臭防止法

施行規則第６条の３に定める方法により算出した臭気指数とする。

附則

この告示は、平成○年○月○日から施行する。

規制地域の指定が行われ、規制基準が施行されると、その規制地域内の事業場の

設置者は、規制基準の遵守義務を負うことになり、その事業場からの悪臭原因物の

排出（漏出を含む ）が規制基準に適合せず、その不快なにおいにより住民の生活。

環境が損なわれていると認められる場合には、市町村長は改善勧告及び改善命令を

出すことになる。このように、規制地域の指定、規制基準の設定等が行われると、

それがその規制地域内の工場その他の事業場の設置者等の権利・義務に大きく影響

を与えるところから、都道府県知事等が規制地域を指定した場合には、これを広く

一般に周知させるために公表し、これを知ることのできる状態にしておくこととし

たものである。

また、公示をする場合には、施行に向けて市町村職員に対する嗅覚測定法の技術

指導やパンフレット等による住民、事業者への啓発等を行うことも大切である。
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６ 臭気指数規制導入後の対策

６－１ 事業者に対する指導等

６－１－１ 事業者及び関係業界への周知

物質濃度規制は、規制対象物質が明確なため、規制対象となる業種がある程度自

動的に限定されるが、臭気指数規制は、においの種類に関係なくすべての業種から

発生するにおいが対象となる。そのため、導入後は、従前の特定悪臭物質による規

制と比較して対象業種の枠を広げた業界への説明が必要である。

その周知方法としては、次のような方法が考えられる。

① 関係事業場を対象とした説明会の開催

② 各種業界団体への説明

③ 広報紙及びホームページへの掲載

６－１－２ 事業者に対する指導

臭気指数規制の適正かつ円滑な施行のためには、苦情の発生源である事業場に対

する悪臭防止対策の検討、悪臭防止設備の設置又は改善を積極的に推進することが

必要となる。

しかし、悪臭防止設備の整備等に当たって、中小企業の場合には、例えば脱臭装

置を整備しようとしても資金面や技術的能力などの状況により容易に実現できない

場合があると予想される。

特に、小規模事業場は資金面から脱臭装置の設置が難しいなど、対応できない事

情の発生も予想される このため 環境省が作成した業種別悪臭防止マニュアル 小。 、 （

規模事業場編など）に記載されている各種苦情対策事例や悪臭防止技術等を活用す

る等、問題解決にあたることが肝要である。事業場に対する悪臭防止対策を、参考

資料「１０ 事業場における悪臭防止対策 、また、脱臭装置等設置等の場合にお」

いて、融資、助成措置が必要な場合には、参考資料「９ 融資・助成措置」を参考

にされたい。

６－２ 臭気指数測定体制の整備

臭気の測定結果は、市町村が直接実施するか民間測定機関などの第三者に委託して

行うかを問わず、法に基づく改善勧告、改善命令さらには罰則適用にも結びつくもの

である。したがって、これらの測定には厳正性・公平性が確保される必要があること

はいうまでもない。そのためには、市町村職員の技術・知識の向上、育成を図る必要

がある。

測定を市町村が直接実施する場合、パネルの確保等、測定運用体制を総合的に検討

する必要がある。

また、臭気指数を測定するには、周辺環境臭気の影響を受けないような測定施設の

整備を図ること、適切な委託機関を確保することなども重要である。

これら測定体制の整備、測定技術者の研修等の制度内容を紹介する。
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６－２－１ 臭気指数測定体制

臭気指数規制を実施する場合においては、嗅覚測定の体制を確立しなければなら

ない。

（１） が測定する場合地方公共団体

・試験室の整備
・機材の調達
・オペレーターの養成
・パネルの確保
・精度管理、安全管理等

測定を市町村が直接実施し、パネルを第３者に依頼する場合、測定結果等に疑

義が生じないように、パネルについての職務の内容、人数及び任期期間、招集方

法、謝礼金額等をあらかじめ定めておくことが望ましい。また、測定施設の整備

も必要である。一般的に、測定施設は、パネルの控え室、測定室、希釈室（無臭

室）の３つに区分され、空調・換気を十分に図ることが重要である。

大阪府八尾市等３市のパネル設置要領等を参考資料「８ 臭気測定体制等の整

備」に示すので、参考にされたい。

（２）委託測定の場合

・委託先の確保
・精度管理
・委託費の確保等

法において、臭気指数及び臭気排出強度に係る測定については臭気測定業務従

事者 臭気判定士免状を有する者 若しくは臭気指数等に係る測定を行う法人 臭（ ） （

気測定業務従事者に実施させるものに限る ）に委託することができることとさ。

れている。

なお、 試験の実施機関である「社団法人臭気対策研究協会」では、臭気判定士

嗅覚測定法に基づく測定が適切に実施されること等所要の条件が確実に担保され

る測定機関を「臭気測定認定事業所」として登録を行っているほか、臭気判定士

が所属する測定機関や事業所の紹介も行っている。

平成８年に創設された の数は年々増加しており、平成１３年３月臭気判定士

１日現在の臭気判定士免状の取得者は１，６９７名になっている。各都道府

県の交付者数は参考資料「８－２ 臭気判定士免状交付状況」に示す。

６－２－２ 臭気指数測定に係る技術研修

臭気指数規制を施行し、地方公共団体で嗅覚測定法を実施する場合には、嗅覚測

定を行うためのオペレーター等の養成が必要であることは、前項で示したが、オペ

、 。レーターの養成等技術研修を環境省において実施しているので これを以下に示す

環境省では、例年（１ （２）の研修を行っており、ここでは、平成１２年度実績）、

を示す。
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（１）測定技術研修（平成１２年度）

①実施主体

環境省環境管理局大気生活環境室

②研修目的

改正法に基づく臭気指数規制に係る規制事務が円滑に行えるよう、都道府県及び

市町村の担当職員に対して測定技術の研修を実施するもの。

③開催場所

盛岡、東京、広島

④研修内容

ａ．講義：悪臭防止行政及び悪臭防止法等改正のポイントについて

ｂ．講義：嗅覚測定法マニュアル（臭袋法）について

ｃ．実技研修：嗅覚測定法マニュアル（臭袋法）

ｄ．講義：嗅覚測定法マニュアル（フラスコ法）について

ｅ．実技研修：嗅覚測定法マニュアル（フラスコ法）

ｆ．講義：脱臭技術の概要

⑤実施時期

平成１２年１１月～平成１３年１月（１会場２日間）

（２）臭気分析研修（平成１２年度）

①実施主体

環境省環境研修センター

②研修目的

臭気分析測定の実施業務担当者として必要な専門的知識及び技術等を習得するこ

とを目的とする。

③研修対象者

国及び地方公共団体において環境分析に係る業務を担当している職員で、その

経験が概ね２年以上の者

④研修内容

嗅覚測定法について取り上げ、オペレーターとして必要とされる技法の習得に重

点をおいて実施する。

⑤実施時期

平成１３年２月１９～２３日（５日間）

（３）地方 の試験研究機関における研修公共団体

地方公共団体の試験・研究機関においては、臭気対策の推進を主目的として、臭

気指数測定技術者の技術の向上・育成のため、定期的または随時に研修を実施して

いる。
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７ 臭気指数規制の導入参考事例

現在までに法に基づく臭気指数規制を導入している地方公共団体は 「２－２ 臭気、

指数規制導入地方公共団体の現状」で示したが、このうち静岡県、三重県、札幌市の規

制導入時における取り組みを臭気指数規制導入に際しての参考事例として、次に示す。

なお、この３地方公共団体の取り組みの詳細は参考資料「７ 臭気指数規制導入地方

公共団体の取り組み」に掲載する。

７－１ 静岡県における導入フロー

静岡県における臭気指数導入に至るまでの作業手順を図－１１に示す。

臭気指数規制による効果調査

☆臭気指数規制と物質濃度規制の比較調査

・県内の主な１０の悪臭発生業種について調査

市町村への導入意向調査

☆導入を希望する市町村を確認

・アンケート調査による意向確認

１２市町で導入希望有り

導入希望市町の最終確認調査

☆個別ヒアリングによる意志確認

・臭気指数規制導入における必要性の確認

・臭気指数規制のメリット・デメリットの説明

・臭気指数規制導入における市町内の上層部及び関係他部署との意見調整

の確認

３町での導入を決定

・町内に継続的な悪臭発生事業場が存在し、改善

が見られない。

・現行の物質濃度規制では規制基準以下で、法的

行政対応が難しい

事前調査

☆実態把握調査のための事前情報等の収集

・気象、地理等自然環境概況調査

・社会、歴史、土地利用等地域の特殊性調査

・悪臭苦情の現状調査

・臭気指数規制を導入した場合の問題点調査

実態把握調査

☆規制地域及び規制基準を決めるための調査

・現地詳細調査

・臭気指数測定
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規制地域の指定

☆臭気指数規制地域及び規制基準案の作成

・物質濃度規制地域及び規制基準との調整

３町との事前調整

（ ）３町長の意見聴取 法第５条に基づき文書により照会

・関係他部署への説明

・町議会等への説明

文書により回答を得る

規制基準の決定

公 示

・県公報による告示

県環境審議会への報告

臭気指数導入３町指導

静岡県「臭気指数導入作業手順について」出典：

図－１１ 臭気指数規制導入フロー図

７－２ 三重県における導入スケジュール

三重県において、臭気指数規制を導入した際の一連のスケジュールを表－１１に示

す。
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表－１１ 臭気指数規制基準等設定スケジュ－ル

平成８年度 ９年度 １０年度
備 考

6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8区 分 月

１ 悪臭苦情状況調査 ○ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

平 ２ 市町村意向調査 │ │ ○ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │
成
８ ３ 臭気測定調査等 │ │ │□│ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │
年
度 ４ 結果取りまとめ・報告 │ │ │ │ │ │□│ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

５ 環境庁・市町村協議 │ │ │ │ │ │ │ │ │○│ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

１ 市町村協議 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ ○ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

２ 市町村導入意向調査 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ ○ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

３ 区域設定詳細調査 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ □ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │
平

( ) 対象事業場選定 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ △ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │1

成 ( ) 臭気測定調査等 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │□│ │ │ │ │ │ │ │ │ │2

( ) 結果取りまとめ・報告 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │□│ │ │ │ │ │ │ │ │3
９

４ 県環境審議会 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │

年 ( ) 諮問・部会検討 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │諮問●│◎│◎│◎│ │ │ │ │1

( ) 答申 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │答申◎ │ │ │ │2
度

５ 市町村説明会 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ ○│ │ │ │

６ 意向聴取（法第５条） │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │○│ │ │

７ 規制地域・基準の告示 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │○│ ７月１０日

８ 施行 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ ○ ８月１日

９ 啓発事業 │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ │ ７月～

注) 表中○、△、□は実施主体 ○：県 □：委託業者 △：県及び委託業者 出典： 三重県作成資料（平成１０年度 」「 ）
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７－３ 札幌市における関係部局との調整

札幌市が臭気指数規制を導入する際に、実施した関係部局との調整の概要を表－

１２に示す。

表－１２ 札幌市における庁内関係部局間との調整の概要

協議部局 対象施設 協議事項 協議結果

環境局 埋め立て 規制区域拡大による 了承

清掃部 処分場等 規制の適用

経済局 農場 臭気指数規制導入に 従前は有効な規制手段がな

農務部 畜舎等 よる規制強化と規制 いため、管理運営方法等の

区域拡大について 指導が困難であった。導入

後，基準を超過する場合は

管理運営方法等について改

善指導の根拠とする。

下水道局 下水処理場 同上 了承

施設部 コンポスト工場

都市局 違法建築 規制区域拡大による 協力して両面から指導を行

地域計画部 調整区域の違法建築 う。

への対応について

規制導入直後に、環境庁・北海道・隣接市・その他関係部局に

その他 通知。

広報誌等により事業者及び市民への周知を図るとともに過去に

悪臭苦情を発生させた事業者を対象に講習会を実施した。

平成10年4月札幌市「悪臭防止法に基づく規制地域と基準値について（方針 」出典： ）
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８ 臭気指数規制導入のためのＱ&Ａ

（１）法の規制について

Ｑ１ 不快なにおいにより生活環境が損なわれている又は損なわれるおそれがあると

はどのように判断するのか。

Ａ： 不快なにおいにより生活環境が損なわれていること」とは、苦情の有無、においの「

程度により判断する。

「不快なにおいにより生活環境が損なわれるおそれがあること」とは、事業場から発

生する臭気の程度、事業場の操業状態及び住居との位置関係などを総合的に判断するこ

とが望ましい。

Ｑ２ 法における規制は、物質濃度規制と臭気指数規制の両者を併用できないのか。

Ａ：法第４条に示されるように二者択一的な規制方式となっているため、同一地域には重

複した規制はできない。

Ｑ３ 規制地域を指定する場合「一定の広がりをもった区域の指定」等を定めていた

環境庁大気保全局長通知（平成７年９月１３日付け環大企第２８６号）はどう取

扱うのか。

Ａ：平成１２年の改正法の施行により従来当省より発出していた臭気指数規制に関する通

知（平成７年９月１３日付け環大企第２８６号及び平成１１年５月２６日付け環大企第

１４７号）は廃止（平成１２年１１月１７日付け環大企第３３７号環境庁大気保全局長

通知）したことから、規制地域の指定等は、地域の実情に応じた各地方公共団体の判断

により対応することが可能である。なお、廃止したもの以外の、これまでに発出した通

知は、原則としてすべて技術的な助言として取り扱う旨整理されている。

Ｑ４ 事業場は市内各所に分散しており、ほとんどの場合において物質濃度規制で十

分な規制効果が見込まれるとされている業種と物質濃度規制で効果が見込まれな

いもの、いわゆる臭気指数規制が望ましい業種が混在していることから、規制地

域を指定することが難しい。これについてどう整理するのか。

Ａ：物質濃度規制での効果の有無に関わらず、臭気指数規制では効果があるとされている

ため、業種が混在する地域については臭気指数規制地域とすることによって解消するこ

とが望ましい。
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なお、物質濃度規制でも十分な規制が可能とされる業種が立地する地域が明確に区分

される場合には、物質濃度規制地域を区分して指定することも可能である。

（２）臭気指数規制の導入について

Ｑ５ 法第４条第２項では 「物質濃度規制の規定にかかわらず、都道府県知事は規、

制地域のうち、その自然的、社会的条件から判断して同項の規定による規制基準

によっては生活環境を保全することが十分でないと認められる区域があるとき

は、その区域における悪臭原因物の排出については、物質濃度による規制基準に

代えて、臭気指数基準を定めることができる」としているが、物質濃度による規

制の後に、臭気指数による規制を定めなければならないのか。

、 、Ａ：法の趣旨は第１項及び第２項に優先順位を付けたものではないと解され したがって

臭気指数規制でなければ対応できない地域については当初から、臭気指数規制を導入す

ることは差し支えない。

Ｑ６ 同じ臭気強度において臭気指数に業種間で幅があるが、どの数値を採用すべき

か。

Ａ：例えば、臭気強度２．５を設定した場合、これに対応する臭気指数は、業種ごとに１

０～１５が示されており、最大値１５と最小値１０では臭気指数に幅がある。

このような幅の中で、どの数値を採用するのかは苦情対象事業場や地域に所在する業

種等に応じ、都道府県知事等が地域の実情に合致した規制基準を定めることが必要であ

る。

Ｑ７ 規制地域・規制基準を設定する際に、実態調査を行う意味とは。

Ａ：実態調査における臭気測定の目的は、規制基準を超過する恐れのある事業場、業種の

（ ） 。リストアップ及び一般環境の臭気状況 バックグラウンド臭気 の把握等が考えられる

これらの測定により対象地域における臭気状況を把握し、適切な規制地域及び規制基準

を定めることができる。

Ｑ８ 現在の物質濃度規制は実施から３０年近くが経過しており、ある程度定着して

いると考えられるため、臭気指数規制のみで規制することは、地方公共団体や事

業者の理解を得ることが難しいのではないか。
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Ａ：環境省としては、地方公共団体に対して本書や啓発用の資料配布、研修等の実施を通

じ理解を得るよう務めることとしており、事業者に対しては、本書の導入後の対策に示

したように地方公共団体において周知を図ることが必要である。

Ｑ９ 規制地域の基本的な考え方は。

Ａ：悪臭による被害は、本質的には人に不快感・嫌悪感を与えるということにとどまるも

のであるので、人に悪臭を感じさせることのないような地域においては、悪臭の排出を

規制する必要がない。しかも、悪臭被害は一時的なものと考えられ、米穀類や魚介類な

どに蓄積されたり、これを摂取した人体に重篤な被害を及ぼしたりということがないの

で、現に悪臭規制の必要な地域に限って規制すれば足りるとの考えから、法では、指定

地域制度を採用している。

規制地域は、その地域の住民の生活環境を保全するという見地から決定されるもので

あり、都道府県知事等は、住居の集合している地域や学校、保育園、病院等の存在する

地域及びその周辺地域などを指定することが必要である。

Ｑ10 臭気指数規制を導入した場合、飲食店等のサービス業から排出される臭気につ

いても規制基準を超過する可能性があり、このような小規模事業場では、操業形

態の変更等による臭気対策が困難である事が多く、脱臭設備費に費用がかかると

予想されるがこの対策は。

Ａ：小規模事業場に対し、改善勧告又は改善命令を発動しようとするときには、その者の

事業活動に及ぼす影響についても配慮しなければならない旨が法に定められている。小

規模事業者は、一般に技術水準も低く、資金的に余裕がない場合もあるため、これらの

実状を勘案して改善勧告等を発動する必要がある。実施すべき改善措置及びその期限の

決定にあたっては、改善措置の段階的実施などの配慮を行うこと、改善措置の実施を容

易にするように融資又は融資の斡旋、技術的援助等の助成措置の実施も併せて配慮する

ことが必要である。

（３）悪臭苦情の対応について

Ｑ11 規制地域以外の悪臭苦情にはどう対応するのか。

Ａ：規制地域外で悪臭苦情が生じている地域については、地域の実情に応じて、都道府県

知事等が指定地域を拡大するなどの適切な対応が必要である。
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Ｑ12 さまざまな事業場からの悪臭が複合して、地域全体として悪臭が強まって問

題になるようなケースについては、どのように取り組むのか。

Ａ：悪臭については、発生源から比較的限られた範囲で問題となることが多いことから、

法では個々の事業場に着目して、それぞれの事業場から発生する悪臭を規制することに

より、生活環境の保全を図る仕組みとなっている。

したがって、様々な事業場からの悪臭が複合して地域全体としての悪臭が強まるケー

スにおいても、個々の事業場からの悪臭の排出抑制を徹底することが重要であり、この

ことにより、結果的に地域全体としての悪臭問題も改善されると考えている。

Ｑ13 ビルピット悪臭に対する法での対応は。

Ａ：規制地域内であれば、事業場の敷地境界線及び排出水の排出口において、各々規制基

。 、 、準が適用になる なお 事業場に該当しない下水道の管渠から発生する臭気については

ケースによっては規制対象となることに留意する必要がある。

（４）臭気測定について

Ｑ14 臭気測定業務従事者は、何をするのか。

、 （ ） 、 、Ａ：臭気測定業務従事者は 人の鼻 嗅覚 を使った嗅覚測定法において パネルの選定

試料の採取、試験の実施、結果のまとめといった一連の作業を管理・統括する責任者で

ある。また、法に基づいて必要とされる悪臭の測定のうち臭気指数及び臭気排出強度に

係る測定を市町村から受託することができる。

Ｑ15 人の感覚を用いる測定方法の精度は十分確保されているのか。

Ａ：多くの悪臭物質が混ざった複合臭に対しては、機器による測定法よりも、人の嗅覚を

用いる嗅覚測定法のほうが苦情実態により合致した結果を得られる。

嗅覚測定法は、サンプリングした悪臭がどのくらい薄めたときまでにおうかを複数の

人間に判定してもらい、その結果を統計的に処理するものであり、機器分析法と同レベ

ルの精度を確保することが可能である。

三点比較式臭袋法の測定精度は、平成５、６年度の環境庁委託「悪臭防止対策検討調

査」結果及び地方公共団体の実態調査の結果をもとに、平成７年３月の中央環境審議会

大気部会の参考資料に示された。また、三点比較式フラスコ法については、平成９、１

０年度環境庁委託事業「悪臭防止対策検討調査（排出水に関する検討調査 」によって）

示されており、結果を下表に示す。
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これによれば、一般的な機器分析における測定値のばらつきの範囲と同等のレベルに

あると判断されている。

① 嗅覚測定法（三点比較式臭袋法）による臭気指数の測定

範囲 平均

2.2 13.2% 6.5%室内変動係数 ～

3.1 22.2% 12.7%室間変動係数 ～

② 嗅覚測定法（三点比較式フラスコ法）による臭気指数の測定

範囲 平均

2.0 20.2% 7.4%室内変動係数 ～

6.2 18.7% 14.4%室間変動係数 ～

③ 機器分析法による悪臭物質の測定

範囲 平均

0 14.5% 4.8%室内変動係数 ～

4.3 22.7% 13.3%室間変動係数 ～

※室内変動係数：同一の検体を一つの分析機関で繰り返し

測定したときの個々の測定値間の変動係数

室間変動係数：同一の検体を複数の分析機関で測定した

ときの各分析機関の測定値間の変動係数

Ｑ16 法の規制及び測定に関する事務が市町村長の自治事務となったが、この事務を

円滑に進めるために必要となる市町村の測定体制とはどういうものか。

Ａ：市町村が自前で測定機器等の整備を行うほか、外部委託（計量証明事業所、臭気測定

業務従事者及び臭気測定業務従事者に測定を行わせる法人）の体制を整備することが考

えられる。本文「６－２－１ 臭気指数測定体制」を参照。

Ｑ17 嗅覚測定法では、物質の特定が難しく事業場における悪臭対策が困難であるこ

とや工場が密集する地域等では原因となる発生事業場の特定が難しい。この対応

策は。

Ａ：嗅覚測定法では、臭気を採取する場合、発生事業場の風下で臭気を採取することとさ

れているが、これに加えて、当該地域の事業場等の影響を受けない一般環境の臭気や発

生事業場の風上の臭気を採取し、測定結果を比較することで、発生事業場の臭気の状況

が確認できる。

また、嗅覚測定法のバックアップとして特定悪臭物質を測定し、苦情に至った原因と

思われる物質を特定することも有効である。
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注 釈

※１ 宮城県における取り組み

宮城県では魚腸骨処理場等の飼料・肥料製造工場等から発生する臭気の測定法として「食塩水平衡

法」を用いたことが、わが国の嗅覚測定法のはじまりであった。これは、発生源における測定対象臭

気を１％食塩水に平衡に達するまで曝気吸収させ、その試料を１％の食塩水で希釈し、人間の嗅覚を

用いて閾値に至るまでの希釈倍数を求め臭気濃度を測定するものであった。その後、より信頼性の高

い嗅覚測定法を確立するため昭和５４年から五点比較式臭袋法の開発に着手した。この測定法は、パ

ネル８人に５個のにおい袋の中から試料臭気の入っている２個の袋を選定させ、パネル全体の平均臭

気濃度を臭気指数として数値化する方法で、宮城県公害技術センター（現宮城県保健環境センター）

での調査研究により昭和５８年までにほぼ確立し、同年１２月に改正された県条例施行規則に公定法

として採用された。

現在は、条例で対象施設を飼料・有機質肥料の製造の用に供する施設とし、五点比較式臭袋法によ

り敷地境界線、煙突の排出口及び換気口について臭気指数による規制を行っている。

※２ 東京都における取り組み

東京都が悪臭公害問題と本格的に取り組んだのは、昭和３９年の墨田区の化製場（魚腸骨処理場）

対策からであった。当初は、悪臭をその原因となる悪臭物質の主要な成分構成、成分濃度比等の側面

からとらえようと試みたが、化学分析法やガスクロマトグラフ法による測定結果と地域住民の被害感

、 。 、 、 、とのズレが問題となり 嗅覚測定法の検討を始めた 始めは 注射器法から調査 研究を始めASTM

その後三点比較式臭袋法を確立し、昭和４８年から指導標準として指導を開始、昭和５２年に条例化

。 、 、した この方法は東京都を始め多くの地方公共団体で条例や指導要綱等の測定法に採用され その後

法の臭気指数規制に導入された。

※３「注射器法の問題点」

・注射器のすり合わせ面に臭気物質が吸着する。

・注射器の容量が小さいため、においを嗅ぐときに周囲の空気を吸入する。

・鼻こうの中へ吹き込む方法であり、不自然な状態である。

・高倍率の希釈試料の調整が煩雑で誤差が大きい。

※４「事業場（工場その他事業場 」）

事業場とは、継続的に一定の業務のために使用される事業所をいい、特に事業場のうち一定の業務

。 、 、として物の製造又は加工のために使用されているところが工場である 事業場の例としては ホテル

、 、 、 、 、 、 、 。病院 学校 デパート レストラン 廃棄物処理場 下水道終末処理場 堆積場 事務所などがある

また、法における事業場の通念に含まれないものとして 「自動車 「航空機 「船舶等輸送機械器、 」 」

具 「建設工事、浚渫、埋立等のために一時的に設置される作業場 「下水道の排水管及び排水渠その」 」

他」が挙げられる。この中で「下水道の排水管及び排水渠その他」の施設には農業集落排水施設等の

、 。排水管及び排水渠 分流式下水道の雨水管・雨水渠及び都市下水路に付帯するポンプ場等が含まれる
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※５「第１号規制基準」

事業場の敷地境界線の地表における臭気指数の測定については、

① 物質濃度規制における測定と同様に、対象とする事業場の操業状況、気象状況等が生活環境に

係る被害が発生したときと同等若しくは類似していると認められる場合において、当該事業場か

ら排出された悪臭原因物が住民の生活環境に対し最も影響を与える地点を選定し、当該事業場の

敷地の境界線から概ね１０ｍ以内の地点の地上２ｍ以内で試料を採取して行う。

② 測定対象の事業場の周辺に他の悪臭原因物の発生源が存在する場合には、操業状況、気象状況

等に配慮し、他の発生源から排出されている悪臭原因物の影響を受けないようにする。

③ 個別事業場における臭気指数の測定値の規制基準への適否については、小数点以下を四捨五入

した整数値をもって判定する。

④ 臭気指数の測定を厳正かつ公正に行うためには、測定を実施する者の資質及びパネルの公正性

、 。が重要であることから 測定を実施するこれらの者の資質の確保及び公正性の確保が必要である

この場合、パネルはあらかじめ公募等により多数確保した者のうちから、測定の対象事業場と直

接の利害関係を有する者、当日の体調が不調な者等判定試験に不適切な者を除いて無作為に抽出

して選定すること、当該パネルに測定の対象となる試料がどの事業場のものであるかを知らせな

いこと等により、測定の公正性を確保する。

※６「第２号規制基準」

煙突等の排出口において測定口等により流量の測定が行えないものについては、測定が必要となっ

た場合に測定が可能となるような措置をとるよう事業者の指導、協力を求める。

物質濃度規制第２号規制基準については、補正された排出口の高さが５ｍ未満の場合、規制基準の

、 。算出は行われないが 臭気指数第２号規制基準については５ｍ未満であっても規制基準が算出される

また、物質濃度第２号規制基準については、濃度が最大となる地点が当該事業場の敷地内となる場

合、適用除外としているが、臭気指数第２号規制基準については適用となる。なお、各規制基準は、

それぞれ排出形態に応じて遵守すべき基準であり、排出口の基準を満足すれば、敷地境界線や排出水

の規制基準を満足しなくても良いとはならない。

排出ガスの拡散幅及び排出ガスの流れの中心軸の上昇高さの算定の方法の告示関係

① 排出ガスの温度が１５ 未満の場合は、浮力流速パラメータＦ は０とすること。また、排出ガ℃ b

スの温度測定が不可能な場合、外気温と同一温度とすること。

② 陣笠煙突やＴ字型、Ｈ字型煙突といった排出口については、算出される排出ガスの流れの中心軸

の上昇高さ△Ｈは０となること。

※７「建物」

給水塔や鉄塔といった骨組みのみで構成される工作物等、排出ガスの拡散に影響を与えないものは

周辺最大建物として考慮する必要がない。

周辺最大建物の高さの算定は、建築基準法施行令に定める方法を準用して算定するとしているが、

建築確認において用いた事業場の図面等を参考にすることや実測等により定める必要がある。
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※８「第３号規制基準」

事業場の排出水に係る臭気指数規制基準については、以下に留意する必要がある。

① 評価地点は、基本的に水質汚濁防止法における考え方と同一とし、いわゆる公共用水域との接

点及びそれに準じた地点とする。ただし、排水口が地下に埋設されているなど、試料採取が困難

な場合には、対象となる事業場のみの排水であることが確認できれば排水ピット等から採取して

もよい。

② 対象とする事業場の操業状況、気象状況等が生活環境に係る被害が発生したときと同等若しく

は類似していると認められる場合において採取した結果とする。

③ 第３号規制基準は、物質濃度規制と同様に排出水が拡散している水面上１．５ｍ地点における

大気中の臭気指数が臭気指数第１号規制基準値と等しくなるよう算定された排出水の臭気指数の

許容限度として定められており、排水量区分を行わないこととされている。

※９「改善勧告」及び「改善命令」

住民の生活環境が損なわれている事態を除去するのに必要な範囲で実現可能な具体的な改善措置を

示し勧告及び命令を行うこと。また、物質濃度規制地域を新たに臭気指数規制地域として設定した場

、 。 、合にあっては 事業者における物質濃度規制への従来からの取り組み状況についても考慮する 特に

小規模事業者にあっては、事業活動に及ぼす影響について配慮し、改善期間の延長、段階的実施、必

要な資金の斡旋等を示すこと。

※１０「換算臭気強度」

物質濃度については、平成８年３月環境庁「悪臭防止行政ガイドブック」に掲載する代表的な悪臭

原因物質の濃度と臭気強度の関係から、臭気指数については、環境庁「平成６年度悪臭防止対策検討

調査報告書」に掲載する地方公共団体測定結果における臭気強度と臭気指数の関係から引用した換算

。 、 、 。式によって算出した なお 事業場によっては 現場で測定する臭気強度とは値が異なる場合もある

※１１「住民」

住民とは、本来的には市町村の区域内に住居すなわち生活の拠点を持つ者が市町村の住民であり、

同時にその市町村を包摂する都道府県の住民とされるのであが、本法においてはより広い概念として

住民という言葉を使っており、必ずしもその市町村又は都道府県の区域内に住所を有していることは

必要でなく、一般的に「人」という同じ程度の意義をもつものである。したがって、例えば、その区

域内の学校・事業場に通学・通勤しているいわゆる昼間生活者、病院に他の区域から来て入院してい

る患者なども住民として解される。

※１２「生活環境」

環境基本法第２条第３項に規定される生活環境と同じ意味であるが、悪臭から保全されることが必

要な生活環境とは、実質的には悪臭による被害は一般に感覚的・心理的なものにとどまることから、

常識的な意味で理解される本来的な生活環境、すなわち、人間がそのなかに生活し日々呼吸する上で

必要な、悪臭のない清浄で良好な大気の状態を指しているものと考えられる。
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※１３「住居が集合している地域」

都道府県知事が住民の生活環境を保全する必要があると認める地域の例示である。住居とはいうま

でもなく、人が居住して日常生活に用いている家屋等の場所をいう。住民の居住が永続的であるかは

必要とせず、一時的でもよいし、また、その場所で常時継続して日常生活を送ることは住居であるか

どうかの判断では必要でない。住居が集合している地域を規制地域として指定し、悪臭から生活環境

を保全する必要があることは、当然のことである。

住居が集合している地域であるかどうかについては、必ずしも一平方キロメートルにつき何件以上

。 、 。という一律な基準は設けられていない これは 地域の実情に応じて具体的に判断されるべきである

その地域における悪臭問題について、公害問題として公法上の規制を行うことにより住民の生活環境

を保全する必要があると思われる程度に住居が集合している地域は、規制地域として指定されるべき

である。また、都市計画法上の住居地域、住居専用地域のみをいうものでなく、これらの地域は勿論

のこと工業地域や準工業地域などについても当該地域内の住居が集合していると認められる地域は、

本法でいう住居が集合している地域であり、この地域も指定地域として指定されることが適当である

と思われる。しかし、工業専用地域や港湾法上の臨港地区については当該地域は、もっぱら工業の用

に供される地域又は港湾を管理運営するための地区であって、住居は存在しないものであれば規制地

域としては除くべきであるが、住居地域まで臭気が達する場合には、規制地域として設定することが

必要である。

※１４「その他の地域」

規制地域として指定されるべき「その他の地域」としては、例えば、学校・保育園・病院・診療所

・図書館・老人ホームなどが存在する地域及びその周辺地域が挙げられる。多数の人がその施設を利

用して、その施設の果たしている機能からみて、規制地域として悪臭から生活環境が保全されること

が必要な地域であると考えられるからである。また、名所・旧跡・景勝地など、多数の人が集合し利

用する地域及びその周辺地域も規制地域として指定することが考えられる。

※１５「その他参考事項」

都道府県知事等は、規制基準を定める場合にはその地域の自然的・社会的条件を考慮しなければな

らないとされている。臭気については、地域の特性によって、その住民が嫌悪感・不快感を持つにお

いが異なることがしばしばある。においの感じ方・不快感には個人差や地域差、さらには民族差など

が見られる。したがって公害としての悪臭の規制を問題にする場合、地域の特性によって同一のにお

いに対する評価が異なっていることを考慮する必要がある。用途地域の区分による規制基準と規制基

準設定だけでは必ずしも十分であるとはいえず、地域の環境の総合的評価をもとに、その地域の特性

と悪臭問題の特性を十分に考慮したきめ細かい規制が必要である。

都道府県知事等が規制基準の設定にあたって考慮すべき地域の自然的・社会的条件とは、その地域

の性格・実態からいえば、その地域が山間盆地、平野部等どういった地形にあるかといった問題や風

向・風速・気温・逆転層の発生状況といった気象問題などがある。事業場から発生する臭気が非常に

高濃度で排出されても、事業場が海沿いの風の強いところに立地していれば、規制基準は緩やかで差

し支えないが、一方、山間盆地などで風が弱く逆転層が発生しやすい地域に立地する事業場では苦情

が発生しやすい条件となる。規制基準の設定に当たっては、このような自然的条件が考慮されなけれ
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ばならない。

、 、 、 、また 社会的条件として その地域における工場等の立地状況 住宅・学校・病院などの設置状況

その地域の歴史的発展の形態、その地域の都市計画上の位置づけ、悪臭に対する順応性などを規制基

準設定時には考慮されるべきである。

一般的に住居地域であれば、規制基準は可能な限り厳しいものとする必要があるが、農業振興地域

では住居地域よりも緩やかにし、商業地域については住居と同等、工業地域については緩い基準を定

めることなど地域の実情を十分勘案し定めることが必要である。

また、地域を区分する必要がある場合としては、主に工業の用に供する地域その他悪臭に対する順

応の見られる地域がある場合は、その土地利用の実態等に応じて、緩やかな基準（臭気強度：３．０

～３．５）を定めることも考えられる。
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用語解説

「ＡＳＴＭ注射器法」

アメリカのＡＳＴＭ（American Society of Testing Materials）で規定されている測定法。注射

器に一定量の試料を採取し、無臭空気にて希釈後臭気を押し出して臭気を吸い、においの有無を判

定する手法。

「悪臭」

悪臭防止法において 「悪臭」そのものの定義はなされていないが、本法の規制基準は、ほとんど、

の人が識別できる臭気レベルに設定されている （一般的には、悪臭は、いやなにおい・不快なにお。

いの総称とされている ）法では、悪臭物質を排出する事業場が規制基準を満足せず、住民の生活環。

境の保全ができない場合、周辺住民の苦情の状況、執りうる措置の内容等を勘案しつつ、必要に応

じ改善勧告等の行政措置を講じることとなる （なお、通常悪臭とは言えないにおいでも、悪臭と感。

じる人がいれば、一般的には悪臭と言うことができる ）。

「閾値」

閾値には検知閾値、認知閾値、弁別閾値などがある。検知閾値は何のにおいかわからなくても何

かにおいを関知できる最小濃度、認知閾値は何のにおいか関知できる最小濃度、弁別閾値は主にに

おいの強度について感覚的に区別できる最小濃度である。

「オルファクトメーター法」

オルファクトメーター（機器操作により濃度を調整してにおいを呈示する装置）を用いて臭気を

吸い、においの有無を判定する方法。

「広播性」

においが無臭の空気中に広がって薄められてもなお感知できるかを決定する尺度である。法に基

づく規制基準である臭気指数はこの特性を用い、においを無臭空気で何倍まで希釈したらにおわな

くなるかによって、においの程度を数値化している。

「三点比較式臭袋法」

。 （ ）嗅覚測定法における臭気濃度の測定法のひとつである ３つの３ のポリエステルバッグ 臭袋ç

のうち一つに一定倍率に希釈された試料、残り２つには無臭空気を入れ、６人以上のパネルがにお

いの有無を判定し算定する方法。本法は、悪臭防止法の公定法である。

「三点比較式フラスコ法」

水中の臭気の強さを測定する方法のひとつである。３つの３００ｍ のフラスコのうち一つに一ç

定倍率に希釈された試料、残り２つには無臭水を入れ、６人以上のパネルがにおいの有無を判定す

る方法。算定方法は三点比較式臭袋法と同様であり、悪臭防止法の公定法である。

「臭気指数」
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刺激量と人間の感覚量の間には、 の法則が成り立ち、感覚量は刺激量の対数に比例Weber-Fechner

することから、臭気濃度を対数で表示したものを臭気指数という。

臭気指数＝１０× （臭気濃度）Log

「臭気濃度」

人間の嗅覚で臭気を感知することができなくなるまで希釈した場合におけるその希釈の倍数を臭

気濃度という。すなわち、１０００倍に無臭空気で希釈したときににおいが消えた場合 、臭気濃度

１０００の臭気という。

「臭気排出強度」

悪臭発生施設は一般的に小規模施設が多く、臭気の拡散に対する建物の影響も大きいことから、

気体排出口の高さが１５ｍ以上の場合には建物条件や気体排出口からの臭気の排出量（臭気排出強

度）を求めることとしている。臭気排出強度は、次式により求められる。

臭気排出強度＝（臭気濃度）×（排出ガス量）

「セントメータ法」

大きさ5in.×6in.×2.5in.の箱形のセントメータを用いて、自動的に希釈された臭気を吸い、に

おいの有無を判定する手法。本法の長所は、低濃度臭気が簡便に測定できることであり、短所は希

釈比の精度が劣ることである。

「ダウンドラフト」

煙突の近くに、あまり高さが違わない建屋等がある場合、煙突から放出された気塊は建屋背後に

生じる気流の乱れや渦によって巻き込まれ、急激に下方へ拡散しつつ、地表付近に吹き下ろされる

現象をいう。

「複合臭」

においを感じさせる化合物は、約４０万種あるといわれている。日常用いられるものでも１００

０種もある。１種類の成分で臭気を構成する単一成分臭気として、例えば、ＦＲＰ工場のスチレン

臭などがあるが、ほとんどの場合には２種類以上の成分を含むいわゆる複合臭は構成物質間の相乗

作用等によりにおいの強度と性質に変化を及ぼすことが多い。
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１ においの特性

悪臭は、騒音や振動とともに感覚公害と呼ばれる公害のひとつであり、その不快な臭い

により生活環境を損ない、主に感覚的・心理的な被害を与えるものである。

感覚公害は、住民からの苦情や陳情という形で顕在化し、その性格上汚染質等の蓄積は

ないものの、意外なほど広範囲に被害が広がっていることも少なくない。

悪臭公害の大部分は、低濃度の悪臭成分が複合し、住民の苦情となる。また、悪臭は風

等に運ばれ、広範囲に拡散することがあるため、発生源の特定を困難にしている場合が少

なくない。加えて、嗅覚には個人差があり、その感度は年齢、性別、健康状態、喫煙の習

慣などによっても影響される。そのため、特定の人には悪臭として感じられるが、他の人

には感じないとか、その逆の場合があったりする。また、人間関係等、悪臭の程度とは別

な要因も加わり、問題を複雑にしている場合も見受けられる。これらのことが、悪臭防止

行政を他の公害防止行政と比べて著しく困難なものにしている。

においは臭気物質が嗅細胞を刺激することにより感じられる。空気中の臭気物質濃度が

高くなれば、それだけにおいも強く感じられる。

臭気物質の濃度（量）とにおいの強さの関係についてはウェーバー・フェヒナーの法則

と呼ばれる次式で表される関係があることが認められている。

Ｉ＝ｋlogＣ＋ａ（Ｉ：においの強さ Ｃ：臭気物質の濃度 ｋ，ａ：定数）

5アンモニアを例にとり臭気強

1.67log +2.38度と物質濃度の関係を図１－１ 臭 Ｉ＝ Ｃ

4に示した。

この図を悪臭対策面から見た 気

3場合、臭気強度４のアンモニア

量（ ）を ％除去しても 強10ppm 90
2.5 1ppm 2臭気強度 にしかな（ ）

らず、臭気強度１（ ）に 度0.1ppm
99 1するためにはその ％を除去し

なければならない。つまり、臭 Ｉ

0気物質の量をほとんど除去しな

0.1 1.0 10いと周辺住民は良くなったとは

感じられないことである。これ 物 質 濃 度 Ｃ ( )ppm
図１－１ アンモニアの臭気強度と物質濃度の関係は、苦情を無くすためには、徹

底した臭気対策が必要であるこ

とを示している。

また、各臭気物質が単独では悪臭苦情とならない濃度であっても、臭気物質が複合する

ことにより強烈な悪臭として苦情が発生することもある。
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２ 平成１１年度悪臭防止法施行状況調査

２－１ 調査目的

本調査は、悪臭防止行政の一層の推進を図るため、環境庁が毎年度全国の都道府

県、指定都市及び中核市に対して、悪臭苦情の状況、悪臭防止法に基づく各種措置

の施行状況等について調査を行い、その結果を取りまとめているものである。

２－２ 調査結果

（１）悪臭苦情の状況

① 苦情件数の推移

悪臭に係る苦情件数はここ数年は増加傾向にあったが、平成11年度は18,

732件で、平成10年度に比べて1,360 件(6.8％)減少した（図２－１ 。これ）

は、前年度大幅に増加した野外焼却に係る苦情が未だ増加傾向にある（前

年度5,881件→6,230件、349件増）ものの、他の苦情が減少（前年度14,211

件→12,502件、1,709件減）したこと等が要因と考えられる。しかし、苦情

件数は数年前までに比べ依然として相当に多い状況にある。

図２－１ 苦情件数の推移

② 都道府県別の苦情件数

平成11年度の苦情件数を都道府県別にみると、苦情件数の多い都道府県

は例年とほぼ同じで、東京都、愛知県、埼玉県、大阪府、神奈川県の順に

なっており これら上位５都府県で 総苦情件数の37.8％を占めている 表、 、 （

２－１ 。）
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表２－１ 都道府県別苦情件数（上位５都道府県）

順位 苦情件数 順位 人口100万人あたりの

苦情件数

都道府県 件数 都道府県 件数

1 東京都 1,738 1 大分県 279

2 愛知県 1,658 2 愛知県 241

3 埼玉県 1,349 3 福岡県 221

4 大阪府 1,173 4 茨城県 220

5 神奈川県 1,166 5 山形県 219

全国計 18,732 全国平均 149

③ 発生源別の苦情件数

平成11年度の苦情件数を発生源別にみると、飲食店や自動車修理工場等

の「サービス業・その他」が最も多く、9,512件で全体の50.8％を占め、第

２位は「個人住宅・アパート・寮」の1,889件（10.1％ 、第３位は木工工）

場や塗装工場等の「その他の製造工場」の 1,827件（9.8％）であった。

また、製造工場全体の苦情件数は 3,279件（17.5％）であり、業種別の

苦情件数割合は前年度とほぼ同じであった（図２－２ 。）

なお、野外焼却に係る悪臭苦情が今年度は6,230件であり昨年度（5,881

件）から349件増加した。

図２－２ 発生源別苦情件数の推移
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④ 規制対象とそれ以外の苦情件数の比較

平成11年度の総苦情件数18,732件のうち、悪臭防止法の規制対象となる

規制地域内の工場・事業場に対するものは11,335件（60.5％）であり、規

制地域外の工場・事業場に対する苦情（3,118件、16.6％）及び「個人住宅

・アパート・寮 下水・用水 など規制対象外の発生源に対する苦情 4,」、「 」 （

279件、22.9％）が残りを占めている（表２－２ 。）

表２－２ 規制対象・非規制対象別苦情件数

発生源別 規制地域内 規制地域外

11,335 3,118工場・事業場

(60.5%) (16.6%)

3,774 505上記以外の事業活動・その他

(20.2%) (2.7%)

15,109 3,623合計

(80.7%) (19.3%)（％）

（注）％は総苦情件数件に対する割合

（２）悪臭規制等の状況

① 規制地域の指定状況

悪臭防止法に基づく規制地域を有する市区町村は、平成11年度末現在、

1,731市区町村（前年度末 1,719市区町村）で、全国の市区町村数の52.9％

に当たる(表２－３)。前年度に比べ12市町村増加した。

表２－３ 規制地域の指定状況

市区町村数 規制地域を有する

市区町村数

694 633 (91.2%)市

23 23 (100.0%)区

1,991 942 (47.3%)町

567 133 (23.5%)村

計 3,275 1,731 (52.9%)

② 悪臭防止法に基づく規制措置等の状況

平成11年度中に、規制地域内で悪臭防止法に基づく措置等を行った件数

は、表２－４のとおりである。

平成11年度に行われた立入検査は4,869件（前年度 4,855件 、報告の徴）

収は712件（同 658件 、測定は157件（同 148件）と前年度に比べやや増加）

した。また、測定の結果、規制基準を超えていたものは26件（同26件）で

あり、法に基づく改善勧告は６件（同１件）行われた。これらの措置のほ
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か、悪臭防止に関する行政指導が7,843件（同 7,174件）行われた。

表２－４ 悪臭防止法に基づく措置等の状況（件数）

行政措置等 平成11年度 平成10年度

立入検査 4,869 4,855

報告の徴収 712 658

測定 157 148

うち 基準超過 26 26（ 、 ）

改善勧告 6 1

改善命令 0 0

行政指導 7,843 7,174



- 6 -

３ 規制基準算定方法

３－１ 第１号規制基準

悪臭防止法施行規則第１条 法第２条第２項の規定による気体又は水に係る臭気指数の

算定は、環境大臣が定める方法により、試料とする気体又は水の臭気を人間の嗅覚で感
きゅう

知することができなくなるまで気体又は水の希釈をした場合におけるその希釈の倍数（以

下「臭気濃度」という ）を求め、当該臭気濃度の値の対数に十を乗じた値を求めること。

により行うものとする。

悪臭防止法施行規則第６条 法第４条第２項第１号の総理府令で定める範囲は、大気の

臭気指数が１０以上２１以下とする。

３－２ 第２号規制基準

悪臭防止法施行規則第６条の２ 法第４条第２項第２号の省令で定める方法は次の各号

の排出口の高さの区分ごとに、当該各号に定める方法とする。ただし、排出ガスの臭気指

数として同条第２項第２号の規制基準を定める場合、その値は同条第２項第１号の規制基

準として定める値以上でなければならない。

（１）排出口の実高さが１５メートル以上の施設

イに定める式により臭気排出強度（排出ガスの臭気指数及び流量を基礎として、環境

大臣が定める方法により算出される値をいう。以下同じ ）の量を算出する方法。

イ 次に定める式により臭気排出強度の量を算出するものとする。
Ａ６０ × １０

ｑ ＝ｔ

ｍａｘＦ

Ｌ
Ａ ＝ － ０．２２５５

１０

これらの式において、ｑ 、Ｆ 及びＬはそれぞれ次の値を表すものとする。ｔ ｍａｘ

ｑ 排出ガスの臭気排出強度（単位 温度零度、圧力１気圧の状態に換算したｔ

立方メートル毎分）

Ｆ 別表第３に定める式により算出されるＦ(ｘ)（温度零度、圧力１気圧のｍａｘ

状態における臭気排出強度１立方メートル毎秒に対する排出口からの風下距

離ｘ（単位 メートル）における地上での臭気濃度）の最大値（単位 温度

零度、圧力１気圧の状態に換算した秒毎立方メートル 。ただし、Ｆ(ｘ)の最）

大値として算出される値が１を排出ガスの流量（単位 温度零度、圧力一気

圧の状態に換算した立方メートル毎秒）で除した値を越えるときは、１を排

出ガスの流量で除した値とする。

Ｌ 法第４条第２項第１号の規制基準として定められた値

ロ イに規定するＦ の値は、次に掲げる場合の区分に応じ、それぞれ次に定めるｍａｘ

条件により算出するものとする。

（１）次項に定める方法により算出される初期排出高さが、環境大臣が定める方法

により算出される周辺最大建物（対象となる事業場の敷地内の建物（建築基準

法（昭和２５年法律第２０１号）第２条第１号に定める建築物及び建築基準法
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施行令（昭和２５年政令第３３８号）第１３８条第３項で指定する工作物をい

う ）で、排出口から当該建物の高さの１０倍の距離以内の範囲に当該建物の一。

部若しくは全部が含まれるもののうち、高さが最大のもの。以下同じ ）の高さ。

（以下「周辺最大建物の高さ」という ）の２．５倍以上となる場合 排出口か。

らの風下距離が排出口と敷地境界の最短距離以上となる区間における最大値

（２）次項に定める方法により算出される初期排出高さが、周辺最大建物の高さの

２．５倍未満となる場合 排出口からの風下距離ｘがただし書きにより定める

Ｒ以上となる区間における最大値。ただし、Ｒは排出口と敷地境界の最短距離

と、環境大臣が定める方法で算出される周辺最大建物と敷地境界の最短距離の

うち、いずれか小さい値

（２）排出口の実高さが１５メートル未満の施設

次の式により排出ガスの臭気指数を算出する方法

Ｉ＝１０× Ｃlog
２ ＢＣ＝Ｋ×Ｈ ×１０ｂ

L
Ｂ＝

１０

これらの式においてＩ、Ｋ、Ｈ 及びＬは、それぞれ次の値を表すものとする。ｂ

Ｉ 排出ガスの臭気指数

Ｋ 次表の左欄に掲げる排出口の口径の区分ごとに、同表の右欄に掲げる値。た

だし、排出口の形状が円形でない場合、排出口の口径はその断面積を円形とみ

なしたときの直径とする。

排出口の口径が０．６メートル未満の場合 ０．６９

排出口の口径が０．６メートル以上０．９メートル未満の場合 ０．２０

排出口の口径が０．９メートル以上の場合 ０．１０

周辺最大建物の高さ（単位 メートル 。ただし、算出される値が１０未満である場）

合又は１０以上であって排出口の実高さ（単位 メートル）の値の１．５倍以上である

場合には、第１欄に掲げる算出される値の大きさ及び第２欄に掲げる排出口の実高さご

とに、同表の第３欄に掲げる式により算出される高さ（単位 メートル）とする。

１０未満 ６．７メートル以上 １０メートル

６．７メートル未満 排出口の実高さの１．５倍

１０以上であって排出口 排出口の実高さの１．５倍
（ ）の実高さ 単位メートル

の値の１．５倍以上

Ｌ 法第４条第２項第１号の規制基準として定められた値
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２ 初期排出高さの算出は、次式により行うものとする。ただし、当該方法により算出

される値が排出口の実高さの値を超える場合、初期排出高さは排出口の実高さ（単位メ

ートル）とする。

Ｈ ＝Ｈ ＋ (Ｖ－ )Ｄｉ ０ 2 1.5
これらの式において、Ｈ 、Ｈ 、Ｖ及びＤは、それぞれ次の値を表すものとする。ｉ ０

Ｈ 初期排出高さ（単位 メートル）ｉ

Ｈ 排出口の実高さ（単位 メートル）０

Ｖ 排出ガスの排出速度（単位 メートル毎秒）

Ｄ 排出口の口径（単位 メートル 。ただし、排出口の形状が円形でない場合に）

は、Ｄはその断面積を円形とみなしたときの直径とする。

別表第３

２１ －（Ｈ （ｘ ）ｅ ）
expＦ(ｘ)＝

２３．１４ ２σσ σｙ ｚ ｚ

この式において、ｘ、 、 及びＨ （ｘ）は、それぞれ次の値を表すものとする。σ σｙ ｚ ｅ

ｘ 排出口からの風下距離（単位 メートル）

環境大臣が定める方法により周辺最大建物の影響を考慮して算出される、σｙ

排出口からの風下距離に応じた排出ガスの水平方向拡散幅（単位 メートル）

環境大臣が定める方法により周辺最大建物の影響を考慮して算出される、σｚ

排出口からの風下距離に応じた排出ガスの鉛直方向拡散幅（単位 メートル）

Ｈ （ｘ） 次式により算出される、排出口からの風下距離に応じた排出ガスのｅ

流れの中心軸の高さ（単位 メートル 。ただし、次式におけるＨ と△Ｈ の） ｉ ｄ

和が周辺最大建物の高さの０．５倍未満となる場合、０メートル。

ｅ ｉ ｄＨ （ｘ）＝Ｈ ＋△Ｈ＋△Ｈ

この式において、Ｈ 、△Ｈ及び△Ｈ は、それぞれ次の値を表すものとする。ｉ ｄ

Ｈ 第２項に掲げる方法により算出される初期排出高さ（単位 メートｉ

ル 。）

△Ｈ 環境大臣が定める方法により算出される、排出口からの風下距離

に応じた排出ガスの流れの中心軸の上昇高さ（単位 メートル）

△Ｈ 次表の左欄に掲げる初期排出高さの区分ごとに同表の右欄に掲げｄ

る式により算出される周辺最大建物の影響による排出ガスの流れの中

心軸の低下高さ（単位 メートル）

ｉ ｂ ｂＨ がＨ 未満の場合 －１．５Ｈ

ｉ ｂ ｂ ｉ ｂＨ がＨ 以上Ｈ の２．５倍未満の場合 Ｈ －２．５Ｈ

Ｈ がＨ の２．５倍以上の場合 ０ｉ ｂ

この表において、Ｈ は第２項に掲げる方法により算出される初期排出高さ（単位ｉ

メートル）を、Ｈ は周辺最大建物の高さ（単位 メートル）を表すものとする。ｂ
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３－３ 第３号規制基準

第６条の３法第４条第２項第３号の環境省令で定める方法は、次の式により排出水の臭

気指数を算出する方法とする。

＝Ｌ＋１６Iw
この式において、 及びＬは、それぞれ次の値を表すものとする。Iw

排出水の臭気指数Iw
Ｌ 法第４条第２項第１号の規制基準として定められた値
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４ 地方公共団体の条例、要綱等

条例・要綱等により規制基準や管理基準等を設けて悪臭対策を行っている地方公共

団体は、条例が３８都県市、指導要綱等が３７都道県市ある。

このうち、嗅覚測定法による規制基準または指導基準を設定している地方公共団体

は、条例が１１都県市、要綱等が３６道県市である。

嗅覚測定法の条例による指定状況を表４－１、要綱等による指定状況を、表４－２

に示す。

（１）規制方式

地方公共団体嗅覚測定法による規制については、対象施設を指定していない

が４都県市、飼・肥料製造施設などの対象施設を指定している が地方公共団体

７県市である。

要綱等では､嗅覚測定法による規制を３６道県市のすべてが行っている。

（２）測定方法・結果の評価方法

条例の嗅覚測定法は、１県が五点比較式臭袋法でその他の都県市は三点比較

式臭袋法としており、規制基準は、ほとんどが敷地境界線と排出口の両方につ

いて臭気濃度（臭気指数）を用いて設定している。

要綱等の規制基準は､臭気濃度が２４県市、臭気指数が１１県市、臭気強度

。 、が１市である 排出口の規制基準について排出口の高さにより定めているのは

条例においてはないが、要綱等では３６県市のうち１８県市と半数において高

さを考慮して定めている。
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嗅覚測定法を採用している地方公共団体（条例）表４－１（１）

公共団体名 宮城県 草加市 東京都 相模原市 埼玉県 草津市 新潟県 花巻市 江刺市

施 行 年 月 昭和41年4月 昭和48年10月 昭和52年10月 昭和54年4月 昭和54年10月 昭和56年1月 昭和57年7月 平成5年8月 平成6年1月

（改正S58年5月） （改正H4年3月）

測 定 法 五点比較式臭袋法 三点比較式臭袋法 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

対 象 地 域 法規制地域を除く 全域 全域 全域 規制地域 全域 規制地域 全域 全域

全域

対象発生源 指定業種 特定工場、 指定業種 全業種 指定業種 特定工場、 指定業種 特定事業場 特定事業場

特定作業場 特定作業場

対象施設の 飼・肥料製造業の なし なし 悪臭を発生する なし なし 鶏・豚・牛の飼養 飼・肥料製造業の 飼・肥料製造業の

指 定 原料置場、原料処 施設 施設、塗装吹付施 原料置場、塗装吹 原料置場等

理加工施設等 設等の特定施設 付施設等

規 制 基 準 敷地境界、排出口 敷地境界、排出口 敷地境界、排出口 排出口 敷地境界、排出口 敷地境界、排出口 敷地境界、排出口 敷地境界、排出口 敷地境界、排出口

、換気口

基 準 値 （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （排出口） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） 臭気濃度 臭気濃度

臭気指数 10 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 300 地域区分に応じて 臭気濃度 臭気濃度 ()内は、臭気指数 ()内は、臭気指数

（排出口） 第1種区域 10 第1種区域 10 臭気濃度 第1種区域 10 第1種区域 10 （敷地境界） （敷地境界）

臭気指数 30 第2種区域 15 第2種区域 15 10、20、30 第2種区域 15 第2種区域 15 工業地域30(15) 工業地域30(15)

（換気口） 第3種区域 20 第3種区域 20 （排出口） 第3種区域 20 第3種区域 20 その他 10(10) その他 10(10)

臭気指数 25 （排出口） （排出口） 地域区分に応じて （排出口） （排出口） （排出口） （排出口）

臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 工業地域 工業地域

第1種区域 300 第1種区域 300 300、500、1000 第1種区域 300 第1種区域 300 1000(30) 1000(30)

第2種区域 500 第2種区域 500 第2種区域 500 第2種区域 500 その他 300(25) その他 300(25)

第3種区域 1000 第3種区域 1000 第3種区域 1000 第3種区域 1000

罰 則 改善勧告→改善命 改善命令→罰則 なし 改善勧告→改善命 改善勧告→改善命 改善勧告→改善命 改善勧告→改善命 改善勧告→改善命改善勧告→改善命

令又は一時停止命 令→罰則 令又は一時停止命 令又は一時停止命 令→使用の制限若 令→使用の制限若令又は一時停止命

令→特定工場又は 令→特定工場又は 令→罰則 しくは禁止→罰則 しくは禁止→罰則令→罰則

特定作業場設置許 待定作業場設置許

可取消→罰則 可取消→罰則
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表４－１（２）

嗅覚測定法を採用している地方公共団体（条例）

公共団体名 新潟市 福井県

施 行 年 月 平成7年12月 平成9年3月

測 定 法 三点比較式臭袋法 同左

対 象 地 域 規制地域 悪臭防止法に基づ

き指定された規制

地域以外の地域

対象発生源 指定業種 指定業種

対象施設の 鶏・豚・牛の飼養 鶏・豚・牛の飼養

指 定 施設、糞尿処理施 施設、化製場等の

設等 汚物処理施設等

規 制 基 準 敷地境界、排出口 敷地境界

、換気口

基 準 値 （敷地境界） （敷地境界）

臭気濃度 臭気指数 18

10～20

（排出口）

臭気濃度

1000～3000

罰 則 改善勧告→改善命 改善勧告→改善命

令又は一時停止命 令→罰則

令→罰則
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嗅覚測定法を採用している地方公共団体（指導要綱、指導指針、指導基準等）表４－２（１）

公共団体名 宮城県 足利市 富士市 千葉県 横浜市 群馬県 神奈川県 山口県 泉大津市

施 行 年 月 昭和53年4月 昭和54年11月 昭和55年10月 昭和56年6月 昭和57年4月 昭和57年9月 昭和58年4月 昭和58年6月 昭和59年4月

（改正H5.4.1） （改正H7.4） （改正H7.7）

測 定 法 三点比較式 三点比較式 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

臭気採点法 臭袋法

対 象 地 域 全域 全域 全域 全域 全域 全域 農業振興地域を 全域 全域

除く都市計画区

域

対象発生源 指定業種 指定業種 悪臭防止法で規 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種

制できない悪臭

を排出する工場

等

対象施設の なし なし なし なし なし なし なし なし なし

指 定

規 制 基 準 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界、排出口 敷地境界

指 導 基 準 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口

基 準 値 （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） 規制区域 その他の地域 （敷地境界）

臭気強度 1.8 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 臭気指数 臭気濃度 臭気濃度 臭気指数

第1種 10 第1種 10 地域区分に応 10～17 A区域 10 市街化区域等 （敷地境界） 臭気指数 10

第2種 20 第2種 30 じて 15～25 （排出口） B区域 70 10 A区域 10 （排出口）

第3種 30 第3種 70 （排出口） 臭気指数 （排出口） その他の区域 B区域 14 14 臭気指数

（排出口） （排出口） 臭気濃度 20～40 臭気濃度 30 C区域 18 30

臭気濃度 臭気排出強度 地域区分に応 排出口の高さ （排出口） （排出口） 臭気指数

第1種 300 による規制 じて に応じて 臭気濃度 排出口の高さに応じて

第2種 500 500～2000 A区域 排出口の高さ A区域 25～33

第3種 1000 300～2000 に応じて B区域 29～37 29～37

Total0.E.R. B区域 市街化区域等 C区域 33～41

第1種 10 2100～14000 600～1000５

第2種 5×10 その他の区域５

第3種 10 1000～1800６

措 置 改善勧告 改善勧告 改善勧告 なし なし なし なし 改善勧告 改善指導

→氏名公表 →事実公表
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嗅覚測定法を採用している地方公共団体（指導要綱、指導指針、指導基準等）表４－２（２）

公共団体名 長崎県 春日井市 神戸市 北海道 名古屋市 京都市 八尾市 大阪市 山形市 清水市

施 行 年 月 昭和59年5月 昭和59年5月 昭和59年6月 昭和59年7月 昭和60年2月 昭和60年5月 昭和60年6月 昭和61年4月 昭和61年8月 昭和61年9月

（改正H10.4）

測 定 法 三点比較式 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

臭袋法

対 象 地 域 全域 全域 全域 規制地域 全域 規制地域 全域 全域 規制地域 全域

対象発生源 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 悪臭を排出す 全業種 全業種

る工場等

対象施設の なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

指 定

規 制 基 準 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界

指 導 基 準 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口

基 準 値 （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界）

臭気濃度 臭気指数 臭気濃度 臭気指数 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度 臭気濃度

第1種20 地域区分に応 A地域10 A地域 10 第1種 10 10 第1種 10 10 A地域 10 第1種 10

第2種30 じて B地域70 B地域 14 第2種 20 （排出口） 第2種 20 （排出口） B地域 15 第2種 15

（排出口） 10～13 （排出口） C地域 18 第3種 30 臭気濃度 第3種 30 臭気濃度 C地域 20 第3種 20

臭気濃度 （排出口） 臭気濃度 （排出口） （排出口） 排出口の高さ （排出口） 排出口の高 （排出口） （排出口）

第1種500 臭気指数 排出口の高さ 臭気指数 臭気濃度 に応じて 臭気濃度 さに応じて 臭気濃度 臭気濃度

第2種1000 地域区分に応 に応じて A地域 30 第1種 300 600～2000 第1種 300 150～1000 排出口の高 第1種 300

じて A地域 B地域 34 第2種 500 第2種 500 さに応じて 第2種 500

25～30 600～2000 C地域 38 第3種 1000 第3種 1000 A地域 第3種 1000

B地域 500～2000

4200～14000 B地域

1000～3000

C地域

1000～4000

措 置 なし なし なし なし なし なし なし 改善勧告 なし なし
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嗅覚測定法を採用している地方公共団体（指導要綱、指導指針、指導基準等）表４－２（３）

公共団体名 東大阪市 福島県 奈良県 栃木県 島根県 彦根市 仙台市 八戸市 尼崎市 大竹市

施 行 年 月 昭和62年5月 昭和62年7月 昭和63年4月 平成元年4月 平成元年4月 平成元年7月 平成2年4月 平成2年12月 平成3年3月 平成5年4月

（要綱H10.7）

測 定 法 三点比較式 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左 同左

臭袋法

対 象 地 域 全域 全域 全域 全域 全域 全域 全域 全域 全域 全域

対象発生源 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 施行後に悪臭を 全業種

発生する事業を

開始する工場等

対象施設の なし なし なし なし なし なし なし なし なし なし

指 定

規 制 基 準 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界

指 導 基 準 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口

基 準 値 （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） 臭気指教 ()内 （敷地境界） （敷地境界）

臭気濃度 臭気指数 臭気濃度 臭気指数 臭気指数 臭気濃度 臭気濃度 は、臭気濃度 臭気濃度 臭気指数

10 第1種 10 一般地域 10 第1種 10 第l種 10 10 10 第1種 10 10

（排出口） 第2種 15 順応地域 20 第2種 14 第2種 15 （排出口） （排出口） 第2種 30 （排出口）

臭気濃度 第3種 18 その他の地域 （排出口） （排出口） 臭気濃度 臭気濃度 （敷地境界） （排出口） 臭気指数

排出口の高さ （排出口） 30 臭気指数 臭気指数 排出口の高さ 排出口の高さ 第1種10(10) 臭気濃度 排出口の高さ

に応じて 臭気指数 （排出口） 排出口の高さ 排出口の高さ に応じて に応じて 第2種15(30) 排出口の高さ に応じて

150～1000 排出口の高さ 臭気濃度 に応じて に応じて 300～2000 300～2000 第3種18(60) に応じて 25～33

に応じて 一般地域 第1種 第1種 （排出口） 第1種

第1種 300 24～33 28～33 第1種 25 600～2000

28～33 順応地域 第2種 第2種 （300） 第2種

第2種 500 29～37 33～38 第2種 30 1800～6000

33～38 その他の地域 （1000）

第3種 500 第3種 35

36～41 （3000）

措 置 改善勧告 なし 改善勧告 改善勧告 なし なし なし 改善勧告 改善勧告 改善勧告

→事実公表 →事実公表
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嗅覚測定法を採用している地方公共団体（指導要綱、指導指針、指導基準等）表４－２（４）

公共団体名 岩手県 岐阜県 福岡市 長崎市 小牧市 山梨県 郡山市

施 行 年 月 平成5年6月 平成7年4月 平成7年6月 昭和59年5月 平成10年3月 平成10年9月 平成11年3月

（H9.4中核市）

測 定 法 三点比較式臭 同左 同左 同左 同左 同左 同左

袋法

対 象 地 域 全域 全域 全域 全域 全域 全域 全域

対象発生源 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種 全業種

対象施設の なし なし なし なし なし なし なし

指 定

規 制 基 準 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界 敷地境界

指 導 基 準 排出口 排出口 排出口 排出口 排出口

基 準 値 （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界） （敷地境界）

臭気濃度 臭気濃度 10 臭気指数 10 臭気濃度 臭気指数 臭気指数 臭気指数

第1種 10 第1種区域 10地域区分に応 （排出口） （排出口） 第1種20 畜産農業等6業種

第2種 13 A区域 10～15 第2種区域 15じて 排出口の高さ 排出口の高さ 第2種30

10～30 に応じて に応じて （排出口） 第3種区域 18B区域 12～18

＊敷地外の地点 臭気濃度 臭気指数 臭気濃度 （排出口） （排出口）C区域 14～21

で悪臭が最大着 300 25 第1種500 臭気指数 その他の業種 臭気指数

地濃度となる場 600 28 第2種1000 排出口の高さに第1種 25 A区域 10～15

合は、その地点 1,000 30 応じて第2種 27 B区域 12～18

C区域 14～21 第1種区域 28～33で測定する。 2,000 33

第2種区域 27～38

第3種区域 36～41

措 置 なし なし なし なし なし なし なし
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５ 臭気指数規制導入に関する実態調査

臭気指数規制の導入に関し環境庁で地方公共団体を対象に実施した「悪臭防止法に基

づく臭気指数規制等に関する自治体アンケート 浜松市で事業場を対象に実施した 臭」、 「

気指数導入意向調査」及び全国大気汚染防止連絡会議で地方公共団体を対象に実施した

「悪臭防止法における臭気指数規制への取組みについてアンケート調査」の結果を示し

た。

５－１ 地方公共団体に対する意向調査

悪臭防止法に基づく臭気指数規制に関し、平成１１年４月に都道府県・指定都市・中

核市を対象に「悪臭防止法に基づく臭気指数規制等に関する自治体アンケート」の調査

を行い、臭気指数規制についての各地方公共団体の意向を把握するための調査を実施し

た。回答は、環境庁からアンケートを依頼した計 地方公共団体のうち、 地方公共84 83
団体から得た。

（１）法に基づく臭気指数規制の導入予定

図５－１に示す通り、現時点（平成 年 月末）において、導入済み地方公共団体11 4
は 団体、導入を検討している地方公共団体は 団体、当面導入予定はないと答えた3 14
地方公共団体数は 団体であった。66

図５－１ 法に基づく臭気指数規制の導入予定

（２）法に基づく臭気指数規制の導入の問題点

法に基づく臭気指数規制の導入における問題点を、集計した結果は、図５－２のとお

りである。

これによれば、

・規制区域・基準値設定が困難

・物質濃度と臭気指数規制が併用できない

・物質濃度規制で十分な対応が可能

との回答が多かった。特に規制区域・基準値設定困難である理由として、区域設定に

導入済み
4%

検討中
17%

導入予定無し
79%
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制約があるという意見が多かった。これは、平成７年９月に出された大気保全局長通知

「 、により 物質濃度規制では十分な規制効果が見込まれない業種・施設の事業場であって

物質濃度規制による基準値を遵守していても苦情の原因となる悪臭を発生しているもの

が集合し、又は相当の比率をもって立地している一定の広がりを持った区域を設定しな

ければならない」とされていることが、その主な理由となっていた。この通知について

は、平成１２年５月の改正悪臭防止法の一部改正に関連して平成１２年１１月１７日付

け環大企第３３７号大気保全局長通知で廃止している。

図５－２ 法に基づく臭気指数規制の導入の問題点

（３）法規制についての要望

地方公共団体の法規制についての主な要望は、

・臭気指数規制と物質濃度規制を併用出来るようにして欲しい

・臭気指数規制について設定手順の明示

・臭気指数第３号規制基準の早期設定

・物質濃度規制２号規制基準の改良

・農振地域への規制基準の適用

が挙げられた。

これらの要望は、３号規制基準については平成１２年６月に設定済みであり、その他

の臭気指数規制に係る事項については必要な対処をしている。

0 5 10 15 20 25 30 35

測定値信用できない

原因物質分からない

測定方法難しい

費用がかかる

人材確保困難

苦情少ない

物質規制で十分

物質追加で対応可

併用できない

規制区域・値設定困難

その他
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５－２ 事業場に対する意向調査

臭気指数による規制方式の導入に当たっての基礎資料とするために、浜松市は、平成

１１年度環境庁受託調査として市内の事業場に対して を実施「臭気指数導入意向調査」

した。

調査対象事業場は、市内の事業場を対象として悪臭を発生させる可能性の高い各種業

種から２００事業場を抽出し、１８４事業場より回答を得た。

この中から、臭気指数規制についての回答を次に示す。

（問１ 「悪臭防止法に定められる臭気指数規制方法を知っているか」の質問に対して）

の回答である。

この質問に対して多少でも臭気指数を十分理解していると回答した事業場は、

６２社／１８４社の３４％であったのに対し、逆に臭気指数を全然知らないと回

答した事業場が１２２社／１８４社の６６％と全体の３分の２を占める結果で、

臭気指数が理解されていないことが明らかになった （図５－３）。

図５－３ 臭気指数規制方法を知っているか

（問２）臭気指数を知っていると答えた事業場に対して「臭気指数による規制方法の導

入は、規制の緩和又は強化になると思うか」の質問に対しての回答である。

臭気指数導入が規制の強化になると回答した事業場は、２４社／６２社の３８

％と最も多かった。その反面、２４社／６２社の３８％の事業場が規制の強化に

なるかどうか解からないとの回答であった （図５－４）。

全然知らない

66%

十分に知って

いる

10%

多少知ってい

る。

24%
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図５－４ 臭気指数の導入は、規制の緩和又は強化か

（問３）臭気指数を知っていると答えた事業場に対して「臭気指数による規制方法が導

入された場合は、貴事業所は対応可能か 」の質問に対しての回答である。。

臭気指数規制が導入がされれば対応するように努めると回答した事業場が３２

社／６２社の５１％と最も多く、さらに十分に対応可能であると回答した事業場

が１２社／６２社の１９％もあった。多少問題があるが対応可能であると回答し

た事業場は６社／６２社の１０％であった。これらの回答を合わせると８０％に

達し、環境問題に積極的に取り組まなければならないという企業の姿勢が現れて

いる結果となった （図５－５）。

図５－５ 貴事業所は対応可能か

対応不可能と答えた場合について、その理由としては、何が一番問題であまた、

るかとの質問には「資金的問題から対応不可能である 」との回答が１００％であ。

った。

わからない
31%

変わらない
16% 緩和になる

15%

強化になる
38%

対応不可能であ

る

5%

わからない

16%

規制が導入され

れば、対応する

よう努める

50%

多少問題がある

が、対応可能で

ある

10%

十分に対応可能

である

19%
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（ ） 、問４ 臭気指数に対する意見を自由に記すよう求めたところ６７件の回答が寄せられ

その主な内容は、次のとおりである。

・ 現在は、臭気対策に取り組んでいないが、今後は取り組んで行きたいと回

答した事業場が１９件あり、逆に、悪臭を出していないので、現状のままで

臭気に取り組む用意がないと回答した事業場も同数の１９件であった。

・ 現在、悪臭対策に取り組んでいるとの事業場が１７件あり、その内容は、

工程の変更、使用薬剤の変更、また定期的な測定の実施等の内容であった。

・ もっと行政が事業場に対して説明を実施すべきだの意見が６件あった。

・ 悪臭対策のための費用がかかりすぎるが３件あった。

・ 「現状の悪臭の発生状況を調査中 「工場移転を計画中」及び「住宅地で」、

どうしようもない」等の意見があった。

悪臭防止法については知っているが、自社に適用される規制値までとなると十

分理解されていない。事業場が規制値まで理解するには、悪臭問題の発生や行政

による立入検査や説明会等で規制の状況を理解する機会が今までにあったかどう

かが非常に関係していると考えられる。

今回、調査対象とした各事業場については、苦情を申し立てられてたことがあ

る事業場が２４％と少なかったため、事業場から悪臭を出しているという意識や

。 、周辺の環境に悪影響を与えているという意識は低い結果となった しかしながら

一度苦情が発生すると、申し立てられる回数が数回になるケースもあり、悪臭苦

情の問題解決の難しさを感じさせられる結果ともなった。

悪臭防止法についての理解度は４７％、臭気指数についての理解度は３４％と

共に低い値であった。また、臭気指数による規制は、３８％が規制の強化になる

と回答している。しかし、規制の強化になるかどうかわからないとの回答も３１

％あることから、具体的にその規制方法が明示されないと判断できないとする事

業場の姿が浮き彫りとなり、悪臭防止法の内容等について積極的に指導、啓発す

る必要性があると考えられる。

また、臭気指数規制が導入されれば、規制に対応するように努力するとの回答

が５１％と半分以上を占め、また、十分対応できるとの回答も１９％もあり、各

事業場の生活環境の保全に関する意識の高さも明らかになった。
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５－３ 全国大気汚染防止連絡協議会が実施したアンケート調査

平成１２年度に全国大気汚染防止連絡協議会が会員である地方公共団体に対して実施した「悪臭

防止法における臭気指数規制への取組みについて」のアンケート調査結果を示す。
【調査内容】

①臭気指数規制を採用したことによる効果（具体的な処理件数）

②規制方法の導入及び運用上の問題点・留意点

③３号規制基準の導入予定

自治体名 取 組 事 例 内 容

青森県 ① 本県では、臭気指数規制を導入していない。

② 物質濃度規制で十分対応できる地域が多いこと、物質濃度規制と臭気指数規制の併用できないこと等が

導入に係る問題点となっている。

③ 現在のところ臭気指数規制導入の予定はないが、市町村の意見を聴取し意向があれば、導入を図りた

い。

宮城県 ① 採用していないため、効果は不明

② 臭気指数規制の導入に関する問題点

・臭気指数規制を行うことで規制基準の強化に繋がり、これまで物質濃度による規制基準値を遵守してい

た事業場が基準値を遵守しえないことも予想される。

・臭気指数の導入については、H11.3に示された気体排出口規制基準の測定法及び評価法が非常に煩雑か

つ難解であり、市町村レベルでの対応が困難である等のデメリットもある。

③ 現在のところ検討していない。

山形県 本県では国の通知（平成７年９月環大企２８６号）で示された臭気指数規制区域に該当する地域がないこ

とから、臭気指数規制は導入していない。

しかしながら、臭気指数規制に係る規制地域の設定等については、本年度から自治事務となり、従来の国

の通知は廃止され、地方自治体の判断によるものとされた。

このため、臭気指数規制が苦情の実態によく合致し、測定方法が簡易であるなど、市町村においても有効

に活用できる方式であることから、今後導入について検討してゆきたいと考えている。

福島県 ① 当県では臭気基数による規制地域の設定は行っていないが、福島県悪臭防止対策指針で臭気指数に係る

基準を設けており、悪臭苦情があった場合は、当該指針に基づいて市町村が事業場に対し指導を行うこと

としている、

なお、当県では、臭気指数測定法による悪臭発生源実態調査を実施しており、平成11年度は、５業種７

事業所を対象として臭気指数を測定した。

② 法的に特定悪臭物質規制との重複ができないため、地域によっては臭気指数測定を実施できず、その長

所を活かすことができないケースが考えられる。

③ 検討中

茨城県 ①臭気指数規制を採用したことによる効果（具体的な処理件数）

苦情処理件数 Ｈ９…１件

Ｈ10…３件

Ｈ11…０件 （悪臭防止法施行状況調査より）

②規制方法の導入及び運用上の問題点・留意点

現在のところ特に問題は生じておりません。

③３号規制基準の導入予定

改正悪臭防止法施行規則の施行と同時。

埼玉県 ①本県では物質濃度規制を採用している。

②複合臭に対応する規制なので、悪臭の原因となっている物質の特定が難しく、測定結果から対策が立てに

くい。

工業団地などで悪臭を発生している事業者が複数ある場合等、事例によっては苦情の発生原因者を特定で

きない。

③未定

東京都 悪臭防止法の臭気指数規制の導入については、今後検討していく。
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自治体名 取 組 事 例 内 容

千葉県 本県においては、現在のところ臭気指数規制は行っていない。しかし、魚腸骨処理関係事業場の悪臭に苦

慮している地区もあり、これらの地区について、今後臭気指数規制導入の可否等について検討していきた

い。

なお、千葉県では臭気濃度による行政指導目標として、敷地境界及び排出口における値を指針において定

めている。

新潟県 ① 臭気指数規制は採用していない。

② 不明。

③ 本県では条例により、臭気濃度規制を行っている。

平成12、13年度に臭気指数基準設定のための調査を実施してとりまとめ、平成15年度に悪臭防止法によ

る臭気指数規制を導入し、条例を廃止する予定である。

富山県 本県では、現在、濃度規制基準を適用しており、臭気指数規制への移行は考えていない。

石川県 ①② 臭気指数規制は実施していない。

③ 現在のところ濃度規制で対応しており、臭気指数規制は検討していない。

福井県 悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制基準を適用している。

臭気指数による規制については、これまでどおり、市町村の要望があれば、採用の方向で検討する。

山梨県 平成１０年９月から指導指針により臭気指数規制（１号規制基準のみ）を行っている。①

複合臭の可能性の高い悪臭苦情に早期に対応できた。（臭気指数測定件数：３件）

② 悪臭防止法の臭気指数規制との整合をいかに図るか。

検討中。③

長野県 本県では、特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しており、臭気指数規制については現在のところ導入する

予定はない。

岐阜県 ① 当県では、濃度規制基準のみを適用しており、複合臭対策としては、１号規制基準及び２号規制基準

の内容を盛り込んだ「官能試験法による悪臭対策指導要領」により指導しております。

② 「官能試験法による悪臭対策指導要領」による指導において、悪臭物質が特定できないため、悪臭発

生施設を絞り込めない事例があります。

③ 当分の間は濃度規制基準を適用し、必要に応じて「官能試験法による悪臭対策指導要領」に３号規制

基準の内容を盛り込むことを検討する予定です。

静岡県 静岡県では、平成8年4月に施行された改正悪臭防止法を受け、平成９年度と10年度に、臭気指数による規

制の適否についての判断材料を収集するため、悪臭発生の代表業種である10事業場について実態調査を行っ

た。

この調査で、悪臭苦情に対する臭気指数規制の有効性が認められたことから、10年度末に県内全市町村に

臭気指数規制の導入の意向についてアンケ－ト調査を実施し、希望があった3町について、臭気指数規制の

導入に向けての詳細調査を11年度に実施した。

現在は、この結果を受け、臭気指数規制導入に向け調整中である。

愛知県 現在、愛知県内には臭気指数規制を実施している市町村はありません。

今後の規制基準の導入予定については、今のところ、予定はありません。

濃度規制では十分な規制が行えず、臭気指数規制が必要な地域がある旨の要望が市町村からあった場合

は、その導入について検討します。

三重県 本県では、尾鷲市において臭気指数規制１号規制を平成10年８月１日、２号規制を平成11年11月１日に導

入している。

① 臭気指数規制導入の発端となった事業場に対して、市が測定に基づく指導を行った。（１件）

② 臭気指数規制導入にあたり、その必要性とその効果について検討した。また、導入の際における事業場

説明及び住民周知。

③３号規制は法規則改正に併せて平成13年４月１日からの導入を予定している。
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自治体名 取 組 事 例 内 容

大阪府 大阪府内（大阪市及び堺市を除く）全域を指定地域として、特定悪臭物質22物質について物質濃度規制を

採用している。

嗅覚測定法については、府内においては大阪市、東大阪市、八尾市、泉大津市が要綱等により補完的な測

定方法として導入している。

なお、臭気指数１号規制が導入された平成８年に府内市町村の意向調査を行ったが、積極的な推進を求め

る意見がなかった。今回、臭気指数規制の全容が明らかになったことから、府内各市町村に再度意向調査を

実施し、効果的な規制手法について検討する予定である。

兵庫県 ① 本県においては、臭気指数規制は、導入していない。

② 本県では、特定悪臭物質規制による問題は特に生じておらず、また、臭気指数規制の導入に係る市町

からの要望もないことから、臭気指数規制の導入を直ちに必要とする状況にない。

③ 上記の理由により、本県では、今のところ、臭気指数規制を導入する考えはない。

奈良県 現在、臭気濃度規制を盛り込んだ県悪臭防止対策指導要領（昭和６３年）の見直しを検討している。

鳥取県 当県では、臭気指数規制ではなく、特定悪臭物質規制を行っている。

現状では、特定悪臭物質規制で対応できない案件（複合臭等）が特にないため、臭気指数規制の導入につ

いては未定である。

島根県 ① 本県では、臭気指数規制をまだ採用していない。

② 市町村の状況（例：パルプ工場、繊維工場の有無等）に留意する必要がある。

③ 導入する予定である。

広島県 臭気指数による規制は今のところ実施していないが，市町村の意向を踏まえながら，導入について検討し

て参りたい。

山口県 ① 本県においては、悪臭防止法に基づく臭気指数規制は導入していない。

② 同上

③ 臭気指数規制の導入については、引き続き検討を行う。（直ちに導入予定はない）

徳島県 ① 処理した事例はない。

② 予算措置上の問題がある。

③ 現時点では検討していない。

香川県 ① 本県では、臭気指数規制を導入しておらず、実績なし。

② 臭気指数規制の導入に当たっては、規制区域・基準設定に関する事前調査、市町の意向聴取、臭気判定

士の養成等の課題がある。

③ 今後、市町の意見を聞きながら検討したい。

高知県 特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しており、現在のところ臭気指数による規制の導入予定はない。

福岡県 ①及び② 本県においては、現在臭気指数規制を導入していない。

③ 平成１２年度以降、法律に基づく規制を順次導入予定。

佐賀県 当県では、現在臭気指数規制の導入はしていない。今後の導入については、市町村の意見を聞きながら検

討することとしている。

長崎県 ① 本県では臭気指数による規制を採用している市町村はない。

② 〃

③ ３号規制基準の設定方法が国より示され、臭気指数規制基準の設定方法が３つ全部揃ったので、近日中

に臭気指数による規制を採用する市町村がないか調査をする予定である。

なお、本県では官能試験法（三点比較式臭袋法）に基づく悪臭評価を基本とした悪臭防止指導要綱

（昭和５９年５月１日施行）を制定している。
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自治体名 取 組 事 例 内 容

宮崎県 ① 現在のところ、臭気指数規制は採用していない。

② 規制区域や規制値の設定等が困難。

③ 未定

沖縄県 ① 本県では臭気指数規制を採用しておらず、嗅覚測定を行い苦情処理を実施した具体的事例もありませ

ん。

② 現在、県内に臭気判定士が２名しかおらず、臭気指数規制導入の際には県及び各市町村の臭気測定者の

育成及び臭気判定士の確保の必要性がある。

③ 本県では、現在悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しているところである。

近年、悪臭苦情形態が一定の事業場に限られたものから各種サービス業及び日常生活に起因する苦情

等、多様化する傾向にあることから本県においても臭気指数規制導入の必要性等について調査した上、導

入を検討することとしている。

札幌市 臭気指数の導入により、従来の物質規制では対応が困難であった複合臭等についても、市民の被害感覚に

沿った適切な指導が可能になりました。

①平成10年度

悪臭苦情件数５５件

臭気指数測定件数７件（内基準値超過５件）

平成11年度

悪臭苦情件数５４件

臭気指数測定件数５件（内基準値超過４件）

② 昭和59年度より北海道が策定した「官能試験法による臭気対策指導要綱」により、自ら臭気指数による

指導を行っていたため、本市及び事業者等において、運用上特段の問題はありません。

③ 悪臭防止法による臭気指数規制を導入する予定であります。

小樽市 本市では、悪臭防止法に基づく臭気指数規制が適用になる地域指定を現在行っておりませんが、以前から

北海道の指導要綱に基づいて、臭気指数の指導の際の指針としている。

苫小牧市 現在、悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制を適用しているが、臭気指数による規制については

「北海道官能試験法による悪臭対策指導要綱」により機器測定法を補完するものとして導入している。

① 効果及び指導件数

要綱に基づく指導は行っていない（指導件数：０）

② 問題点・留意点

濃度規制基準（機器測定法）を大幅に下回っている場合でも、臭気指数を用いると指導基準を超える場

合が多数ある。これは、複合臭・未規制物質等が原因しているものと思われる。また、パネラーの恣意的

要素も考えられる。

③ ３号規制基準の導入予定

現在、導入予定はありません。

盛岡市 本市において，特定悪臭物質による濃度規制基準を適用しており，現在のところ臭気指数規制による規制

の予定はありません。

仙台市 本市では、悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制を適用しておりますが、市内に臭気指数規制で効

果のある複合臭発生事業所・区域がないので、導入の予定はありません。

特定悪臭物質による規制を基本とし、法律の補完として、低濃度の複合臭には臭気濃度による指導基準を

規定した、仙台市悪臭対策指導要項を併用して指導しております。

秋田市 ① 臭気指数規制は採用していないが、試験的に嗅覚測定法による調査を実施している。

その効果については現在検討中である。調査検体数：平成10年度 ５検体

② 緊急に測定が必要な場合のパネラーの確保が難しい

③ 未定

いわき市 悪臭の規制については、嗅覚測定法による規制（臭気指数規制）がより実際的であることから、本測定法

による規制の採用導入が必要であると考えている。
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自治体名 取 組 事 例 内 容

郡山市 本市も、現在悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制を適用しており、法による臭気指数規制につい

ては現在検討中である。

なお指針により臭気指数の規制（１号、２号）は実施している。

前橋市 本市を含め群馬県では臭気指数規制は採用されていないが、特に悪臭の発生の著しい市内の事業所につい

て本市独自で臭気規制を行っている。

市 川 市 本市では、市内全域において悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の規制基準を適用しているほか、平成１２

年４月１日に施行した市川市環境保全条例において、悪臭に係る特定施設の排出口及び当該特定施設を設置

する工場等の敷地境界線における臭気濃度の規制基準を設けている。

臭気濃度の規制基準を設けたことにより、複合臭による悪臭公害にもより的確に対応できるようになった

が、本市の場合、特定施設及び特定工場等にのみ条例の規制基準が適用されるため、それ以外の施設等につ

いては、千葉県の悪臭防止対策の指針における指導目標値を適用し指導にあたることとなっている。

また、市でも臭気濃度の測定を行えるよう測定に用いる備品等は整えてあるが、測定の精度や測定に係る

人員の確保等の問題から、民間の測定機関に委託して測定を行っているのが現状である。

この度、臭気指数の３号規制の設定方法が告示されるにあたり、条例において排出水の規制をどのように

扱っていくのか、また、悪臭防止法の特定悪臭物質の規制から臭気指数の規制に切り替えていくべきか、今

後検討していかなければならない課題である。

横浜市 ① 本市では，悪臭防止法においては特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しておりますが，本市独自の要綱

である「悪臭対策の暫定指導基準」を昭和５７年４月に制定し，三点比較式臭袋法による臭気指数基準を

併用しております。

悪臭苦情は悪臭物質の濃度が低い場合や複合臭による場合が多く，特定悪臭物質の濃度規制基準の適用

だけでは苦情対応が難しいため，三点比較式臭袋法による測定を年間１５件程度実施し，改善指導を進め

る際に活用しております。

② すでに臭気指数規制の１号規制基準，２号規制基準が設定されていますが，２号規制基準は１号規制基

準との適合を図るため大気拡散式を用い，さらに拡散に対する建物の影響などを考慮しているため，周辺

最大建物高さなどの測定項目が多く規制基準の算出方法が複雑になっています。

導入及び運用に当たっては，従来の規制指導に支障なく進めることができるかどうかが課題と考えてお

ります。

③ 現在のところ，悪臭防止法では特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しており，臭気指数規制の導入につ

いては検討を進めているところですが，導入については３号規制も含めてまだ未定です。

川崎市 ① 現状の規制は，特定悪臭物質２２物質について，規制基準を設定しており，臭気指数規制は導入してい

ない。

②，③ 臭気指数３号規制が定まった時点で，臭気指数規制の導入について検討することを考えているが，

嗅覚測定法による指導要綱（神奈川県）を施行しており，新たに導入するという結論は得ていない。また，

平成７年の改正のさい，神奈川県，横浜市と導入に対して協議した経緯から，今後も神奈川県等と協議し，

対応していく考えである。

横須賀市 本市では、「悪臭防止法」と「神奈川県悪臭防止対策に関する指導要綱」に基づいて規制・指導してい

る。指導要綱では、臭気濃度による指導をおこなっている。

新潟市 ① 本市では，市条例に基づき実施しているが，ここ数年では年間１～２件程である。

運用面では，条例指定施設以外の施設に対しても臭気濃度を測定し，対策を要請するなど一定の効果

があったと考えている。

③ 現在，悪臭防止法に基づく濃度規制基準を適用しているが，平成１５年度中に新潟県が臭気指数に る

規制を導入予定であることから，本市としても整合性をとるべく，臭気指数による規制（現在のところ１

号，２号規制基準のみ）を導入すべく検討を進めている。

富山市 ・本市は臭気指数による規制は行っていず、濃度による規制を行っている。

金沢市 金沢市では、濃度規制を適用しており、臭気指数規制の導入の予定はない。
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浜松市 ① 現在は、特定悪臭物質２２物質による濃度規制を採用しているので、具体的な処理件数等の該当事例は

ない。しかしながら、近年の生活型悪臭苦情に対応するため、平成13年度に臭気指数規制の導入を図りた

いと考えている。

②ア．事業所への周知及び規制方法への対応の可否

イ．パネラー選定方法等の測定体制の確立

ウ．規制地域及び基準値の設定方法

エ．環境庁通達の取り扱い

③ ３号規制方法については平成１２年６月１５日付けで施行規則が改正されたので、平成１３年の臭気規

制の導入と平行して実施する予定である。

清水市 本市では、現在悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しています。臭気指数規制につき

ましては、昭和61年9月に「悪臭防止対策の指針」を作成し、都市計画法の用途地域ごと排出口、敷地境界

と指導値を設け対応しています。平成12年4月より施行される臭気指数規制の排出水への規制につきまして

は今後検討していくよていです。

富士市 当市は現在悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しているが、昭和５５年に「富士市悪

臭公害防止対策指導要綱」を制定施行している。この要綱では、「三点比較式臭袋法」をその測定法として

採用（基準値としては法の１号規制および２号規制に対応）している。

当市については、現状の「悪臭防止法による物質濃度規制」と「市要綱による臭気濃度規制」の２重規制

が当市の悪臭防止には必要と考えるため当面悪臭防止法による臭気指数規制の導入の考えはない。

本市では、悪臭防止法に基づき、特定悪臭物質の規制基準による濃度規制を行なうとともに、昭和60年名古屋市

に「名古屋市悪臭対策指導基準」を施行し、敷地境界及び排出口における臭気濃度による指導を行なって

いる(参考資料参照)。測定方法は、悪臭の強さを判定する方法(悪臭官能試験法)を採用している。

① 臭気濃度規制を採用した効果

ア．未規制の物質による悪臭や、様々なにおいが混じり合う複合的な悪臭への対応ができ、濃度規制と

ともに効果的な規制・指導ができる。

イ．悪臭官能試験は、広く一般市民からの公募によるパネルを採用し、悪臭公害防止の啓発について効

果がある。

悪臭官能試験の実績

年 度 事業場数 検体数

９ 年 ５ １６

10 年 ３ １１

11 年 ８ ２３

② 臭気濃度規制の問題点

悪臭官能試験を行なう際、市民のパネルに依頼しており、実施までに時間を要し、緊急時の対応が困

難である。

なお、緊急時に対応するため、本市で特に悪臭問題の多い地域について、職員がパネルとなり、悪臭

官能試験を行なえるよう体制を整えた。

③ 3号規制基準の導入方法

本市は現在、3号規制基準に関しては、悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の規制基準による規制を行な

っており、現在のところ臭気指数の導入予定はしていない。

豊橋市 本市も濃度規制を採用しているが、今後問題が複雑化すれば、臭気指数による規制も検討する。しかし、

臭気対策は難しい点もあるので、今後も、建築確認申請時等に公害未然防止の観点から、パンフレットによ

り対策を促したい。

四日市市 現在のところでは臭気指数による規制を導入しておりませんが、必要に応じて今後検討していきたいと考

えております。
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京都市 本市では，悪臭防止法による特定悪臭物質の濃度規制を採用しています。

臭気指数規制の導入について，本市は悪臭発生事業場が点在しており，面的な規制地域の指定が困難であ

るため採用していません。

ただし，特定悪臭物質により規制できない悪臭発生源の指導については，昭和６０年に「京都市官能試験

法運用指針」を作成し実施しています。

① 臭気指数規制を採用していませんが，本市の「京都市官能試験法運用指針」による指導の結果につい

てみると，特定悪臭物質の濃度規制のできない事業場に対して効果があります。

② 地域の指定が困難なため導入の予定はありません。

③ 導入の予定はありません。

大阪市 ① 本市では、現在悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制基準を適用してしております。

嗅覚測定法による規制は「大阪市悪臭防止指導要綱」で実施しております。

平成１１年度の悪臭苦情件数は、４５１件で嗅覚測定法による測定件数は４１件（８８検体）であり、

その結果を基に、苦情の解決を図ってきました。

また、規制物質であっても基準以下の低濃度複合臭や規制物質でないものなどの苦情については、嗅覚

測定法により臭気の強さを測定し、苦情の解決に努めております。

② 本市における悪臭防止法に基づく規制は、市域全域を規制地域とし、全域に同じ基準値を設定しており

ます。これは、多種多様な業種の工場・事業場が市域全域に混在していることや、海陸風により市域全域

への影響が考えられることからです。

また、悪臭防止法に基づく臭気指数規制の導入については、予定しておりません。

③ 現在のところ導入予定はありません。

堺市 本市は、特定悪臭物質の濃度規制を採用しており、臭気指数規制は行っていないが、今後の検討課題とし

ている。

八尾市 ① 本市においては、昭和６０年より臭気濃度による規制を指針（八尾市悪臭防止指導指針）によって実施

し、工場等に対して測定、指導等を行っている。現在のところ、1号及び2号規制のみであるが、その効果

は以下のとおりである。

１．通常の悪臭苦情では、単一の物質が規制基準値以下でも実際は複合臭の相乗効果によって、臭いが強

まることが多く、物質規制による規制は困難である。嗅覚測定法では、人間の嗅覚を用いるため、そう

いった事例にも柔軟に対処できる。

（例：植木剪定くずの保管場所からの醗酵臭）

２．特定悪臭物質には該当しない物質が原因の苦情にも対応できる。

（例：せっけん・洗剤製造会社の石けん臭）

３．具体的な処理件数

平成１１年度の測定件数は２件である。

② 嗅覚測定の判定試験では、精度管理に注意する必要がある。例えば、臭い袋の調整室、判定試験室は、

検体への汚染を防ぐため、無臭にしなくてはならないし、試料を無臭の臭い袋に注入する際にも正確な

希釈倍数になるように注意しなくてはならない。また、嗅覚測定は人間の嗅覚を利用するため、パネルの

体調、化粧等にも留意する必要がある。

なお、本市においては、平成13年4月より特例市となることから、規制地域の指定・規制基準の設定等

の事務を行うことになる。そこで、来年度に向けてそれらの作業を行っていく予定であるが、他の特例

市、政令市及び大阪府と規制地域・規制基準値のばらつきが懸念されることから、調整を行う必要があ

る。

③ 現在のところ、悪臭防止法、八尾市悪臭防止指導指針のどちらにおいても導入の予定はない。

神戸市 ① 本市では悪臭防止法にかかる規制については特定悪臭物質22物質の濃度により指導等を行っている。

しかし濃度による規制では、十分な対応ができないと考えられるため、「神戸市悪臭防止暫定指導指

針」を設け、嗅覚測定法による対策指導の目標としている。

平成11年度における嗅覚測定法による測定実績は12件である。

② 上記のとおり、法による規制については濃度による規制を採用していることから、嗅覚測定法による方

法では、本市においては法的拘束しないのが現状である。また、濃度による測定では主要成分の定性・定

量分析が比較的可能であることから、具体的な対策指導が行いやすいなどの利点がある。

③ 上記の「神戸市悪臭防止暫定指針」に３号規制を盛り込むかどうかは、検討中である。
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姫路市 ① 特定悪臭物質の濃度規制のみ。

② 採用していない。

③ 導入予定はない。

加古川市 ① 処理実績はありません。

② 県単位などである程度の自治体がまとまって導入することで、導入が効果的になると考えます。

③ 当市では１号、２号規制を含め、今のところ臭気指数規制を導入する予定はありません。今後は、県内

の自治体の動向を踏まえ、検討をします

広島市 本市では、嗅覚測定法による規制は採用していないが、悪臭苦情への対応については、敷地境界、気体排

出口における臭気指数を測定し、指導上の資料としている。（排出水に係る悪臭苦情についてはほとんど事

例がない。）

なお、臭気指数規制の指導については、苦情対応の実績を踏まえ、検討する考えである。

呉市 本市では，特定悪臭物質の濃度規制基準を適用している。

高松市 導入予定なし。ただし，悪臭苦情に対する住民の要望に十分に答えれるためには，臭気規制の導入も必要と

考えられる。

高知市 本市は，特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しています。現在のところ臭気指数規制の導入は検討してい

ません。

福岡市 ① 本市では平成7年6月に福岡市悪臭対策指導要綱を制定し、嗅覚測定を実施しています。

平成11年度の検査数 ： ８事業所、２６地点（敷地境界、原臭等）の検査を実施

指導基準超過の事業所には指導書を交付し、指導しています。

また、平成10年には同要綱を適用することにより、長年の懸案であった苦情の解決が図られた事例があ

ります。

② 特定悪臭物質の濃度規制を補完するために、本市では要綱を制定して臭気指数の導入を行っておりま

す。

要綱 違反の事業者に対しては指導を行っており、苦情解決のためにはこれも一つの合理的な方法だと

考えています。

③ 要綱への導入を検討しています。

北九州市 本市では、現在悪臭防止法に基づく特定悪臭物質の濃度規制を適用し、市内全域を規制地域に指定してい

ますが、この濃度規制によっては規制地域のうちに生活環境を保全することが十分でないと認められるよう

な区域がないため、現在のところ、悪臭防止法に基づく臭気指数規制を導入する予定はございません。

長崎市 ① 採用していない。

② 特定悪臭物質規制と臭気指数規制の併用ができないため、臭気指数規制地域では特定悪臭物質を測定

しない場合に悪臭防止対策方法の検討が困難となる。

③ 導入予定なし。

佐世保市 現在のところ、本市では、一部の区域で特定悪臭物質の濃度規制基準を適用しています。なお、市内全域

を対象としては、長崎県公害防止条例（燃焼不適物の焼却禁止）及び長崎県悪臭防止指導要綱（三点比較式

臭袋法による臭気濃度規制）が適用されます。

臭気指数規制の導入については、人的な問題等もあり今後の検討課題であると考えています。

鹿児島市 臭気指数規制については、まだ採用していないが、悪臭防止対策上有効な方法であり、今後検討すること

としている。

新宿区 ① 指導がしやすい

② なし

③ 予定なし。
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文京区 規制方法の導入及び運用上の問題点としてパネラー及び嗅覚測定士の人選等の問題について検討する必要が

あると思われますが、現状での取り組みの計画はありません。

墨田区 臭気指数規制への取組予定なし

東京都公害防止条例で対応している

品川区 ① 臭気指数での処理件数 ２ 回/年

② 苦情対応のとき、客観的に指導ができる。

③ ３号規制基準を採用するには、機器（採取器）等の導入が必要になるので現在実施していないが、今後

の問題として予算要求を検討している。

足立区 区では東京都の条例に基づいて規制を行なっています。都の悪臭の判定には「三点比較式臭袋法」が用い

られてます

葛飾区 本区では、悪臭の規制は東京都公害防止条例の臭気濃度で定めている。区として、区民１６人をパネルと

して登録し、必要に応じ召集して、パネルテストを実施している。しかし、最近４年間は、苦情対象施設が

無く、実施していない。また東京都公害防止条例では有害物質（３２物質）の規制もあり、悪臭苦情として

申し入れのあった事業場においても、悪臭物質が特定できる事業場については検知管で測定し、有害物質と

して規制している。
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環境省が平成１０～１１年度４県市に委託して実施した実態調査結果を表６－１に、実態調査結果から

算出した臭気強度を表６－２に示す。

表６－１（１） 地方自治体が実施した実態調査結果

（注）NDは定量下限値未満

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
アンモニ
ア

メチルメ
ルカプタ

硫化水素
硫化メチ
ル

二硫化メ
チル

トリメチル
アミン

アセトア
ルデヒド

プロピオ
ンアルデ

ノルマル
ブチルア

イソブチ
ルアルデ

ノルマル
バレルア

イソバレ
ルアルデ

敷地境界 10未満 0.34 ND 0.0025 0.0031 ND ND
発生源１ 17 0.4 ND 0.0023 0.003 ND 0.0013
発生源2 19 0.68 ND ND 0.0038 ND 0.0026
敷地境界 16 1.06 ND 0.0023 0.0028 ND ND
発生源１ 16 4.3 ND 0.0024 0.024 0.0028 0.0037
発生源2 14 1.4 ND 0.0023 0.0066 ND 0.0015
敷地境界 10未満 0.18 ND ND ND ND ND
発生源１ 24 0.58 ND 0.0003 ND ND ND
発生源2 30 0.43 ND ND ND ND 0.0041
敷地境界 10未満 0.3 ND 0.0033 0.0066 ND ND
発生源１ 47 0.35 1.1 8.3 0.5 ND 0.0017
発生源2 22 0.81 0.0011 0.021 0.0043 ND ND
敷地境界 10未満 0.27 ND 0.0029 0.0022 ND ND
発生源１ 27 0.37 ND 0.0081 0.002 ND ND
発生源2 17 0.35 ND 0.035 0.0022 ND ND
敷地境界 16 0.61 ND 0.0048 ND ND 0.0041
発生源１ 25 1.02 0.0094 0.054 0.0043 ND 0.0057
発生源2 20 0.61 ND 0.14 ND ND 0.0053
敷地境界 10未満 0.16 ND 0.0024 ND ND 0.0026
発生源１ 31 0.43 0.15 0.11 0.01 0.036 0.092
発生源2 34 0.48 0.14 0.068 0.01 0.036 0.085
敷地境界 18 0.2 ND 0.0072 ND ND 0.0011
発生源１ 29 0.29 0.086 0.12 ND ND 0.068
発生源2 27 0.35 0.021 0.043 ND ND 0.091
敷地境界 15 ND ND 0.0032 ND ND ND
発生源１ 20 0.15 0.0048 0.086 ND ND ND
発生源2 21 0.2 0.0096 0.045 ND ND ND
敷地境界 17 ND ND 0.0064 ND ND ND
発生源１ 25 ND ND 0.014 0.009 ND ND
発生源2 27 ND 0.01 0.02 0.056 0.008 ND
敷地境界 18
発生源１ 20
発生源2 31
敷地境界1 10未満 0.2 ND ND ND ND ND 0.002 ND ND ND ND ND
敷地境界2 14 0.53 ND ND ND ND ND 0.002 ND ND ND ND ND
敷地境界1 14 2.9 ND ND ND ND ND 0.003 ND ND ND ND ND
敷地境界2 12 0.85 ND ND ND ND ND 0.002 ND ND ND ND ND
敷地境界3 10未満 0.27 ND ND ND ND ND 0.005 ND ND ND ND ND
敷地境界1 13 0.2 ND ND ND ND ND 0.004 ND ND ND ND ND
敷地境界2 13 0.2 ND ND ND ND ND 0.005 ND ND ND ND ND
敷地境界1 10未満 0.3 ND ND ND ND ND 0.004 ND ND ND ND ND
敷地境界2 25 0.2 ND 0.038 ND ND ND 0.004 ND ND ND ND ND
敷地境界3 17 0.2 ND 0.0022 ND ND ND 0.004 ND ND ND ND ND
敷地境界1 15 ND ND ND ND 0.003 ND ND ND ND ND
敷地境界2 10未満 ND ND ND ND 0.003 ND ND ND ND ND
敷地境界1 15 ND ND 0.001 ND ND ND ND ND
敷地境界2 10未満 0.21 ND 0.001 ND ND ND ND ND
敷地境界3 12 ND ND 0.005 ND ND ND ND ND
発生源 16 0.0087 0.0083 0.17 0.096 ND 0.077
敷地境界1 13 0.0031 ND ND 0.0025 ND ND
敷地境界2 10未満 0.0043 ND ND 0.0026 ND 0.0005
敷地境界1 10未満 0.06 ND 0.011 ND ND 0.0019
敷地境界2 10未満 ND ND 0.013 ND ND 0.0019
発生源 10未満 0.087 0.011 ND 0.0037 ND 0.002
敷地境界1 10未満 0.0028 ND ND 0.001 ND 0.0007
敷地境界2 10未満 0.0088 ND ND ND ND ND
発生源 31 0.091 0.015 ND 0.02 0.0006 0.012
敷地境界1 10未満 0.006 0.0005 ND ND ND ND
敷地境界2 19 0.027 0.0037 ND 0.0013 ND 0.0013
発生源 21 0.064 0.002 ND ND ND 0.0005
敷地境界1 10未満 0.0061 0.0007 ND ND ND ND
敷地境界2 10未満 0.0054 ND ND 0.0008 ND 0.001
発生源 40 7.3 0.025 0.011 ND 0.029 0.016
敷地境界1 10未満 0.0036 0.0006 ND ND ND ND
敷地境界2 15 0.01 0.0009 ND ND ND ND

Ａ自動車部品製造工場 敷地境界 13 ND 0.003 ND ND ND ND ND
Ｂ鋳物工場 敷地境界 21 ND ND ND ND ND ND ND
Ｃ印刷工場 敷地境界 10未満 ND ND ND ND ND ND
Ｄ化学工場（樹脂含浸） 敷地境界 12
Ｅ養鶏場 敷地境界 27 8.7 0.0007 ND ND ND 0.0067
Ｆ塗装工場 敷地境界 11 0.003 ND ND ND ND ND

Ｃ県

Ｄ市

Ｋ塗装業（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装）

Ａ養鶏場

Ｂ養鶏場

Ｃ養豚場

Ｄ下水処理場

Ｅ金属工業（印刷・塗装）

Ｂ県

実施
自治
体

Ａ養牛場（乳牛）

Ｂ養鶏場（採卵）

Ｉ化製場

Ｄし尿処理場

Ａ県

Ｃ水産加工場（鰹節製造）

Ｅパルプ工場

Ｆ養豚場

採取場所 臭気指数

特定悪臭物質濃度

Ｅ調理場

事業場業種

Ｊｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ工場

Ｈ飼料肥料製造工場

Ｇ魚腸骨処理場

Ｆ菓子工場

Ｆ製作所（鋳造）

Ａ製作所（塗装）

Ｂ下水処理場

Ｃ鋳物工場

Ｄ鋳物工場
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表６－１（２） 地方自治体が実施した実態調査結果

（注）NDは定量下限値未満

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
イソブタ
ノール

酢酸エチ
ル

メチルイソ
ブチルケ

トルエン スチレン キシレン
プロピオ
ン酸

ノルマル
酪酸

ノルマル
吉草酸

イソ吉草
酸

敷地境界 ND ND ND ND
発生源１ ND ND ND ND
発生源2 ND ND ND ND
敷地境界 ND ND ND ND
発生源１ 0.0039 0.0019 ND 0.0005
発生源2 0.0008 ND ND ND
敷地境界 0.0008 ND ND 0.0007
発生源１ 0.0008 ND ND 0.0007
発生源2 0.0008 ND ND ND
敷地境界 ND ND ND ND
発生源１ 0.0008 ND ND ND
発生源2 0.001 ND ND ND
敷地境界 ND ND ND ND
発生源１ ND ND ND ND
発生源2 ND ND ND ND
敷地境界 0.001 0.001 ND 0.0014
発生源１ 0.0075 0.0059 0.0021 0.0032
発生源2 0.0032 0.0024 ND 0.0022
敷地境界 0.0012 0.0008 ND 0.0011
発生源１ 0.0035 0.0033 ND 0.0018
発生源2 0.0013 0.0015 ND 0.0011
敷地境界 0.0011 0.0008 0.0005 0.0008
発生源１ 0.031 0.037 ND 0.0084
発生源2 0.043 0.04 ND 0.017
敷地境界 0.002 0.0009 ND 0.0025
発生源１ 0.0025 0.0016 0.0008 0.0021
発生源2 0.0025 0.0012 0.0008 0.0031
敷地境界 ND ND ND ND
発生源１ ND ND ND ND
発生源2 ND ND ND ND
敷地境界 0.08 ND 0.3 0.5 ND 0.3
発生源１ ND ND 0.1 48 ND 1.1
発生源2 0.3 ND 15 8.2 ND 0.6
敷地境界1 0.002 ND ND ND
敷地境界2 ND 0.0006 ND ND
敷地境界1 ND 0.0045 0.0005 0.0004
敷地境界2 0.001 0.0012 ND ND
敷地境界3 ND 0.0003 ND ND
敷地境界1 ND 0.0006 ND ND
敷地境界2 0.001 0.0017 ND ND
敷地境界1 ND 0.001 ND ND
敷地境界2 ND 0.0004 0.0004 ND
敷地境界3 0.001 0.0003 ND ND
敷地境界1 0.01 ND ND ND 0.01 ND ND 0.0005 ND ND
敷地境界2 ND ND ND 0.01 ND ND ND 0.0004 ND ND
敷地境界1 ND ND ND ND ND ND ND 0.0006 ND ND
敷地境界2 ND ND ND ND ND ND ND 0.0005 ND ND
敷地境界3 ND 0.03 ND ND ND ND ND 0.0006 0.0003 ND
発生源 8.3 0.49 0.26 0.6 0.29 6.3
敷地境界1 ND ND ND ND ND ND
敷地境界2 ND ND ND 0.01 ND ND
敷地境界1
敷地境界2
発生源 ND ND ND ND ND ND
敷地境界1 ND ND ND ND ND ND
敷地境界2 ND ND ND ND ND ND
発生源 ND ND ND 0.34 ND 0.01
敷地境界1 ND ND ND ND ND ND
敷地境界2 ND ND ND 0.01 ND ND
発生源 ND ND ND ND ND ND 0.0005 0.0006 ND ND
敷地境界1 ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND
敷地境界2 ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND
発生源 0.02 ND ND 0.02 ND ND 0.0013 0.0012 ND ND
敷地境界1 ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND
敷地境界2 ND ND ND ND ND ND ND ND ND ND

Ａ自動車部品製造工場 敷地境界 ND ND ND
Ｂ鋳物工場 敷地境界
Ｃ印刷工場 敷地境界 ND ND ND ND ND ND
Ｄ化学工場（樹脂含浸） 敷地境界 ND ND ND ND ND ND
Ｅ養鶏場 敷地境界 ND 0.0003 ND 0.0012
Ｆ塗装工場 敷地境界 ND ND ND ND ND ND

Ｄ市

特定悪臭物質濃度

Ｃ県

Ａ製作所（塗装）

Ｂ下水処理場

Ｃ鋳物工場

Ｄ鋳物工場

Ｅ調理場

Ｆ菓子工場

Ｋ塗装業（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装）

Ｂ県

Ａ養鶏場

Ｂ養鶏場

Ｃ養豚場

Ｄ下水処理場

Ｅ金属工業（印刷・塗装）

Ｆ製作所（鋳造）

Ｇ魚腸骨処理場

Ｈ飼料肥料製造工場

Ｉ化製場

Ｊｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ工場

実施自
治体

事業場業種 採取場所

Ａ県

Ａ養牛場（乳牛）

Ｂ養鶏場（採卵）

Ｃ水産加工場（鰹節製造）

Ｄし尿処理場

Ｅパルプ工場

Ｆ養豚場
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表６－２（１）実態調査結果から算出した臭気強度

（注）臭気指数から臭気強度の換算値は、昭和58年～平成４年までの全国データを基に求めた回帰式により、物質濃度から臭気強度への換

算式は「悪臭防止行政ガイドブック」による換算式から算出した。

また、臭気指数「１０未満」については換算臭気強度「２．５未満 、物質濃度「ＮＤ」については「－」で示した。」

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12
アンモニ
ア

メチルメ
ルカプタ

硫化水素
硫化メチ
ル

二硫化メ
チル

トリメチル
アミン

アセトア
ルデヒド

プロピオ
ンアルデ

ノルマル
ブチルア

イソブチ
ルアルデ

ノルマル
バレルア

イソバレ
ルアルデ

敷地境界 2.5未満 1.6 － 1.7 2.1 － －
発生源１ 3.2 1.7 － 1.6 2.1 － 2.0
発生源2 3.4 2.1 － － 2.2 － 2.2
敷地境界 3.3 2.4 － 1.6 2.1 － －
発生源１ 3.3 3.4 － 1.7 2.8 2.0 2.4
発生源2 2.9 2.6 － 1.6 2.4 － 2.0
敷地境界 2.5未満 1.1 － － － － －
発生源１ 5.0 2.0 － 0.8 － － －
発生源2 6.3 1.8 － － － － 2.4
敷地境界 2.5未満 1.5 － 1.8 2.4 － －
発生源１ 9.9 1.6 6.0 5.0 3.8 － 2.1
発生源2 4.7 2.2 2.3 2.5 2.2 － －
敷地境界 2.5未満 1.4 － 1.7 2.0 － －
発生源１ 5.7 1.7 － 2.2 2.0 － －
発生源2 3.7 1.6 － 2.8 2.0 － －
敷地境界 3.2 2.0 － 1.9 － － 2.4
発生源１ 4.5 2.4 3.5 2.9 2.2 － 2.5
発生源2 3.7 2.0 － 3.3 － － 2.5
敷地境界 2.5未満 1.1 － 1.7 － － 2.2
発生源１ 6.4 1.8 5.0 3.2 2.5 3.1 3.6
発生源2 7.0 1.8 4.9 3.0 2.5 3.1 3.6
敷地境界 4.3 1.2 － 2.1 － － 1.9
発生源１ 6.9 1.5 4.7 3.3 － － 3.5
発生源2 6.5 1.6 3.9 2.8 － － 3.6
敷地境界 3.0 － － 1.8 － － －
発生源１ 4.0 1.0 3.1 3.1 － － －
発生源2 4.2 1.2 3.5 2.9 － － －
敷地境界 3.4 － － 2.1 － － －
発生源１ 6.0 － － 2.4 2.5 － －
発生源2 6.6 － 3.5 2.5 3.1 2.4 －
敷地境界 3.3
発生源１ 3.7
発生源2 5.8
敷地境界1 2.5未満 1.2 － － － － － 1.1 － － － － －
敷地境界2 2.9 1.9 － － － － － 1.1 － － － － －
敷地境界1 2.9 3.2 － － － － － 1.3 － － － － －
敷地境界2 2.6 2.3 － － － － － 1.1 － － － － －
敷地境界3 2.5未満 1.4 － － － － － 1.5 － － － － －
敷地境界1 2.8 1.2 － － － － － 1.4 － － － － －
敷地境界2 2.8 1.2 － － － － － 1.5 － － － － －
敷地境界1 2.5未満 1.5 － － － － － 1.4 － － － － －
敷地境界2 5.3 1.2 － 2.8 － － － 1.4 － － － － －
敷地境界3 3.7 1.2 － 1.6 － － － 1.4 － － － － －
敷地境界1 2.7 － － － － 1.3 － － － － －
敷地境界2 2.5未満 － － － － 1.3 － － － － －
敷地境界1 3.3 － － 0.8 － － － － －
敷地境界2 2.5未満 1.2 － 0.8 － － － － －
敷地境界3 2.7 － － 1.5 － － － － －
発生源 2.9 1.8 1.8 3.8 3.2 － 4.5
敷地境界1 2.4 1.3 － － 1.5 － －
敷地境界2 2.5未満 1.5 － － 1.5 － 1.6
敷地境界1 2.5未満 0.3 － 2.3 － － 2.1
敷地境界2 2.5未満 － － 2.3 － － 2.1
発生源 2.5未満 2.8 1.9 － 1.7 － 2.4
敷地境界1 2.5未満 1.3 － － 1.1 － 1.8
敷地境界2 2.5未満 1.8 － － － － －
発生源 6.4 2.8 2.0 － 2.4 0.9 3.4
敷地境界1 2.5未満 1.6 0.5 － － － －
敷地境界2 4.0 2.3 1.4 － 1.2 － 2.1
発生源 3.5 2.6 1.1 － － － 1.6
敷地境界1 2.5未満 1.6 0.7 － － － －
敷地境界2 2.5未満 1.6 － － 0.9 － 2.0
発生源 7.3 4.7 2.2 2.6 － 3.2 3.6
敷地境界1 2.5未満 1.4 0.6 － － － －
敷地境界2 2.9 1.8 0.8 － － － －

Ａ自動車部品製造工場 敷地境界 3.1 － 1.3 － － － － －
Ｂ鋳物工場 敷地境界 4.4 － － － － － － －
Ｃ印刷工場 敷地境界 2.5未満 － － － － － －
Ｄ化学工場（樹脂含浸） 敷地境界 2.6
Ｅ養鶏場 敷地境界 5.2 3.9 2.0 － － － 2.6
Ｆ塗装工場 敷地境界 2.0 1.3 － － － － －

Ｄ市

実施自
治体

事業場業種 採取場所

Ａ養牛場（乳牛）

Ａ県

Ｂ県

Ｃ県

Ｂ養鶏場（採卵）

Ｂ養鶏場

臭気指数
から換算し
た臭気強
度

Ｇ魚腸骨処理場

Ｈ飼料肥料製造工場

Ｉ化製場

Ｅ金属工業（印刷・塗装）

Ｆ養豚場

Ｃ養豚場

Ｄ下水処理場

Ａ養鶏場

Ｋ塗装業（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装）

Ｃ水産加工場（鰹節製造）

Ｄし尿処理場

Ｅパルプ工場

Ｆ菓子工場

Ａ製作所（塗装）

Ｂ下水処理場

Ｃ鋳物工場

Ｄ鋳物工場

特定悪臭物質濃度から換算した臭気強度

Ｅ調理場

Ｆ製作所（鋳造）

Ｊｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ工場
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表６－２（２）実態調査結果から算出した臭気強度

（注）臭気指数から臭気強度の換算値は、昭和58年～平成４年までの全国データを基に求めた回帰式により、物質濃度

から臭気強度への換算式は「悪臭防止行政ガイドブック」による換算式から算出した。

また、臭気指数「１０未満」については換算臭気強度「２．５未満 、物質濃度「ＮＤ」については「－」で示した。」

13 14 15 16 17 18 19 20 21 22
イソブタ
ノール

酢酸エチ
ル

メチルイソ
ブチルケ

トルエン スチレン キシレン
プロピオ
ン酸

ノルマル
酪酸

ノルマル
吉草酸

イソ吉草
酸

敷地境界 － － － －
発生源１ － － － －
発生源2 － － － －
敷地境界 － － － －
発生源１ 1.5 2.9 － 2.1
発生源2 0.5 － － －
敷地境界 0.5 － － 2.2
発生源１ 0.5 － － 2.2
発生源2 0.5 － － －
敷地境界 － － － －
発生源１ 0.5 － － －
発生源2 0.7 － － －
敷地境界 － － － －
発生源１ － － － －
発生源2 － － － －
敷地境界 0.7 2.5 － 2.5
発生源１ 1.9 3.5 3.1 2.9
発生源2 1.4 3.0 － 2.8
敷地境界 0.8 2.4 － 2.4
発生源１ 1.4 3.2 － 2.7
発生源2 0.8 2.7 － 2.4
敷地境界 0.7 2.4 2.1 2.3
発生源１ 2.8 4.5 － 3.4
発生源2 3.0 4.6 － 3.7
敷地境界 1.1 2.4 － 2.8
発生源１ 1.2 2.8 2.4 2.7
発生源2 1.2 2.6 2.4 2.9
敷地境界 － － － －
発生源１ － － － －
発生源2 － － － －
敷地境界 1.7 － 1.4 0.6 － 1.6
発生源１ － － 0.6 3.4 － 2.5
発生源2 2.1 － 4.2 2.3 － 2.1
敷地境界1 1.1 － － －
敷地境界2 － 2.2 － －
敷地境界1 － 3.3 2.1 1.9
敷地境界2 0.7 2.6 － －
敷地境界3 － 1.8 － －
敷地境界1 － 2.2 － －
敷地境界2 0.7 2.8 － －
敷地境界1 － 2.5 － －
敷地境界2 － 2.0 1.9 －
敷地境界3 0.7 1.8 － －
敷地境界1 1.0 － － － 0.3 － － 2.1 － －
敷地境界2 － － － -1.8 － － － 2.0 － －
敷地境界1 － － － － － － － 2.2 － －
敷地境界2 － － － － － － － 2.1 － －
敷地境界3 － -0.3 － － － － － 2.2 1.7 －
発生源 3.3 1.4 1.3 0.7 2.3 3.7
敷地境界1 － － － － － －
敷地境界2 － － － -1.8 － －
敷地境界1
敷地境界2
発生源 － － － － － －
敷地境界1 － － － － － －
敷地境界2 － － － － － －
発生源 － － － 0.4 － -0.6
敷地境界1 － － － － － －
敷地境界2 － － － -1.8 － －
発生源 － － － － － － 0.2 2.2 － －
敷地境界1 － － － － － － － － － －
敷地境界2 － － － － － － － － － －
発生源 1.2 － － -1.3 － － 0.8 2.6 － －
敷地境界1 － － － － － － － － － －
敷地境界2 － － － － － － － － － －

Ａ自動車部品製造工場 敷地境界 － － －
Ｂ鋳物工場 敷地境界
Ｃ印刷工場 敷地境界 － － － － － －
Ｄ化学工場（樹脂含浸） 敷地境界 － － － － － －
Ｅ養鶏場 敷地境界 － 1.8 － 2.5
Ｆ塗装工場 敷地境界 － － － － － －

Ｄ市

特定悪臭物質濃度から換算した臭気強度

Ｃ県

Ａ製作所（塗装）

Ｂ下水処理場

Ｃ鋳物工場

Ｄ鋳物工場

Ｅ調理場

Ｆ菓子工場

Ｋ塗装業（ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ塗装）

Ｂ県

Ａ養鶏場

Ｂ養鶏場

Ｃ養豚場

Ｄ下水処理場

Ｅ金属工業（印刷・塗装）

Ｆ製作所（鋳造）

Ｇ魚腸骨処理場

Ｈ飼料肥料製造工場

Ｉ化製場

Ｊｸﾗﾌﾄﾊﾟﾙﾌﾟ工場

実施自
治体

事業場業種 採取場所

Ａ県

Ａ養牛場（乳牛）

Ｂ養鶏場（採卵）

Ｃ水産加工場（鰹節製造）

Ｄし尿処理場

Ｅパルプ工場

Ｆ養豚場



- 35 -

７ 臭気指数規制導入地方公共団体の取り組み

７－１ 静岡県

（１）静岡県における臭気指数規制導入までの背景

① 臭気指数規制による効果調査

平成８年４月に施行された改正悪臭防止法を受け、静岡県においては臭気指数規

、 。制を導入した時の効果について 平成９年度と平成１０年度に実態調査を実施した

調査は、静岡県の悪臭発生の代表業種である下記業種１０事業場の敷地境界及び

臭気発生源で採取した同一試料について臭気指数と特定悪臭物質濃度を測定し、そ

れぞれの測定値から算出した換算臭気強度を比較した。

換算臭気強度では、臭気指数値が特定悪臭物質濃度値より大部分の試料において

大きい値となり、臭気指数が人の嗅覚による臭気強度の感覚に近く、悪臭苦情に対

する有効性が認められた。

平成 ９年度 養豚場、化成場、魚腸骨処理場、肥・飼料製造事業場及び

クラフトパルプ製造事業場

平成１０年度 養牛場、養鶏場、水産食料品製造事業場、し尿処理場及び

その他のパルプ製造事業場

② 臭気指数規制導入意向調査

①の結果を受け、静岡県において臭気指数規制の導入を検討することとし、平成

１０年度末に県内全市町村に臭気指数規制導入の意向についてアンケート調査を実

施し、導入が適当と思われる市町村を選定した。

・臭気指数規制導入の希望の有無 ・導入時期 ・規制地域

・規制基準等についての質問

③ 臭気指数規制導入に向けてのヒアリング詳細調査

②のアンケート結果のもとに、平成１１年度に導入希望のあった１２市町村に対

し導入に向けてのヒアリングによる詳細調査を実施した。

調査は、導入希望市町村について個別にヒアリング等を実施し、アンケートの内

容の確認に加え、臭気指数規制と物質濃度規制との違いや、臭気指数規制導入後の

対応などについて概要説明を行った。

・悪臭防止法の体系

説明事項 ・臭気指数規制の概要

・物質濃度規制と臭気指数規制のメリット、デメリット

・悪臭苦情の有無

確認事項 ・悪臭苦情発生事業場の特定悪臭物質濃度測定の有無

・臭気測定の予算措置状況
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この調査は、法内容についての誤解や理解不十分により、導入作業開始後に認識

の相違から作業の延期や中止等のトラブルを未然に避けるため、実施することが望

まれる。

また、市町村内で上層部・関係他部署（商工、農林等）との導入における意見調

整が済んでいるかどうかを確認することも必要である。

これが未調整の場合、臭気指数規制導入について関係部署の理解が得られず再検

討が必要になる場合も考えられる。

④ 臭気指数規制導入市町村の選定

③の臭気指数規制導入に向けてのヒアリング詳細調査の結果、下記の理由により

９市町村が導入を見送った。

・物質濃度規制で対応が可能

・臭気指数規制と物質濃度規制が併用できる、全市町村が同時導入する等、

誤解があった。

・他部局や内部での了解が得られていない。

最終的に導入が適当であると認められた３町については、次の事項について確認

し、臭気指数規制の導入に向けて、詳細調査を実施することとした。

、 、・管内に継続的に悪臭苦情が発生し かつ悪臭対策の取り組み要請に対し

改善が見られない事業場が存在する。

・測定値が現行の特定悪臭物質濃度基準値を下回っているため、法的措置

が難しく、事業者の自主的対策も進まないため、苦情解決の可能性が少

ない。

・臭気指数測定値が、現行法で目標とする臭気強度に対応する臭気指数を

超えているか又は超える可能性が高い。

・臭気指数規制導入後の調査費等予算措置がされている。

、 、 、なお 導入に向けて調査を開始する前に 各町の担当課に臭気指数規制の概要と

以後の日程等について説明した。

（２）臭気指数規制基準等の選定方法

３町において、事前調査及び実態把握調査を実施して必要な情報を集め、当該地域

での規制地域及び規制基準を定めた。

① 事前調査

事前調査は、規制地域の範囲、規制基準の選定時の必要な情報や実態調査を実施

するうえに必要な情報を得るために行った。
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・気象、地理等自然環境概況調査

・社会、歴史、土地利用等地域の特殊性調査

・悪臭苦情の現状調査

・臭気指数規制を導入した場合の問題点調査

② 実態把握調査

臭気指数の規制基準選定の参考資料とするため、各町内の主な悪臭発生事業場及

び臭気指数規制で基準違反の可能性があるものを中心に各々約１０事業場で実態測

定を実施した。調査は、各事業場の敷地境界の異なる２箇所で試料を採取し、臭気

質、臭気強度、臭気指数などについて測定した。

臭気指数調査では、継続的かつ深刻な苦情がある事業場での測定値が、

規制基準の選定に大きく関わってくる。

（３）臭気指数規制地域の範囲及び規制基準の選定

事前調査結果及び実態把握調査結果をもとに、関係町との協議を行いながら、規制

地域及び規制基準の選定を行った。

① 規制地域の範囲

今回臭気指数規制に規制方法を変更する３町は、町全域を現行の物質濃度規制地域

としており、事前調査の結果からも特に規制地域の変更を必要とする大きな要素がな

かったことから、臭気指数規制においても規制地域を同様に町全域とした。

、 、臭気指数規制地域の選定では 一部地域だけの規制という案もあったが

今回のように狭い地域内で物質濃度規制と臭気指数規制が混在するのは地

理的要因からも適当でないということで町全域とした。

しかし、物質濃度規制設定時と比べて土地使用状況が大きく変わり、そ

のままでは問題が生じる可能性がある場合などでは、区域割り変更等も検

討する必要があると思われる。

② 規制基準

今回の臭気指数規制を導入する３町の現行の特定悪臭物質濃度規制基準は、Ｅ基

（ 、 、 ） 、準 窒素化合物 低級脂肪酸には中庸で その他の物質については厳しい基準 で

この基準の目標とする臭気強度は２．５～３．０である。

事前調査、実態把握調査結果及び平成７年９月１３日付け環境庁大気保全局長通

知（物質濃度規制による規制基準に代えて臭気指数規制による基準値を定めるに当

たっては、当該目標たる臭気強度が変更されるものではない ）を参考に、当該３町。

においては目標とする臭気強度の変更はしなかった。

臭気指数値の選定では、目標とする臭気強度２．５～３．０に対応する臭気指数

は１０～１８であるが、実態把握調査結果、地域の自然的・社会的条件及び前記通



- 38 -

知（目標とする臭気強度に対応する臭気指数の範囲を求め、原則としてその上限値

をもって第１号規制基準を設定する ）を総合的に判断し、３町の臭気指数を１８と。

した。

当該３町での基準値選定では、臭気強度３．０に対応する他の臭気指数値

の選定も可能であったが、これまで規制のかかっていない事業場への配慮や

上限値の１８でも実態調査の結果、継続的に悪臭苦情のがある事業場に対し

て十分実効性のある値であること等を判断し、この値となった。

なお、目標とする臭気強度内での臭気指数規制基準では、規制基準違反に

ならないなど法による対応が難しい場合などには、目標となる臭気強度自体

を見直すなどの検討が必要と思われる。

（４）公示

３町における臭気指数の規制地域、規制基準値に関する基本案を作成後、下記スケ

ジュールで臭気指数規制の公示を実施した。

① 町への意見照会

悪臭防止法第５条第１項に基づき「悪臭防止法に係る規制地域等の改正について」

意見照会を実施

各町では、この意見照会について議会等で審議又は報告し、町内部での調

整を実施。

② ３町より「悪臭防止法に係る規制地域等の改正について」異議無しの回答を受け

る。

③ 静岡県公報により３町同時に臭気指数規制の告示を行った。なお、施行日が平成

、 、 、 。１３年４月１日であることから 臭気指数１号 ２号 ３号基準を同時に制定した

３町は既に物質濃度規制が実施されていたことから、同じ告示日に旧規制

に係る部分を削除し、新たに臭気指数規制を導入する手法で告示文を作成し

た。

④ 県環境審議会への報告

県環境審議会には、告示の内容等を報告した。
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７－２ 三重県

三重県では臭気指数規制の導入に向け、県下６９市町村を対象に意向調査を実施した

結果、尾鷲市、伊賀町及び津市の３市町から臭気指数規制の導入並びに規制地域の拡大

意向があったことから、当該市町について規制地域及び規制基準について検討を行い、

この結果、尾鷲市には臭気指数規制、津市及び伊賀町には物質濃度規制が適するとの判

断がされた。

三重県におけるこれら一連の検討結果を示す。

７－２－１ 市町村に対する意向調査（事前調査）結果

（１）調査目的

改正悪臭防止法が平成８年４月１日付けで施行され、嗅覚測定法を用いた規制方式が

導入されたことから、嗅覚測定法による規制方式の導入にあたっての基礎資料とするた

め、県内市町村の意向及び悪臭対策の状況を把握する。

（２）調査期間 平成８年８月

（３）調査内容

① 調査対象 県内６９市町村

② 調査項目 別添調査票のとおり

（４）調査結果

① 市町村意向調査

( )現在の特定悪臭物質による規制で悪臭苦情等に対して効果的な対応が図られていa
ますか。

○ 対応可能 ２８市町村（うち現行規制市町村 ６市町村） [ ]40.6%
○ 対応不可能 ４１市町村 未規制物質による悪臭苦情９市町村

[ ] 複合臭による悪臭苦情１３市町村59.4%
物質濃度と住民の被害感がマッチしない

２２市町村

その他 ６市町村

・専門知識のある者がいない。

・即時に測定ができない。

・生活に密着している。等

( )県では臭気指数規制の導入を検討しておりますが、貴市町村において導入するこb
とが適当と考えますか。その理由と併せてお答えください。

○ 導入した方がよい──────４５市町村 [ ]65.2%
【理由 ・濃度規制では悪臭苦情に対応できない】

・原因不明の臭気の苦情に対し、対応しやすい

・複合臭による苦情が予想される

（ ）○ 導入しない方がよい─２２市町村 [ ] うち対応不可能市町村 ６市町村31.9%
【理由 ・特に悪臭苦情がないので導入の必要はない】

・個人の感覚に格差があると思われるため、不適当である
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・現状で対応可能

なお、詳細については、別紙２のとおり

○ 別の規制方式を導入した方がよい（検討中を含む）──２市町村 [ ]2.9%
( )臭気指数規制の規制区域について、どの様に設定することが適当と考えますか。c
別図（略）を参考にその設定方法と併せてお答えください。

○ 現在の規制区域の範囲内で用途地域単位で設定する ２２市町村 [ ]48.9%
・住居系のみ ３市町村

・住居系と商業系 ５市町村

・すべての用途地域 ８市町村

○ 現在の規制区域の範囲内で町字単位で設定する １１市町村 [ ]24.4%
・町名で区分 ３市町村 ・大字名で区分 ２市町村

・図面上での区分 ２市町村 ・その他（全域指定） ２市町村

○ 現在の規制区域によらないで設定する ７市町村 [ ]15.6%
・町名で区分 １市町村

・大字名で区分 １市町村

・図面上での区分 ３市町村

○ 規制区域を１種、２種、３種等に区分し、設定する ５市町村 [ ]11.1%
( )臭気指数規制の規制基準値はどの様に設定することが適当と考えますか。d
○ 臭気指数の範囲の下限値（厳しい値） １５市町村 [ ]33.3%
○ 臭気指数の範囲の上限値（緩い値） ７市町村 [ ]15.6%
○ 業種区分に応じた臭気指数の値 ２３市町村 [ ]51.1%
( )臭気指数規制が導入された場合、概ね３年以内に貴市町村において嗅覚測定を実e
施することが可能ですか。

○ 可能（うち業者委託として ３市町村）１３市町村 [ ]28.9%
○ 不可能 ３２市町村 [ ]71.1%

( )その他悪臭防止行政についての意見f
・ あまり馴染みがないので、県において説明会や技術的指導をしてほしい。

・ 悪臭物質を取り扱う事業所等を登録制として、その使用方法、防臭対策の実施

を求める。

・ 事業開始前（計画段階）に業種によって悪臭の発生が予想される場合に、防止

施設の義務化等の法体系の見直しが大切である。
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７－２－２ 規制導入意向市町の現況について

尾鷲市についての現況を示すが、伊勢市、津市については略。

（１）現況

尾鷲市は県南部に位置し、面積 、人口 人であり、そのほとんどが尾193.1km2 26,016
鷲湾奥部の市街地に集中している。市街地は三方を数百ｍの山に囲まれており、一方が

海に面している。産業構造は、次表のとおりとなっており、その特色として、尾鷲ヒノ

キに代表される林業及び沿岸、近海、遠洋漁業等の水産業があげられる。

区 分 面 積( ) 区 分 就業者数 (人) 比率( )km2 %

6.8.1 1.20 242 1.9耕 地 ( ) 第１次

8.1.1 3.07 3,333 26.2宅 地 ( ) 第２次

8.4.1 177.25 9,158 71.9山 林 ( ) 第３次

7.10.1 193.10 12,733 100.0総面積( ) 計

注）三重県市町村要覧（平成８年度版） 注) 尾鷲市調べ

（２）悪臭に係る苦情の状況

悪臭に係る苦情の状況については、次表のとおりＡ水産加工センターに係る苦情が最

も多く、年間４０件前後で推移している。なお、平成７年度に著しく低下したが、これ

は、市の指導により脱臭炉を設置したことによるものである。その後、脱臭炉の故障等

により未稼働の状況が続いたことから、８年度以降再度上昇している。

その他悪臭に係る苦情については、炭焼き工場及びその他の苦情が年間数件程度発生

しており、そのほとんどが規制地域外である。

苦情件数 ５年度 ６年度 ７年度 ８年度 ９年度

Ａ水産加工センター ( ) ( ) ( ) ( ) ( )0 0 40 40 3 3 43 43 34 34

Ｂ炭焼き工場 ( ) ( ) ( ) ( ) ( )2 2 7 7 2 2 9 9 1 1

その他の事業場 ( ) ( ) ( ) ( ) ( )3 0 4 0 7 0 5 0 7 7

注１）尾鷲市調べ：( )内は内数で規制地域外を示す。(単位：延べ件数)

２）平成９年度は 月 日現在10 1

（３）規制の状況

① 規制地域は、都市計画区域内の人が多く居住する区域として、

、 、 、 、 、 、 、 、尾鷲市の区域のうち林町 南陽町 上野町 中央町 朝日町 港町 中井町 栄町

中村町、古戸町、末広町、野地町、坂場町、宮ノ上町、北浦町、国市松泉町、大字

天満浦、大字行野浦、大字大曽根浦、大字向井、大字矢ノ浜、大字南浦及び大字中

井浦の次の図に示す区域

を指定している。
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② 規制基準については、臭気強度 に対応する特定悪臭物質の濃度として、地2.5
域内一律の基準を適用している。

（４）悪臭苦情の現状

平成８年度の悪臭苦情件数を、この規制地域内と規制地域外の別で見ると苦情件数の

が規制地域内のものであり、効率的な地域指定がなされているものと思われる。77.9%
この反面、地域外からの苦情もみられることから、引き続き規制地域の拡大について検

討する余地が残されている。

また、これを発生源別にみると、工場・事業場に対する苦情については、製造工場関

、 、 、係及びサービス業・その他では 約 ％が規制地域内であるが 畜産農業については80
約 ％が規制地域外である。なお、非規制対象の発生源に対する苦情についても、60
製造工場関係と同様約 ％が規制地域内からのものであった。80

規制地域
発生源別

内 外

12 19畜産農業

51 10工場・ 製造工場関係
事業場

50 13に対す ｻｰﾋﾞｽ業
る苦情

小計（％） ( ) ( )113 41.7% 42 15.5%

1 0移動発生源

0 0建設作業現場

12 3非規制 下水・用水
対象の

1 0発生源 ごみ集積所
に対す

43 11る苦情 住宅・ｱﾊﾟｰﾄ

41 4不明

小計（％） ( ) ( )98 36.2% 18 6.6%

( ) ( )211 77.9% 60 22.1%
合 計（％）

( )271 100.0%

（５）特定悪臭物質による規制では十分な効果が見込まれない苦情件数

全苦情件数 件のうち工場・事業場（畜産農業、製造工場関係及びサービス業・271
その他）に対する苦情件数は 件( ) であり、このうち従来の規制方式である155 57.2%
特定悪臭物質による規制では十分な効果が見込まれない発生源に係る苦情件数は 件84
( ) であった。54.2%
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特定悪臭物質では
発生源別 苦情件数 十分な規制が見込

まれない苦情件数

31 2畜産農業

61 31工場・ 製造工場関係
事業場

63 51に対す ｻｰﾋﾞｽ業
る苦情

155 84小 計

1移動発生源

0建設作業現場

15非規制 下水・用水
対象の

1発生源 ごみ集積所
に対す

54る苦情 住宅・ｱﾊﾟｰﾄ

45不明

116小 計

271合 計

（６）悪臭発生源主要事業所概要

○ Ａ水産加工センター㈱

① 所在地 三重県尾鷲市

② 事業所概要 ・昭和 年 月 水産業の振興に寄与する目的で設立54 4
・平成 年 月 施設の老朽化による操業中断3 8
・平成 年 月 プラント改良工事終了、操業再開5 12
・従業員 名15

③ 主要製品

・フィッシュミール（魚粕 、魚油、ソリュブル（全量添加））

・魚滓処理能力： トン／時間4
④ 主な悪臭及び発生原因

・クッカー、コイルドライヤー等の煮熟、乾燥施設からの悪臭

・原料コンテナからの腐敗臭

⑤ 悪臭発生時期

・ 程度の弱い西風の時、地形的条件から夕方から夜半となることが多い1m/s
⑥ 悪臭による被害の状況

・中川以北市内全域 一般住民の不快感

⑦ 指導状況

市との公害防止協定に基づき、改善勧告・命令を発動、改善計画書の提出
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( ) 大気関係a
・ 自社測定の履行

・ ボイラー点検の実施

( ) 水質関係b
・ 自社測定の履行

・ 排水処理施設の改善等の検討

・ 魚函等の適正保管

( ) 悪臭関係c
・ 脱臭炉の稼働及び効果的脱臭法の検討

⑧ その他

・ 市との公害防止協定

・ 悪臭以外の公害 水質汚濁、大気汚染

○ Ｂ炭焼き工場

① 所在地 三重県尾鷲市

② 事業所概要

・平成 年 月 操業開始5 4
・従業員 名1

③ 主要製品

・炭（原材料：うばめがし） 年間生産量約 ｋｇ800
・釜容量（ トン）7

④ 主な悪臭及び発生原因

・炭焼き工程から発生するいぶし臭、酢酸臭

⑤ 悪臭発生時期( 工程約 週間)1 2

釜入れ 口焚き 点 火 焼落ち ねらし 釜出し

上記工程の点火後 日前後が臭いのピークとなる。2
⑥ 悪臭による被害の状況

倉の谷地域 一般住民の不快感

⑦ 指導状況

苦情申立てに応じ、工業技術センター、保健所等と立入調査を実施

・廃ガス洗浄施設の設置

・作業工程の管理等について指導を行っている。
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７－２－３ 検討結果

【尾鷲市】

（１）規制地域の設定

規制地域外に立地する発生源（魚腸骨処理場及び炭焼き工場）からの悪臭が尾鷲市

特有の地形、気象等の自然的条件により市街地に居住する住民に不快感を与えるおそ

れがあることから、現行の規制地域と併せ、当該地域を一体として地域指定を行うこ

とが適当であるとされた。

（２）規制基準の設定

規制基準は、規制地域の自然的、社会的条件及び発生源の立地状況等を勘案し、地

域区分を行い別個の基準を設定された。

なお、発生源の状況から物質濃度規制では十分な規制効果が見込まれない業種・

施設であること、特定悪臭物質の各濃度は敷地境界においてほとんど検出されない

こと及び当該発生源に係る苦情が依然として発生していることから臭気指数規制を

行うことが適当であるとされた。

① 現行規制地域

規制地域内に立地する工場・事業場及び周辺環境の臭気指数は 以下から の10 19
範 囲であり、尾鷲市特有の水産関係のにおいや潮のかおり等の地域にある程度許容

されるにおいがある。

現行の規制基準は、臭気強度 に対応する各物質の濃度として定められている2.5
2.5 10ことから 基本的事項及び調査結果等を勘案し 臭気強度 に対応する臭気指数、 、

から の範囲の上限値 とすることが適当であるとされた。15 15
② 新たな規制地域

、 、当該地域における住居や発生源の立地状況 基本的事項及び調査結果等を勘案し

臭気強度 に対応する臭気指数 から の範囲の上限値 とすることが適当で3.5 14 21 21
あるとされた。

なお、当該地域については、現在、未規制地域であるため、臭気強度 に対応3.5
する物質濃度規制を行う必要があることも併せて示された。

【伊賀町】

（１）規制地域の設定

① 畜産農業等による悪臭苦情が多発していること、発生源からの悪臭が盆地特有の

自然的条件により地域に居住する住民に不快感を与えるおそれがあることから、法

に基づく地域指定を行うことが適当であるとされた。

② なお、その地域については「まちづくり環境条例」との整合を図り、伊賀町の区

域のうち都市計画区域を指定することが適当であるとされた。

（２）規制基準の設定

発生源の状況から物質濃度規制で十分な規制効果が見込まれる業種であること、敷

地境界において単一の特定悪臭物質が検出されていることから物質濃度規制を行うこ

2.5とが適当であり 規制基準については 基本的事項及び調査結果を勘案し 臭気強度、 、 、

に対応する各物質の濃度として定めることが適当であり、地域区分については発生源
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の立地状況、地域の自然的、社会的条件から地域区分は行わず、地域全体に適用する

ことが適当であるとされた。

【津市】

（１）規制地域の設定

現行の規制地域については、都市計画法に基づく市街化区域を指定しているが、郊

外型の大規模団地が都市計画区域内の調整区域に多数立地しており、農業振興地域等

と隣接する場合もあることから、規制地域として追加指定することが適当であり、な

お、その範囲については用途地域への編入予定と併せて指定されることとされた。

（２）規制基準の設定

現行の規制基準については、臭気強度 に対応する各物質の濃度として定められ2.5
ており、追加指定を行う郊外型の大規模団地についても、都市形態等が現行の規制地

域と何ら変わらないこと及び基本的事項を勘案し、臭気強度 に対応する各物質の2.5
濃度として定めることが適当であるとされた。



- 47 -

７－３ 札幌市

７－３－１ 臭気指数規制導入の背景

札幌市では、悪臭苦情に対応する必要から昭和５９年度より北海道が制定した「官能

試験法による悪臭対策指導要綱 （以下 「要綱」という ）に基づき、臭気指数による」 、 。

指導を実施してきた経緯がある。平成７年の法改正に伴い臭気指数規制導入へ向けて、

一般環境における臭気の実態調査等を実施し、規制基準と規制範囲について検討を行っ

た。

（１）規制基準の設定

① 一般環境調査

調査は市民が窓を開けて生活する時期（平成９年５月２７日～９月１０日）に、

。 、市民の多くが居住する住居系地域やその他工業系の地域等を対象に実施した また

市街化調整区域においては、都市計画法施行以前に成立した住宅地の中心付近と学

校を対象とした。

結果は、ほとんどの地域で「臭気指数１０未満」であったが、準工業地域の２地

点で「臭気指数１０以上」となった。この２地点については後日再調査した結果で

は 「臭気指数１０未満」であり市内の一般環境において「臭気指数１０」を超え、

ることは稀であると推測した。

② アンケート調査

、 （ ）アンケート調査は においに関して市内に分散した１２地区 数百メートル四方

の住民１２００人を対象として実施した。調査結果によると、ごみや排気ガスのに

おいを感じている人は多数存在するが、固定発生源からのにおいを感じていると回

答した人は、回答者４２７人中８人のみであった。

従って、市民は日常生活において事業場からの臭気を感じる環境におかれておら

ず、比較的低濃度の臭気が発生した場合でも不快を感じるものと考えられた。

③ 過去の臭気指数測定結果

平成７年度から９年度までの悪臭苦情件数と敷地境界における臭気測定結果は表７

－１のとおりであった。

表７－１ 年度別臭気指数測定結果

臭気指数１０以上
年度 苦情 悪臭苦 臭 気 指 数 臭 気 指 数

総件数 情件数 測定件数 １０未満 １０以上 １５以上 ２０以上
１５未満 ２０未満

平成７ 374 80 5 0 3 1 1
平成８ 325 49 3 2 0 1 0
平成９ 210 58 1 0 0 1 0

平成７年度から９年度にかけて苦情に伴い臭気指数測定を実施したのは９件あり、

そのうち７件が「臭気指数１０」を超過していた。

また、これまでの臭気指数規制による指導経験から「臭気指数１０未満」の達成が

おおむね苦情の解決につながっていると考えられた。
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加えて、従来指導の根拠としていた要綱においても敷地境界で「臭気指数１０」を

規制基準としていたことから、１０以上の値を規制基準として設定した場合、規制が

緩和されると考えられた。

これらのことを踏まえ、総理府令が定める臭気指数の範囲である１０以上２１以下

のうち、下限値である「臭気指数１０」を規制基準として採用した。

（２）規制地域の選定

， 、臭気指数の採用と同時に 従来市街化区域のみを法の規制地域とされていたものを

以下の理由から市街化調整区域にまで規制を拡大した。

① 市街化調整区域の境界近くまで住宅地が拡大し、市街化調整区域内の事業場か

らの悪臭がたびたび問題になっていたこと。

② 市街化調整区域内に都市計画法の施行以前に形成された住宅団地が存在するこ

と。

③ 市街化調整区域内に公園・学校・病院など多くの市民が集まる場所があるこ

と。

④ 平成５年度から平成９年度にかけた５年間の悪臭苦情３０９件のうち、市街化

調整区域が発生源となったものの割合が、１３％を超過していたこと。

札幌市では、法第４条第２項第１号のいわゆる第１号規制については平成１０年７

月１日より、第２号規制については平成１１年９月１３日から導入した。

規制導入にあたっては、北海道が制定した要綱の指定地域解除の依頼と、市内部で

協議が行われており、その概要は次のとおりである。

協議部局 対象施設 協議事項 協議結果
環境局 埋め立て 規制区域拡大による 了承
清掃部 処分場等 規制の適用
経済局 農場 臭気指数規制導入に 従前は有効な規制手段がな
農務部 畜舎等 よる規制強化と規制 いため、管理運営方法等の

区域拡大について 指導が困難であった。導入
後，基準を超過する場合は
管理運営方法等について改
善指導の根拠とする。

下水道局 下水処理場 同上 了承
施設部 コンポスト工場
都市局 違法建築 規制区域拡大による 協力して両面から指導を行

地域計画部 調整区域の違法建築 う。
への対応について

また、規制導入直後に、環境庁・北海道・隣接市・本市関係部局に通知を行った。

加えて、市の広報誌等により事業者及び市民への周知を図るとともに過去に悪臭苦情

を発生させた事業者を対象に講習会を実施したが、事業者側に困惑した様子は見受け

られなかった。札幌市では以前から、要綱によって臭気指数の指導を行ってきたこと

で、事業者側にも臭気指数による指導が浸透していたためと考える。
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（３）臭気指数測定体制

要綱導入以降、市の広報誌により一般市民からパネラーを募集し、嗅覚検査を行っ

たうえで常時２０人程度が登録されている。測定は平日に実施され、なおかつ不定期

であることから、登録者は比較的時間に融通が利く在宅の女性で占められている。

以前は市環境計画部でサンプル採取から判定まで行われていたが、平成９年度より

同部でサンプル採取を行い、市衛生研究所で検査・判定する体制とした。

（４）臭気指数導入後の状況

臭気指数を導入した後の平成１０年度の悪臭苦情発生件数は５３件であり、臭気指

数の測定に至ったものは９件である。そのうち５件が基準を超過していた。

平成１１年度においては、苦情発生件数５７件、臭気指数測定５件、基準超過３件

である。

なお，基準を超えた施設については，改善命令等にまで至ってはいないが，移転や

設備改善，運用方法等の改善が図られている。いずれの苦情も物質濃度では超過しな

いと考えられ，臭気指数によらなければ指導は難しいものであったと推測される。

また，従来の要綱ではなく，法に基づいた指導であることが，改善がすみやかに実

施されたひとつの要因と考えている。
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８ 臭気測定体制等の整備

８－１ パネルの確保

地方公共団体において嗅覚測定時のパネルの確保は、測定の実施とデータの正確性

を保つためにも必要である。八尾市、京都市及び足利市では、設置要領を規定してい

るので参考に示す。

（１）八尾市においの判定員設置要領

（設 置）

第１ この要領は、八尾市悪臭防止指導指針（以下「指針」という ）に基づいて三。

点比較式臭袋法による悪臭測定（以下「悪臭測定」という ）を行うため 「にお。 、

いの判定員 （以下「判定員」という ）を設置するものである。」 。

（職 務）

第２ 判定員は、市で実施する悪臭測定において測定実施者の指示に従い協力するも

のとする。

（依 頼）

第３ 判定員は、スクリーニングテストに合格した嗅覚の正常者のうちから市長が依

頼する。

（人数及び依頼期間）

第４ 判定員の人数は、２０名を限度とする。また、判定員の依頼期間は１年とし、

再依頼を妨げない。

（召 集）

第５ 市長は、悪臭測定を実施する場合、あらかじめ判定員に連絡し、このうち６名

を定めた日時は、場所に招集する。

（謝 礼）

第６ 謝礼は、予算の範囲内において支給する。

附 則

この要領は昭和６１年６月１日から施行する。

附 則（昭和６１年７月１７日）

この要領は公布の日から施行し、昭和６１年７月１日より適用する。
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（２）京都市悪臭官能試験法パネル設置要領

１ 目 的

市内の工場又は事業場における事業活動に伴って発生する悪臭苦情について、事

業者に対し悪臭防止に係る行政指導を効果的に推進するため、京都市官能試験法運

用指針に基づく悪臭官能試験（以下「官能試験」という ）法のパネルを設置する。。

２ 職 務

パネルの職務は、環境保全部長が指定する日時・場所で実施する官能試験にパネ

ルとして参加することとする。

３ 資 格

パネルの資格要件は、次のとおりとする。

（１）パネルの選定試験に合格した者であること。

（２）満１８歳以上満５０歳以下であること。

（３）パネルとして参加することが可能であること。

４ 登 録

パネルは、一般市民から資格要件を満たす者で、定数２５名以内を登録簿に 登

録する。

ただし、パネルが次のいずれかに該当したときは、登録を取り消すものとする。

（１）パネルが辞退を申し出たとき。

（２）パネルが資格要件を欠くこととなったとき。

（３）環境保全部長が職務を遂行できない者と認めたとき。

５ 任 期

パネルの任期は、登録の日から翌年３月末日までとする。

ただし、再任を妨げない。

６ 謝 礼

パネルの謝礼は、１名１回（３時間）につき３，０００円とする。

７ 庶 務

パネルに関する庶務は、環境局環境保全部環境指導課で行うものとする。

８ その他

（１）この要領に定めるものについて、変更の必要が生じた場合には、６謝礼の部分

を除きその都度環境保全部長が変更するものとする。

（２）この要領に定めるもののほか、必要な事項については、別に定めるところに

よるものとする。

附 則

この要領は、昭和６２年４月１４日から実施する。

この要領は、平成５年５月２７日から実施する。
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（３）足利市臭気パネラー設置要領

（設 置）

第１ この要領は、市内の悪臭公害を防止するため、足利市悪臭防止指導要綱に基づ

き三点比較式臭袋法による悪臭測定（以下「悪臭測定」という ）をするため、。

臭気パネラー（臭気嗅覚者）を設置する。

（職 務）

第２ 臭気パネラーとしての職務は、市で実施する悪臭測定において、臭気パネラー

として、測定実施者の指示に従い悪臭測定に協力する。

（委 嘱）

第３ 臭気パネラーの委嘱については、次の資格にあてはまるもののうちから市長が

委嘱する。

（１）健康で良識ある年齢１８才以上の市民であること。

（２）足利市悪臭防止指導要綱に定めたスクリーニングテストに合格した嗅力の正

常者であること。

（３）臭気パネラーの趣旨をよく理解し、協力可能であること。

（定数及び委嘱期間）

第４ 臭気パネラーの定数は、１０名とする。その委嘱期間は１年とし、再任を妨げ

ない。

（招 集）

第５ 環境保全課は、悪臭測定をする場合、あらかじめ臭気パネラーに連絡し、この

うちの６名を定めた日時、場所に招集する。

（謝 礼）

第６ 謝礼は、予算の範囲内において支給する。

附 則

この要領は、昭和５５年４月１日から実施する。

この要領を一部改正し、昭和５６年４月１日から実施する。

この要領を一部改正し、平成４年４月１日から実施する。

この要領を一部改正し、平成９年５月１日から実施する。
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８－２ 臭気判定士免状交付状況

地方公共団体において嗅覚測定を委託する場合には、臭気測定業務従事者（臭気判

定士免状交付者）に委託させる必要がある。都道府県別の臭気判定士免状交付者数を

表８－１に示す。

表８－１ 都道府県別臭気判定士免状の交付者数

（平成１３年３月１日現在）

都道府県 免状交付者数 都道府県 免状交付者数 都道府県 免状交付者数

北海道 38 石川県 10 岡山県 19

青森県 14 福井県 6 広島県 39

岩手県 14 山梨県 14 山口県 19

宮城県 10 長野県 49 徳島県 7

秋田県 14 岐阜県 21 香川県 5

山形県 8 静岡県 60 愛媛県 16

福島県 19 愛知県 106 高知県 4

茨城県 42 三重県 25 福岡県 39

栃木県 28 滋賀県 38 佐賀県 9

群馬県 17 京都府 29 長崎県 10

埼玉県 106 大阪府 158 熊本県 8

千葉県 72 兵庫県 89 大分県 11

東京都 287 奈良県 2 宮崎県 1

神奈川県 165 和歌山県 7 鹿児島県 8

新潟県 30 鳥取県 0 沖縄県 2

富山県 20 島根県 2 合計 1,697
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９ 融資・助成措置

（１）環境事業団における建設譲渡事業（集団設置建物の建設）

住居・商業地域に混在する工場・事業場の悪臭、騒音、振動等の公害を解消するた

め、これらの工場・事業場を集団で移転するための施設（土地及び建物等施設）を建

設し、譲渡する事業である。

本事業は、公害防止だけでなく、移転企業の近代化、合理化にも寄与している。

また、適正な跡地対策を行うことにより市街地の環境整備にも役立っている。

(平成１３年２月２１日現在)

対象施設名 対象者 頭金割合 返済期間 据置期間 利率

（ ）(据置期間含む) 年利

集団設置建物 地方公共団体 以上 年以内 年以内 ％10% 15 2 1.70
中小企業者 以上 年以内 年以内 ％10% 15 2 1.85
上記以外の者 以上 年以内 年以内 ％10% 15 2 1.95

共同福利施設 地方公共団体 以上 年以内 年以内 ％10% 20 2 1.70
中小企業者 以上 年以内 年以内 ％5% 20 2 1.85
上記以外の者 以上 年以内 年以内 ％15% 20 2 1.95

大気汚染対策緑地 地方公共団体 以上 年以内 年以内 ％10% 20 2 1.70
地球温暖化対策緑地 地方公共団体 以上 年以内 年以内 ％10% 20 2 1.70
産業廃棄物 特定産業廃 地方公共団体 以上 機械装置 年 年以内 ％10% 15 2 1.70
処理施設・ 棄物処理施 第１又は第３ 以上 以内 その他 年以内 ％10% 20 2 1.85、

一体緑地 設 セクター 年以内

最終処分場 地方公共団体 以上 年以内 年以内 ％10% 20 2 1.70
一体緑地

国立・国定公園複合施設 地方公共団体 以上 年以内 年以内 ％10% 20 2 1.70
第３セクター 以上 年以内 年以内 ％10% 20 2 1.85

環境事業団

〒100-0013 東京都千代田区霞が関1-4-1

Tel 03-5251-1017 http://www.eic.or.jp/jec
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（２）日本政策投資銀行における融資制度

豊かな国民生活を実現するため、環境の保全対策、エネルギー・セキュリティの確

保、防災対策、福祉・高齢化対策に資する以下の事業を対象として、長期かつ低利の

融資等を行っている。

融資事業 水力、風力、太陽光、地熱発電施設等の整備事業

（環境対策） ＩＳＯ１４００１取得に係る投資

環境保全型製品に係る設備

省エネ設備、建築物の整備事業

省エネ機械、自動車等の取得資金、ｺ･ｼﾞｪﾈﾚｰｼｮﾝｼｽﾃﾑ設備

ﾘﾃﾞｭｰｽ、ﾘﾕｰｽ、ﾘｻｲｸﾙ事業、廃棄物処理施設

公害防止事業

特定フロン等の排出抑制設備

高効率の石炭火力・液化ガス火力発電設備

天然ガス貯蔵設備、ガス冷房設備

このうち、悪臭防止関係施設については以下の融資が対象となる。

(平成１３年２月２１日現在)環境対策促進融資

対象事業名 対象施設 対象者 金 利 融資比率

80%公害防止事業 悪臭防止施設 中小企業等※ 政策金利Ⅲ

( )1.85%
政策金利Ⅰ ( )1.95%

40 50%その他 ～ ～

政策金利Ⅱ ( )1.95%
※ 中小企業等：中小企業、第１・３セクター、地方公共団体等

期間スプレッド

貸付期間 15年以内 年超 年以内 年超15 20 20
据置期間

0.1% 0.2%３年以内 ＋ ＋

0% 0.15% 0.25%３年超５年以内 ＋ ＋ ＋

0.2% 0.3%５年超 ＋ ＋

※ 貸付期間、据置期間に応じ、期間スプレッドを加算。

基準金利と実際に支払う金利との差で、金融機関が手数料として上乗スプレッド：

せしたもの。

日本政策投資銀行

〒100-0004 東京都千代田区大手町1丁目9番1号

Tel 03-3244-1620（環境エネルギー部） http://www.dbj.go.jp/
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（３）地方公共団体による融資制度

各地方公共団体においても、中小企業の公害防止施設の整備に対してばい煙・粉じ

ん・汚水・悪臭の各処理施設、騒音・振動の各防止施設、工業用水道転換施設、工業

用水使用合理化施設等について各種の融資・利子補給制度が設けられている。
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１０ 事業場における悪臭防止対策

一般的に、悪臭防止対策の実施手順は、図１０－１のとおりである。

悪臭苦情の申し立て

（１）悪臭原因の究明
・悪臭発生源の特定
・臭いの種類及び強さの測定

（２）悪臭苦情対策例の検討

（３）悪臭改善対策の検討
・作業内容の改善
・悪臭発生施設の構造改善又は配置変更
・排出方法の検討等

悪臭改善
YES

NO

（４）脱臭装置の選定検討 完 了
・脱臭装置の選択
・コストの比較
・脱臭風量等

悪臭防止対策の決定

悪臭改善
NO YES

完 了

図１０－１ 悪臭防止対策の実施手順

（１）悪臭原因の究明

悪臭は感覚公害であり、多くは低濃度・多成分の混合体であるため、対策が難し

い公害である。そのため、悪臭苦情の申し出があった場合は、臭気を感じる頻度と

継続時間等の実態を十分に調査し、悪臭苦情対象としている臭気の種類を把握し、

発生源を特定することが先決である。発生源が特定できたら、どの工程から臭気が

出ているのか、脱臭装置がある場合は、その状態を含めて調査する等悪臭苦情の原

因を究明する。そして、その臭いの強さ（臭気指数等）の測定を実施するなど臭気

の実態を把握し、その対策を立案することが大切である。

（２）悪臭苦情対策例の検討

悪臭は、人間の嗅覚に直接訴えるものだけに苦情対象となり易く、その被害感の

、 、 、 、 、程度は 年齢 性別 健康状態 喫煙の習慣などによって異なるなど個人差があり

さらに、地理的及び気象条件等によって影響を受けるため、その対策には非常に難

しい面がある。そのため、解決手段として過去に処理した苦情処理対策例を参考す
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ることは、非常に大切である。

（３）悪臭改善対策の検討

悪臭苦情の原因となる悪臭は、工場又は事業場の種類、作業工程などにより、そ

の原因物質、濃度、排出量、性状など種々様々である。また、一般的に悪臭改善対

策は、通常１つの方法のみで足りることは少なく、いくつかの方法を組み合わせて

。 、 、行われる 対策を検討するに当たっては ただ単に脱臭装置を設置するのではなく

作業内容の改善、悪臭発生施設の構造改善又は配置変更、排出方法の検討等も考慮

することが大切である。

一般的には次のような改善策がある。

① 悪臭発生施設等の運用の改善

ア．作業内容の改善
検討項目 留意事項

１．原材料及び製品の変更 ・悪臭発生の少ない原材料等
２．原材料等の搬入、搬出保管方法の改善 に代える。
３．作業工程、作業方法の変更、改善 ・悪臭が漏れないように考慮
４．作業時間の変更 すること。

・悪臭防除施設の原理や能力
。に合わせた改善を図ること

イ．悪臭発生施設等の構造改善
検討項目 留意事項

１．悪臭発生施設の密閉化 ・労働安全衛生面にも配慮す
２．建屋の窓、入口開放部分の閉鎖 ること
３．配管等からの悪臭漏洩防止

ウ．悪臭発生施設等の配置変更
検討項目 留意事項

１．悪臭発生施設の配管の変更 ・周囲の環境条件にも配慮す
２．作業場所の変更 ること

エ．排出方法の検討
検討項目 留意事項

１．排出口（煙突）の高さや形状の改善 ・大気希釈拡散方法も有効な
２．排出口の集合化等による改善 対策の一つとして検討する

こと
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② 悪臭排出防止設備の検討

ア．建屋内の悪臭の捕集及び除去
検討項目 留意事項

１．局所フードの設置 ・排風機の設置によって騒音
２．建屋の密閉化及びフードの設置 振動公害を発生させないこ

と
・悪臭による腐食を防ぐため
フードの材質について考慮
すること

・局所フード等で捕集した悪
臭は原則として悪臭防除施
設へ導くこと

イ．悪臭防除施設の設置、改善
検討項目 留意事項

１．吸着法、燃焼法、洗浄法、生物脱臭法、 ・悪臭防除施設の選定（既設
消・脱臭剤法やその他の方法を採用 の改善を含む ）に当たっ。

ては、業態、ガス性状、除
去効率、維持管理面、コス
ト等を十分に検討すること

ウ．悪臭防除施設の保守管理の改善
検討項目 留意事項

１．機能点検 ・管理責任者の選任、運転記
２．適正な維持管理 録簿の記帳をするよう指導
３．適正な稼動時間 すること
４．適正な薬剤の使用

③ その他悪臭の排出を減少させるための措置
ア．汚水処理施設の維持管理の改善

検討項目 留意事項
１．汚水処理施設の適正な管理 ・排水口等から悪臭が発生し

ていないかどうか確認する
こと

イ．排水路等の改善
検討項目 留意事項

１．排水路の設置、又は暗渠化 ・排出先に問題の発生しない
２．排水路清掃管理 よう配慮すること・

ウ．廃棄物（家畜ふん尿等）の処理方法の改善
検討項目 留意事項

１．廃棄物の堆積場所、保管方法 ・悪臭面だけでなく衛生面に
２．廃棄物の適正な処理、処分方法 も配慮し、できるだけ土地

還元等再利用を図ること

エ．敷地内の清掃、緑化の推進
検討項目 留意事項

１．事業場周辺の緑化 ・敷地全体の環境整備を図る
２．緩衝（緑）地等の設置 こと
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オ．移転
検討項目 留意事項

１．工業団地、家畜団地等適地への移転 ・現地で抜本的対策がとれな
い場合、移転の可能性につい
て検討するよう指導すること

（４）脱臭装置の検討

悪臭は、発生源の業種により多種多様であるため、各々の悪臭の成分に適する

脱臭装置が種々開発されているが、脱臭方法の選定に当たっては、十分な検討が

必要である。主な脱臭方法は、図１０―２に示したとおりである。

水洗方式 水，活性炭懸濁液

物理的方法 吸着方式 活性炭，ゼオライト

冷却凝縮方式 水冷，空冷

希釈方式 空気，大気拡散

化学的方法 薬液吸着方式 酸化吸収法

気相酸化剤(ｵｿﾞﾝ，塩素等)

液相酸化剤(次亜塩素酸ﾅﾄﾘｳﾑ，

過ﾏﾝｶﾞﾝ酸ｶﾘｳﾑ，過酸化水素酸)

酸・アルカリ吸収法

酸（硫酸，塩酸等）

ｱﾙｶﾘ（水酸化ﾅﾄﾘｳﾑ，石灰等）

化学吸着方式 イオン交換樹脂，塩基性ガス

吸着剤(ｽﾙﾌｫﾝ化炭，酸添着炭)

酸性ｶﾞｽ吸着剤(水酸化鉄，塩化鉄，塩

基添着炭)

燃焼方式 直接燃焼法，触媒酸化法

中和剤による方式 マスキング剤，中和剤(植物精油)

土壌脱臭方式 ソイルフィルター生物学的方法

活性汚泥方式 活性汚泥

微生物製剤

図１０－２ 脱臭方式の分類

なお、環境庁が今までに作成した各種悪臭防止マニュアルには、脱臭装置に関す

る特徴（脱臭理論，利点，欠点等 、選定上の留意点等が記載してあるので参考と）

されたい（表１０－１参照 。）
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表１０－１ 環境省が作成した悪臭防止マニュアル等の内容

マニュアル名 悪臭防止技術 悪臭防止技術調 悪臭防止行政

業種 マニュアル 査結果報告書 ガイドブック

１ 塗装工場 昭和 年度 昭和 年 月54 63 11
２ 印刷工場 昭和 年度 平成２年３月54
３ 石油産業、石油化学工業 昭和 年度52
４ 化学工場 平成８年３月

５ 医薬品製造 昭和 年度55
６ プラスチック工業 昭和 年度55
７ パルプ製造 平成８年３月

８ 食料品製造業 昭和 年度 平成８年３月54
９ 一般廃棄物最終処分場 平成７年３月

し尿処理場 昭和 年度 平成８年３月10 53
下水道施設、処理場 昭和 年度 平成５年３月 平成８年３月11 53
ごみ処理場 昭和 年度12 53
畜産 養豚業 平成元年２月13

養牛・養鶏 昭和 年度 平成２年 月52 12
農業 平成９年３月 平成８年３月

化製場 昭和 年度 平成８年３月14 52
魚腸骨処理場 平成３年７月15
コンポスト化施設 平成７年３月16
クリーニング業 昭和 年度 平成 年３月17 55 10
ビルピット関係 平成５年３月 平成８年３月18
浄化槽 平成５年３月 平成８年３月19
飲食店 平成９年３月 平成８年３月20
水産食料品製造業 平成３年７月21
ＦＲＰ製造工場 平成４年３月22
レンダリング工場 平成４年３月23
調理食料品製造工場 平成６年３月24
小規模事業場 平成６年３月25
レーヨン製造業 昭和 年度26 53
パルプ製造業 昭和 年度27 53
鋳造工場 昭和 年度28 53
コークス製造業 昭和 年度29 53
総集編 平成 年３月30 11
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